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Experimental Study on Excavation Characteristics of Donut-type 

TBM for Mountain Tunnels 

 

Kokichi Kabuki 

 

Full-face type tunnel boring machines (hereinafter, "TBM(s)") was first experimented at 

the end of the 19th century but needed much time until final commercialization in the 1960s. 

In Japan, TBMs have been used for constructing some typical tunnels including the Seikan 

Tunnel but most of the tunnels constructed with TBMs are those with small diameters. Since 

the 2000s, TBMs have been re-evaluated and used for constructing some large-scale tunnels. 

However, TBMs still have not been widely adopted. 

Generally, TBMs enable tunnels to be constructed at high drilling rates, thereby 

contributing to reducing construction periods and costs. Requiring no direct face operation, 

TBMs can also enhance safe tunnel construction. Therefore, TBMs have been widely used in 

countries outside Japan that have stretches of homogeneous geology and become the main trend 

in the excavation method. 

TBMs have not been popular in Japan mainly due to the geological complexity. In some 

occasions, weak ground interrupts tunneling and prevents TBMs from leveraging their high 

drilling rates. In other occasions, hard bedrock causes cutting bits to undergo severe 

abrasion. Then, the need to frequently replace cutting bits interrupts drilling work, 

thereby causing TBMs to be disadvantageous in terms of reducing average drilling rates and 

increasing construction costs. 

To popularize TBMs in Japan, the authors developed donut-type TBMs with a central opening 

on a drilling face (hereinafter, "donut-type") for tailoring TBMs to all types of ground. 

But with no precedence, the excavation characteristics of TBMs with donut-shaped drilling 

face must be evaluated. 

Therefore, such evaluation was made with a mechanism researched and developed so as to be 

suitable for commercializing donut-type TBMs. Also, the superiority of the excavation 

characteristics was clarified with test equipment to demonstrate the capability of 

excavating all areas with which cutter heads come into contact. In addition, the comparative 

study with the NATM method clarified the practicability of donut-type TBMs. 
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第１章 序  論 

 

1.1 研究の目的 

 

トンネルは、太古の時代から洞窟などの形として用いられ、構造形式としては

最も古いものであり、人類の歴史とともに歩んできた構造物である。トンネルを

造る技術は、時代とともに進歩してきているが、岩石を破砕し、崩れてこないよ

うに支保して、大量のズリを搬出することは困難なことであり、そのため近代に

至るまでは建設するのに可能な地山を選び、トンネルは建設されてきた。現代で

は技術の進歩によって、ほとんどの地山条件に対してトンネルの建設は可能にな

り、技術的な目標はトンネルが建設できるかどうかではなく、いかに安全に、安

く、早く、品質の優れたものを建設するかという点に移っている 1)。 

本研究の対象であるＴＢＭ（Tunnel Boring Machine）の最初は、シールド機と

してイギリスの Brunel により 1818 年に考案された（海外ではシールド機もＴＢ

Ｍと呼び、土砂用か岩盤用で分けている）。岩盤用のＴＢＭは、19 世紀末から試

用されているが、実用化されたのは 1960 年代に入ってからである。我が国におい

ては、青函トンネル、恵那山トンネル等で導入されたものの、施工件数は 2019

年まで 175 件と少なく、さらに大部分が小口径断面を対象としたものである（表

1.1.1）2),3)。2000 年代頃からは、新東名高速道路の導坑トンネル、東海北陸自動

車道の飛騨トンネルの本坑、避難坑で採用され、水路トンネルでは豊川用水のト

ンネルなどでＴＢＭの再評価が進められているが、広く採用される状況ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.1.1 ＴＢＭ国内施工実績 3) 

ＴＢＭ:径別 施工箇所数 適　用

2.0～4.9m 135

5.0～6.9m 33

7.0m～ 7

計 175

ＴＢＭ国内施工実績集計(1964～2019年)

φ7m以上
発電導水路3箇所
高速道路4箇所
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ＴＢＭは、掘進速度が早く工期の短縮とコストの縮減が可能となり、切羽で直

接作業する必要がなくなり安全性も向上する。同一地質が続く諸外国では、スイ

スのアルプス鉄道の Gotthard トンネル、マレーシアのパハンセランゴール導水ト

ンネルなどで広く用いられ、ＴＢＭが掘削方式の主要な流れになっている 4),5)。 

我が国でＴＢＭの普及が進まない理由は、地質の複雑さにある。低強度地山が

断続的に出現することが多く、たびたび掘進困難となり、高速施工の利点を活か

すことができないことが普及を妨げている。もう一つの課題として、特殊機械が

多く機械の購入費や運搬、組立、解体費が高く、また、カッタ寿命に伴う施工費

の増大など、現在、山岳トンネルの施工法の主流であるＮＡＴＭ工法（New Austrian 

Tunneling Method）に比べてＴＢＭ工法の工事費が高いことが挙げられる。 

我が国のＴＢＭの課題を解決し普及に資するために、硬軟地質の全岩盤を対象

としたカッタヘッドの中心部に開口を設けたドーナツ型ＴＢＭ（以下，ドーナツ

型と呼ぶ）を著者らが考案した（図 1.1.1）6), 7), 8)。ドーナツ型は、現状では国

内外とも施工実績がなく、実用に供するためには中心部を開口することで中心部

を掘削しないことなどの掘削特性を評価する必要がある。 

本研究ではドーナツ型の実用化に向けて、機構などの研究開発を行うとともに

、中心部を開口にする掘削特性などによる施工性を評価する。また、カッタヘッ

ドが接するすべての範囲を掘削する実験装置を新たに製作し、この装置を用いた

掘削実験により、掘削特性の優位性などを明らかにする。さらに、経済性ではＮ

ＡＴＭ工法と比較し実用性を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.1.1 ドーナツ型 
(シールド型) 
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1.2 既往の研究 

 

山岳トンネル工法の適用範囲は、掘削後の掘削面に支保工ができるまで切羽が

自立していることが条件になる。一方、都市トンネル工法では、対象地盤が主に

土砂などのように掘削後の地山が自立しないことを前提として設計・施工されて

いる。 

山岳トンネル工法は、岩盤を破砕して、運び出すという作業の繰り返しが基本

的な流れである。この間に地山が不安定であれば掘削した空間を保持し、作業の

安全を確保するため支保工が施工される。また、空間を恒久的に保持するため切

羽の後方で覆工が施工される。さらに、低強度地山ではトンネル断面を一度に掘

削できない場合、切羽を分割することや、あらかじめ地山を補強することが必要

となる。その補助工法には、施工手順に関する工夫や工法が考案され、また、各

種の先受け工や地山改良な

どが適用されている。 

このように山岳トンネル

工法の要素技術は、岩盤を

破砕・掘削する技術、ズリ

を運搬する技術、空間を保

持する技術、施工順序など

工法に関する技術、切羽の

安定性を確保するための技

術などによって構成されて

いる（図 1.2.1）1)。 

 

 

 

 

 

 

 
図 1.2.1 山岳トンネル工法の要素技術 

施工法
在来工法
ＮＡＴＭ工法
ＴＢＭ工法

破砕・掘削

発破掘削
機械掘削
・ロードヘッダ
・ＴＢＭ

ズリ運搬

タイヤ式
・ダンプトラック
レール式
・ズリ鉱車
ベルトコンベヤ

支保工
在来工法
ＮＡＴＭ
山岳ライナ

覆工
場所打ちｺﾝｸﾘｰﾄ
山岳ライナ

補助工法
注入工法
鋼管先受け工法

山
岳
ト
ン
ネ
ル
工
法
の
要
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技
術
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1.2.1 掘削技術 

硬い岩石を砕くことは、20 世紀に至るまでは大変な仕事であった。19 世紀後半

から 20 世紀の初頭にかけて、アルプス越えする多くのトンネルが建設されたが、

爆薬を装填するためのせん孔をいかに能率よく行うかが重要な技術課題であり、

空気圧を使用する削岩機が開発され定着していった。1970 年代に油圧式の削岩機

が普及し、大型の削岩機を載せた台車 9)を使用するのが一般的となった。 

一方、我が国でＴＢＭが用いられるようになったのは、1960 年代からであった

が前述したように地山条件に適合しなかったため普及するに至らなかった。しか

し、ＴＢＭはトンネル施工の最もわかりやすい掘削工法であり、今後の掘削技術

の柱の一つであると考えることができる。 

山岳トンネル掘削方式は、発破掘削方式と機械掘削方式に大別される（図

1.2.2）。機械掘削方式では、自由断面掘削機（ロードヘッダ）10)とＴＢＭ掘削機

2)による方式が主に採用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.2.2 山岳トンネル掘削方式の分類 2),9),10) 

■　山岳トンネル掘削方式の分類

自由断面掘削機(ロードヘッダ)

大型ブレーカ

ＴＢＭ

山岳トンネル
掘削方式

機械
掘削方式

大型
ブレーカ

 自由断面掘削機

 発破掘削方式
（在来工法、
ＮＡＴＭ）

全断面型
ＴＢＭ

　オープン型
ＴＢＭ

　リーミング型
ＴＢＭ

　シールド型
ＴＢＭ
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(1) 発破掘削方式 

 1900 年代に入ると岩石の破砕には、爆薬が多く使われるようになった。それに

伴い、爆薬を装填するためのせん孔に空気圧を使用する削岩機が開発され（図

1.2.3）、1970 年代には油圧式の削岩機が普及し、削岩能率が著しく向上した（図

1.2.4）。 

トンネル掘削作業に使用されている掘削機械は、発破孔のせん孔、支保工の建

て込み、またはロックボルト打込みおよびコンクリート吹付けなどの一連の作業

を、それぞれの単機能の組合せにより施工されてきた。近年、特に大断面トンネ

ルでは、機能を集約した多機能集約型のＩＣＴ化されたトンネルワークステーシ

ョンとした自動化作業が盛んに行われている（図 1.2.5）9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.3 空気圧式削岩機 9) 図 1.2.4 油圧式削岩機(ジャンボ) 9) 

図 1.2.5 トンネルワークステーション 9)                      
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トンネルに使用されている爆薬は、後ガスの少ないダイナマイトの他に、含水

爆薬、硝安油剤爆薬などがある。以前はダイナマイトを多用していたが、安全性

の観点からのニーズや、火薬製造技術の向上などにより、現在では、含水爆薬（ス

ラリー爆薬:図 1.2.6）を使用するようになった。また、爆薬を起爆させるための

雷管（工業雷管、電気雷管:図 1.2.7）があり、最近は段発数を多く取るために電

子雷管も使われている。 

図 1.2.8 は、掘削断面積 63 ㎡（二車線道路幅程度）における全断面発破のせん

孔・装薬パターンである。段発発破の順番は、瞬発 1 段は中心部の心抜きを V カ

ットに破砕し、自由面を造り荷重を小さくして内側に向けて 2、3 段と外側に順に

発破、最後に荷重の重たい最下部の払いが行われる。なお、地山を切り離す最外

側の発破は、地山を痛めなく平滑に仕上げるため、孔間隔を狭く、薬量を少なく

したスムーズブラスティング（SB）により発破が行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.6 含水爆薬(スラリー爆薬)11) 図 1.2.7 雷管 11) 

図 1.2.8 せん孔 

パターン 11) 
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(2) 機械掘削方式 

 1) ＴＢＭ工法 

我が国では、1960 年代からＴＢＭ

（図 1.2.9）が青函トンネルなどで導

入されるようになった。その後、ＴＢ

Ｍは地山条件に適合しなかったため普

及に至らず、掘進機外径φ5m 程度以下

の小断面トンネルでの活用に留まって

いる。一方、欧米では大断面トンネル

においてもＴＢＭを使用する事例が増

加していることから、今後の掘削技術

の主力になることが期待されている。 

以下に、ＴＢＭの特徴を発破工法と比較する。 

＜ＴＢＭ工法の長所＞ 

①掘削作業が連続的に行えるので施工速度が速く、工期の短縮が図れる。特に、

安定した地山を長距離施工する場合にはこの特徴が顕著となる。 

②発破のような大きな衝撃を与えずに地山を掘削できるため、岩盤の緩みがほと

んど発生せず、崩落、肌落ちの危険が少ないため支保工が軽減できる。また、

余堀が少なく覆工費も経済的となる。 

③掘削壁面が平滑であるので、無圧水路トンネルでは覆工を必要としない。 

④振動、騒音が少ないので、周辺の住民や構造物への影響が少ない。 

⑤発破工法に比較して熟練作業者への依存度は低く、切羽での直接作業が少ない

ため、施工の安全性が高い。また、シールドや保護ルーフの装備、カッタヘッ

ド内でのカッタ交換可能な構造、密閉式運転室および高性能集塵機などの採用

により、安全性と作業環境の改善が図られている。 

＜TBM 工法の短書＞ 

① 機械の購入費や運搬、組立、解体費が高く、また、機械の設計、製作のリード

タイムが長く、施工延長の短いトンネルには適用しにくい。また、カッタ消費

量が多くトンネル延長 1km当たり 7千万円から 1億円程度の費用が掛かるため、 

発破工法から比べると全体コストが割高になる。 

図 1.2.9 ＴＢＭ（シールド型）2) 
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②施工途中での掘削径の変更は、オープン型では約±10%程度まで改造可能だが、

シールド型はほぼ不可能である。 

③発破工法に比較して適用地質に制約がある（ライナの利用や、支保材料の改善

により適用性が大幅に改善されつつある）。 

 2) 自由断面掘削機 

ロードヘッダ（Road Header）は別名自由断面掘削機と言われ、機体先端上部に

設置してある切削チップが配列されたドラムを回転させて、土や鉱物を掘削する

機械である。1970 年ごろから発破作業が適しない現場で使用されるようになり、

適用できる岩盤強度は 50MPa 程度以下で多用されている（図 1.2.10） 10)。 

 

1.2.2 ズリ出し運搬技術 

 発破掘削した後のズリ出しは、主要なクリティカル工程であるため掘進速度に

影響を与える。ズリ出し運搬方式の選択に当たっては、トンネル断面の大きさ、

トンネル延長、地質状態（路盤の維持の難易、湧水の大小）、採用可能な換気方式、

掘進速度、ズリ捨て場までの距離に適合した方式を検討する必要がある。また、

能率化のためには、運搬単位の大型化、操作の簡略化、作業の平均化、および連

続化を図ることである。 

ズリ出しは、ズリ積み、ズリ運搬およびズリ捨ての作業に分かれるが、基本とな

る作業はズリ運搬であり、運搬方式はタイヤ式とレール式が一般に採用されてい

る。中・大断面トンネルでは、タイヤ方式、小断面トンネルではレール方式が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.2.10 SLB-350S 型ロードヘッダ
10)
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一般的である。最近は、ＴＢＭとの組み合わせに連続ベルトコンベヤ方式も多

く採用されるようになってきた。表 1.2.1 に坑内運搬方式の比較を示す。 

ズリ積み機械は、発破で破砕された岩を運搬機械に積み込むため、運搬方式に

より機械の組み合わせが違ってくる。また、岩ズリの形状は節理などで大塊が多

く出ることから、小断面トンネルでは機械を並列に置くスペースが取れないこと

から、人力での小割も行われている。図 1.2.11 は、タイヤ方式との組み合わせに

採用されるサイドダンプ式トラクタショベルと坑内小回り用重ダンプトラックで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイドダンプ式トラクタショベル 

図 1.2.11 タイヤ方式による組み合わせ機械 

坑内小回り用重ダンプトラック 

表 1.2.1 坑内運搬方式の比較 

項目 タイヤ方式 レール方式 ベルトコンベヤ方式

路盤
走行路

・路盤の排水、補強工の施
工および泥濘化防止対策工
として仮舗装、インバート
の早期閉合等が必要
・湧水が多い軟岩、未固結
地山では一般に不向き

・路盤を傷めない硬軟いづ
れの地質でも可能
・ポイント付近での路盤整
備に留意

・路盤を傷めない
・硬軟いづれの地質でも可
能
・湧水が多い未固結地山で
は一般に不向き

勾配の
制限

・制限が少ない ・制限が生じる ・水平、傾斜、垂直も可能

断面の
制限

・小断面には適さない
・タイヤ方式に比較して小
断面でも可能

・比較的小断面でも可能

換気 ・大型の設備が必要
・タイヤ方式よりも小型で
よい

・タイヤ方式よりも小型で
よい

出典:日本キャタピラー合同会社カタログ 12) 
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レール方式の積込機械は、近年までエアーを動力としたロッカーショベル（図

1.2.12）で行われていたが、熟練の運転技術が必要で坑夫の高齢化とともに、図

1.2.13 に示すシャフローダが主流になっている。積込機械のレール上の移動は、

下部に車輪が内蔵されており、車輪が下りてバッテリロコなどで牽引される。 

掘削ズリの運搬は、シャフローダなどからズリ鉱車に積み込まれバッテリロコ

によるレール上の移動になり、排出は鉱車を転倒装置によって行われる（図

1.2.14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.2.14 バッテリロコ、鉱車と転倒設備 2) 

図 1.2.12  ロッカーショベル 10) 

（積込コンベヤ付き） 

バッテリロコと鉱車 

鉱車と転倒装置 

図 1.2.13  シャフローダ 9) 
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1.2.3 支保工・覆工技術 

掘削した後の地山を支える支保工方式では、発破で掘削した場合には在来方式

1)と現在では標準工法になっているＮＡＴＭ方式 1)がある。ＴＢＭ掘削した場合に

は、掘削面が平滑に揃うことなどから図 1.2.15 に示すような多種多様な覆工方式

が採用可能になる。 

トンネル掘削に伴う地山緩み荷重は、一般に時間の経過とともに進行し増加す

る。在来工法では、早期覆工することが望ましいが支保工と覆工が分離方式をと

らざるを得ないため、覆工までの間で地山の緩みが助長する。それに対してＮＡ

ＴＭ工法では、掘削直後に施工される吹付コンクリートとロックボルトの支保工

で地山と一体化して荷重を支える。そのため覆工は、地山荷重を負担させない考

え方が取られている。 

支保技術を計画する際には、使用する材料と設計の考え方の両面から検討する

必要があり、近年のトンネル技術は基本的に支保工の変革とともに、段階的に発

展してきた経緯がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.2.15 山岳トンネル支保工方式の分類 1), 2) 

■　山岳トンネル支保工方式の分類
在来方式

在来方式 鋼製支保工・木矢板

NATM方式

ＮＡＴＭ方式

ECL方式

ＥＣＬ方式

ライナ方式 　山岳ライナ(RCコンクリート版)

鋼製ライナ

　鋼製ライナ 山岳ライナ

鋼製支保工・繊維吹付コンクリート

鋼製リング支保工方式

発破
機械
掘削

Ｔ
Ｂ
Ｍ
掘
削

支
保
工

場所打ちコンクリート
ライニング

吹付コンクリート・ロックボルト
鋼製支保工

鋼製リング支保工方式
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 (1) 在来工法 

 掘削外径φ3m 程度以下の小断面トンネルでは、作業空間が狭いため現在でも鋼

アーチ支保工と松矢板による支保工方式は行われている。木製支保工から鋼アー

チ支保工に標準化されたことにより、作業空間を大きくとることができるように

なり、先進導坑を用いない上部半断面工法が一般化するようになった。それによ

り、本格的な機械化が可能となり、安全性の向上に大きく貢献することになった

（図 1.2.16）。しかし、熟練技能が要求され、熟練坑夫が少なくない現状がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ＮＡＴＭ工法 

トンネルの支保工としてのＮＡＴＭ工法はオーストリアで開発され、吹付けコ

ンクリートとロックボルトを用いて、地山自体の保持力を利用した支保工工法と

して、積極的に日本においても採用されるようになった。我が国では、上越新幹

線中山トンネル（1976 年）で初めて本格的に用いられ、東北新幹線工事等での経

験を積み、1980 年代には一般工法として広く普及し、トンネル工法の標準工法と

なった（図 1.2.17）。 

ＮＡＴＭ工法では、掘削直後に吹付けコンクリートを施工することで地山との

密着した構造体を形成し、周辺地山の緩みを最小限に抑えることができる。さら 

図 1.2.16 在来工法・鋼アーチ・木矢板支保工 1) 
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に、ロックボルトを地山内部に打ち込み、周辺地山との一体化した支保工構造に

することが可能となる。 

ＮＡＴＭにおける支保工の施工順序は、比較的地山が良好な硬岩・中硬岩地山

の場合、①吹付けコンクリート、②ロックボルトの順に、また、亀裂の発達した

中硬岩地山や軟岩・土砂地山の場合は、①一次吹付けコンクリート、②鋼製支保

工＋溶接金網、③二次吹付けコンクリート、④ロックボルトの順で施工する。 

 図 1.2.18 にＮＡＴＭによる支保工の模式図、表 1.2.2 に道路トンネルにおける

地山等級別のＮＡＴＭの標準支保パターンの例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.17 ＮＡＴＭ工法 1) 

図 1.2.18  

ＮＡＴＭによる

支保工模式図 1) 

良好な地山 

亀裂の発達した地山 
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出典:土木学会、道路トンネル標準示方書 

 

(3) 覆工（場所打ちコンクリート） 

覆工は、長大トンネルのように掘削と並行して行う場合と、小断面や比較的距

離の短いトンネルでは掘削完了後に行う場合がある。工程について前者の場合は、

覆工の工程が掘削の進行に左右され、後者の場合は、覆工の工程がトンネルの全

体工程に影響を及ぼす。 

 覆工の打設時期は、トンネル掘削機の地山の変位が収束したことを計測により

確認してから、施工するのが原則である。収束前に施工することは、覆工コンク

リートに構造的クラックの発生や漏水の原因となり、後々に多大な補修が必要と

なる。図 1.2.19 に車両通過式の移動用の全断面スチールフォームを示す。 

 

 

表 1.2.2 道路トンネルにおける地山等級別のＮＡＴＭの標準支保パターンの例 
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(3) ＴＢＭ工法における覆工 

 ＴＢＭ工法の覆工は、発破掘削と違い掘削面が平滑に仕上がることと、発破に

よる飛石もないことなどから計画された形状が確保されることで在来工法、ＮＡ

ＴＭ工法の覆工方式とともに、山岳ライナ（鉄筋コンクリートＰＣ版）やＥＣＬ

工法（現場打ちライニング工法）、鋼リング支保工方式など、多種多様な方式の選

択が可能である。 

 1) 山岳ライナ方式 

山岳ライナは、シールド工法で使用されているセグメント（土木学会、2016 年

制定トンネル標準示方書シールド編）と同様であるが、山岳トンネル工法では切

羽が自立する岩盤ではそれほどの強度を必要としない支保パターンもあることか

図 1.2.19 全断面用スチールフォーム 13) 
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ら、山岳用に製作したコンクリートプレキャスト版を山岳ライナと呼んでいる。 

設計では、ＮＡＴＭ支保設計の考え方に基づきフレーム解析による山岳ライナ

に発生する断面力を算出し、鉄筋コンクリート部材としての山岳ライナ厚を算定

している 14)。実績では山岳トンネルで全線に渡って使用されたことがなく、補助

工法として部分的に使用された例がある。今後は、ＴＢＭ工法には欠かせなく標

準覆工になるべきであり、研究課題になっている。 

山岳ライナに具備すべき基本的な条件として、以下のようなものを求められて

いる。 

・急速施工を可能とするため、建て込みが容易である。 

・低強度地山でジャッキ推進の反力に対応できる。 

・従来のセグメントに比べてコストダウンができる。 

使い方として、支保工として施工される場合と支保兼覆工用の山岳ライナ(シン

グルライニング:ワンパス)とがある。山岳トンネルに採用されるのは支保工とし

て多く、経済性の観点からは覆工を兼用したワンパス方式が求められている。 

山岳ライナの経済性を向上させる基本的な方策として、以下のようなことが考

えられる。 

・山岳ライナに合致した荷重および山岳ライナの材質等の設計条件の見直すこと

により、経済的な断面を追求し、山岳ライナ製作費の低減を図る 11)。 

・山岳ライナ幅を大きくすることにより、継手部材の低減、山岳ライナ製作工期

の短縮による製作費の低減および施工速度の向上等を可能とし、工事費の低減を

図る。 

・山岳ライナを等分割、あるいは分割数を減少させることにより、山岳ライナ製

作費および工事費低減を図る。 

・岩盤が自立することを踏まえた山岳ライナの形状および継手型式を改良するこ

とにより、継手金物を減少、あるいは省略し、山岳ライナ製作費および工事費の

低減を図る。 

 また、品質的には実現場で発生している次のようなトラブル項目に対して、特

にワンパスとして使用する場合には、設計基準に対応した設計面からの対応が必

要である。 

・継手からの漏水 
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・エキスパンション不能 

・山岳ライナにクラック発生で推力不足 

・山岳ライナの座屈 

 2) 鋼リング支保工方式 

施工順序は、全周 360°にＨ鋼支保工をリング状に配置し、その間を繊維コン

クリートで吹付けすることで地山荷重に対応する（図 1.2.20)。この方式の特徴

は、ＴＢＭの掘削は地山のゆるみを小さくできることから、Ｈ型鋼支保工で荷重

を支え、吹付けコンクリートに繊維を混入することで靭性強度を高めることで、

ロックボルトを標準から外すことにより掘進速度を速くできる優位性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 山岳トンネル工法のまとめ 

  

山岳トンネル工法のまとめとして、表 1.3.1 に標準工法であるＮＡＴＭ工法と

機械掘削方式のＴＢＭ工法の特徴を一覧表に示す。 

図 1.2.20 鋼リング支保工標準断面図 
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表 1.3.1 ＮＡＴＭ工法とＴＢＭ工法の特徴 

ＮＡＴＭ工法 ＴＢＭ工法

・地質状況に合わせて、掘削方法は発破掘削もしくは機械掘削による手法
が選択可能、掘削工法についても、全断面工法・上半掘削工法、ショート
ベンチ工法のどの手法もとりうる。

・通常の岩盤部では、グリッパで坑壁に反力を取り、スラストジャッキで
推進するが、軟弱地山では、セグメントで反力を取ってシールドジャッキ
で推進する。

・すべての地山に適用が可能。
・軟岩～中硬岩及び破砕帯、軟弱地層との互層まで適用可能とされるが、
変状の激しい地山でマシンが拘束されると、後方から拡幅掘削を行い、脱
出する必要がある。

・掘削は、切羽の自立を基本とするために、掘削工法の変更（全断面→補
助ベンチ付全断面、上半先進ショートベンチ、ロングベンチ、ＣＤ工法）
等の加背割りの変更で対応する。また、補助工法を用いて地山の改良を行
うこともできる。対応性は高い。

・ディスクカッタ、面版開口寸法、チャンバー内に閉塞解除用の機能を持
たせる。面版開口を可変にする、チャンバー内を洗うジェットノズルを配
置するなど。

・目視等により切羽確認可能。 ・切羽確認不可能。切羽状況は機内に取り込んだ掘削土から判断する。

・サイドダンプショベル、シャフローダ等の積込機械で重ダンプトラック
に積込み搬出する。必要に応じて、ベルトコンベアを併用する場合もあ
る。

・スクリューコンベア、流体輸送により機内に取り込み、坑内の連続ベル
トコンベヤにより坑口まで運搬。

・吹付ライニング、鋼製支保工、ロックボルトを支保の主要部材とする。
・オープン型、ルーフ型は無普請、吹付ライニング、鋼製支保工、ロック
ボルトが可能。グリッパの後方で施工。
・シールド型は機内でライナー（セグメント）組立。

・切羽全面が開放されているため、補助工法が多く必要になる場合が多
い。
・補助工法の選択自由度は高い。
・補助工法だけでは崩壊する場合は、切羽を小分割して切羽を広げる方法
を取ることから、掘進速度は１日当たり数メートル程度になる。

・発破を使わないので地山が緩む影響は少なく、補助工法を必要とする区
間は限られる。
・一方で、補助工法が必要な場合であっても、機内からの工法に限定され
ることになる。

良好地山 ・掘削に問題はない。（月進100m程度）
・カッタヘッドの適用性が地山と合致すれば、大きな掘進速度が得られ
る。(地山が悪くなければ、概ね月進300m程度。国内のTBM最大掘削月進と
して800m程度の実績がある。)

不良地山 ・補助工法を多用することで進捗は大幅に低下する。（月進50m程度）。

・作業性、操作性が劣るために掘進能率は落ちるが、切羽、側壁とも山留
は有効でコンスタントな掘進速度が得られる。
・全断面のため前方の確認が遅れることで、マシンが地山に拘束されて進
行不能のリスクがある。

・切羽崩落、火薬の取扱い、頻繁な車両の通行・入替え等の危険な要因を
内包している。

・地山強度が低い場合はシールド型TBMを採用し、TBM機械内で支保を組立
てることにより、危険回避。

・発破の後ガス、ずり積時・吹付コンクリート施工時の粉じん、車両の排
気ガス等の坑内環境を悪化させる要因がある。

・粉じんに対する坑内環境は、ＮＡＴＭ工法に比して圧倒的に良好。
・TBM機械の熱により坑内温度上昇がある。換気量を確保して温度を下げ
る。

・トンネル延長の長短に係らず、掘削・覆工機械設備、仮設備等の初期費
用とトンネル掘削・覆工の直接工事費の合算となるが、一般には、TBMに
比べ最も安価と考えられる。
・不良地山の場合、切羽の分割や補助工法の多用で工事は数倍の工事費に
なる。

・一般に良質な地質において、NATMに対し20Km程度で同等とされている。

・地山に対して、柔軟な対応が可能（補助工法、断面変更等）。
・掘進速度がＮＡＴＭに比して大幅に改善。
・発破を用いず、機械化が進んでいるため安全性が高い。

・作業性から、TBMの順調な掘進速度には及ばない。
・補助工法を多用するとTBMと変わらない工事費になる場合がある。

・マシンが高価で、機械の設計、製作に時間を要する。このため施工延長
の短いトンネルには適用しにくい。
・施工途中での掘削径の変更ができない。
・前方が目視できないため、地質が悪くなると、マシンが地山に拘束さ
れ、脱出に相当の時間を要するリスクがある。

採算が合う
施工延長

利点

問題点

補助工法の必要性
及び作業性

掘
進
速
度

安全性

適用地山

脆弱地盤
対応性

切羽確認

切羽での掘削土
搬出機械、方法

支保方法

坑内環境

項　　　目

工法概要

・我が国では、現時点で最もよく用いられている工法である。
・標準的には、発破掘削方式、ズリ出しを行い、鋼製支保工、コンクリー
ト吹き付け、ロックボルトによって、地山を安定させ、覆工を巻き立て
る。

・ドリルジャンボ、吹き付けロボットなどの専用機械がある9)。
・地山が悪いエリアでは、薬注等の補助工法を用いる。

・日本では、大口径トンネルの実績は限られるが、先進導坑含め、径の小
さいトンネルには多くの実績がある。
・専用機械による掘進。（マシン構造により、オープン型、ルーフ型、

シールド型に分かれる）
2)

・標準的には、推進反力はグリッパ（周辺地山）を支えとする。
・グリッパの効かない軟弱層では、後端で支保工を巻立て、推進反力を受
け持たせる。
・地山が悪いエリアでは、切羽前面への補助工法がマシンによって制約さ
れる。
・支保工は、オープン型とルーフ型では一般的に吹き付けとロックボル
ト、シールド型ではセグメント。

推進・掘削方法
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1.4 本論文の構成 

  

本論文は、新しく考案したドーナツ型の研究開発と、その実用性について実験

的研究した成果を取りまとめたものである。本論文の構成は、次のような全 6 章、

28 節で論じている。 

第 1 章 序論 

 本章では本研究の目的とその背景を述べるとともに、我が国の山岳トンネル施

工法の歴史について、および山岳トンネル工法の掘削方式と支保工・覆工につい

て概説した。掘削方式では、発破掘削方式と機械掘削方式について技術概要を詳

述した。支保工・覆工方式では、在来工法、ＮＡＴＭ工法およびＴＢＭ工法に適

用されている施工方式について概説した。 

第 2 章 ＴＢＭの現状と課題 

本章ではＴＢＭ工法の現状について、我が国に導入されてからの施工実績、お

よびＴＢＭの基本構造等についてそれぞれ記述した。また、ＴＢＭの岩盤破砕の

メカニズムについて、溝掘りにより隣接剥離破砕される機構を概説し、ディスク

カッタの種類と構造について詳述した。さらに、本研究に関係する既往の掘削実

験について、掘削実験機、貫入量、ゲージカッタ、センターカッタ、掘削体積比

エネルギおよびカッタ摩耗量などに分けて概説し、最後にＴＢＭの現状の課題と

してまとめ、本研究の方向性を明らかにした。 

第 3 章 ドーナツ型の施工性 

本章では、研究開発したドーナツ型の中心部の開口径やカッタの配置をはじめ

とする機器構成、および掘削工、支保工などの施工性について詳述した。また、

ＴＢＭの課題である低強度地山への対応策について、ドーナツ型による具体的な

地山調査手法と補助工法を詳述した。 

第 4 章 ドーナツ型の掘削特性 

本章では、ドーナツ型の掘削特性を評価するため、カッタヘッドが接するすべ

ての範囲を掘削する新たな掘削実験装置を製作した。その実験により、センター

カッタが無くなること、カッタ数が少なくなること、および掘進速度が早くなり

カッタが岩盤に接触している時間が短くなることから、カッタ寿命が延伸するこ

とを明らかにした。 
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第 5 章 ドーナツ型の実用性 

本章では、ドーナツ型の山岳トンネルへの実用性について、モデルトンネルを

想定した施工計画による施工シミュレーションにより評価した。その結果、全体

工事費は、ドーナツ型の施工性や山岳ライナによる大幅な工期縮減などから、Ｎ

ＡＴＭ工法と同程度の経済性になることを明らかにした。 

第 6 章 結論 

本章では、各章で得られたドーナツ型の実用性に関する研究成果を取りまとめ

て本論文の結論とした。 
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第 2 章 ＴＢＭの現状と課題 

 

2.1 ＴＢＭの歴史と施工実績 

 

2.1.1 ＴＢＭの歴史 

 トンネルは、太古の時代から造られてきた最も古い構造物と言われている。工

事として行われたのは、B.C.4000 年にバビロンの古代都市にユーフラテス川の両

岸を結ぶ河床トンネルが始まりとされている。このトンネルは、河床に溝を掘り、

レンガでトンネルを構築し、土で埋め戻されたもので幅 4m、高さ 5m、延長 1,500m

に及ぶ開削トンネルであった。 

 シールド機の歴史は、イギリス産業革命後期の技術者 Brunel により、1818 年

トンネル用シールド工法として発明され、イギリスのテームズ川のトンネル工事

（1826～1841年）で初めて使用された。そのシールド機は、高さ 6.78m、幅 11.43m、

長さ 2.74m の大型の矩形型手掘り式であった。現在のシールド工法の基礎になっ

たのは、1896 年にイギリスの J.Price によってメカニカルシールド機の特許が出

願されてからである。 

 日本のシールド機の歴史は、1910 年に初めて折渡トンネル（旧国鉄）に導入さ

れ、その後、1926 年に丹那トンネルにも採用されたが中断されている。1932 年に

は関門トンネルで直径 7m のシールド機が採用され、無事完了した。戦争による中

断から、1964 年に初めて日本製メカニカルシールド機が開発された。1997 年には、

図 2.1.1 に示す世界最大掘削径のφ14m 級超大断面泥水式シールド機による東京

湾横断道路トンネルが施工されるまでになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.1.1 東京湾横断道路用φ14m 級シールド機 1) 
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一方、硬岩用のＴＢＭの歴史は、1846 年に世界で初めて Henry Joseph（イタリ

ア）によってロック・トンネル・マシンが考案された。しかし、実用化には至ら

ず 100 年後の 1952 年に J.S.Robbins により、掘削径φ8.0m、全長 27.4m の大口径

ＴＢＭが考案された。その機構は、外周カッタと内周カッタが逆に廻る近代的Ｔ

ＢＭの第 1 号である（図 2.1.2）。 

 日本の導入は、1964 年に新居浜発電所導水路トンネル（276m）で小松製作所製

のＴＢＭが最初であった。その後、昭和 40 年代に約 30 件の施工が行われたが、

長距離を本格的に掘削したのは香川用水阿讃導水路（水資源開発公団）や篠ノ井

線第 3 白坂トンネル（旧国鉄）のわずか 2 現場に過ぎない。その他の工事は短距

離の試験施工か、本格的に採用されても恵那山の避難坑工事や青函トンネルの先

進導坑（φ3.6m 硬軟岩両用の切削式）のように機械的故障や膨張性地山によるＴ

ＢＭの拘束などの理由により、途中で掘進を断念せざるを得なかった例が多かっ

た。このような経験から、日本の地山にＴＢＭが適さないという理由で 1973 年の

青函トンネル以降採用が減少し、空白期間が続いた。2000 年には、高速道路に世

界最大級ＴＢＭ（φ12.84m）による飛騨トンネルの施工が行われたが、低強度地

山を克服できず中断を余儀なくされた（図 2.1.3）。現在では、水路トンネルを中

心として 1 年に 1 箇所程度の施工が行われているにすぎない 1)。 

図 2.1.2 近代的ＴＢＭ第 1 号機 1) 
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2.1.2 ＴＢＭの施工実績  

 我が国のＴＢＭの掘進実績は、平均月進 200～250m/月であるのに対して、欧州

で約 440m/月、米国で約 650m/月となっている。また、最大月進では 1993 年に米

国テキサス州で 1,647m（φ4.6m）、1992 年には中国において 1,401m（φ5.5m）、

および英仏海峡では 1991 年（φ7.6m）にイギリス本坑トンネルで 1,719m を記録

している。最大日進では、米国ラスベカスで 150m の実績があり、日本では 1973

年に東北新幹線第 2 有壁トンネルの導坑掘削（φ4.5m）において、月進 670m、日

進 62.2m が記録されたのが最高である。図 2.1.4 は、海外におけるＴＢＭの直径

と最大月進、最大日進の関係を示したものである 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3 飛騨トンネルＴＢＭ（φ12.84m）1) 

図 2.1.4 ＴＢＭの直径と 

最高月進・最高日進（ロビンス社）1) 
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 また、ＴＢＭの稼働率（全作業時間に対する純掘削時間の割合）では海外で 35

～50%に対して、日本では 20～30%程度である。実績には、初期掘進期間や低強度

地山対応のための休止期間も含まれるが、日本と海外では大きな開きがある。 

 その理由として、海外では均一な安定した地質を長距離掘削することが多く、

日本では地質が複雑で破砕帯での補助工法による長期休止が多いことが挙げられ

る。また、施工延長が短いことや作業体制が 1 日 2 シフトであるが、海外では 3

シフトの違いも影響している。表 2.1.1 に国内外の施工実績比較、表 2.1.2 にＴ

ＢＭの径別の掘進世界記録をそれぞれ示す 1)。 

 さらに、海外では高速施工のために連続ベルトコンベヤなど稼働率を上げる方

策が行われているが、日本では低強度地山への対応のための技術開発がメインテ

ーマになっている。取組み方の違いもあるが、最近は国土交通省においてＩＣＴ

の導入などによる生産性向上を官民一体となって進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.1 国内外の施工実績比較 1) 

項目
国内実績

(主に1986年以降)
海外実績

(1990年以降)

施工延長 ・平均2,500m ・平均6,000m

ＴＢＭ径
・小中口径主体
・近年大口径化の傾向

・中大口径主体
・中口径が54%、大口径29%

用途
・水路、上下水道が主流
・道路トンネル(本坑や避難坑、先進導坑)
への適用増加

・水路、鉄道、道路への
適用が多い

ＴＢＭ
タイプ

・シールド型ＴＢＭが75%
・オープン型ＴＢＭが60%
・特に米国はオープン主体

平均
運行

・平均月進222m
(L≧2,000m 32例)

・平均月進516m
(欧米 49例)

採用
シフト

・2シフト制
1O時間/1シフト

・2シフト制　40%
・3シフト制　46%
・2＋/ﾒﾝﾃﾅﾝｽｼﾌﾄ14%

月当たり
作業日

・平均作業日　24.4日
・90%以上が23日以上作業

・平均作業日　24.8日
・48%は22日作業 25%は30日作業

無普請
以外の
支保構造

・小口径はライナが多い
・小口径に吹付け・RB採用
・小口径にRB多用
・大口径はライナが多い

ズリ搬出
方式

・流体輸送３６%(特に小口径TBMの53%)
・近年、中口径で連続ベルコン採用例増加
・小口径の16%でシャトルカーを採用

・本体排土は86%平ベルコン
・後方排土は67%が鉱車、20%が連続
ベルコン、3%がタイヤ方式を採用
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2.1.3 ＴＢＭ工法の特徴 

1) ＴＢＭ工法の長所 

①掘削作業が連続的に行えるので施工速度が速く、工期の短縮が図れる。特に、

安定した地山を長距離施工する場合にはこの特徴が顕著となる。 

②発破のような大きな衝撃を与えずに地山を掘削できるため、岩盤の緩みがほと

んど発生せず、崩落、肌落ちの危険が少ないため支保工が軽減できる。また、

余堀が少なく覆工費も経済的となる。 

③振動、騒音が少ないので、周辺の住民や構造物への影響が少ない。 

最大日進 最大週進 最大月進 平均月進

記録 172.4m 703m 2066m 1189m/mo

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト カトゥーンバトンネル カトゥーンバトンネル オソトンネル カトゥーンバトンネル

国 オーストラリア オーストラリア アメリカ オーストラリア

記録 128.0m 477.0m 1822m 1352m/mo

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト SSC No.4 テキサス SSC No.4 テキサス 黄河トンネル4、5 黄河トンネル4、5

国 アメリカ アメリカ 中国 中国

記録 99.1m 562m 2163m 1095m

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト シカゴ小キャルメット川 シカゴ小キャルメット川 シカゴ小キャルメット川 Yindaruqin

国 アメリカ アメリカ アメリカ 中国

記録 124.7m 515.1m 1754m 1187m/mo

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト インディアナポリスDRT インディアナポリスDRT インディアナポリスDRT ダラスメトロ

国 アメリカ アメリカ アメリカ アメリカ

記録 115.7m 428m 1482m 770m

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト
カラウンユカール
水力発電

カラウンユカール
水力発電

TARP　シカゴ TARP　シカゴ

国 アイスランド アイスランド アメリカ アメリカ

記録 75.5m 428m 1719m 873m/mo

メーカー Robbins Robbins Robbins Robbins

プロジェクト 英仏海峡トンネル 英仏海峡トンネル 英仏海峡トンネル 英仏海峡トンネル

国 イギリス イギリス イギリス イギリス

記録 105.6m 435m 1600m 715m/mo

メーカー Herrenknecht Herrenknecht Herrenknecht Herrenknecht

プロジェクト ラ・カブレラ ラ・カブレラ ラ・カブレラ TARP　シカゴ

国 スペイン スぺイン スペイン アメリカ

記録 48.8m 235m 841.8m -

メーカー Robbins Robbins Robbins -

プロジェクト TARP　シカゴ 西秦嶺トンネル 西秦嶺トンネル -

国 アメリカ 中国 中国 -

記録 49.7m 248.8m 787.8m -

メーカー Herrenknecht Herrenknecht Herrenknecht -

プロジェクト レガシーウェイ レガシーウェイ レガシーウェイ -

国 オーストラリア オーストラリア オーストラリア -

記録 - 153m 468m -

メーカー - Robbins Robbins -

プロジェクト - ナイアガラ ナイアガラ -

国 - カナダ カナダ -

TBM径別掘進世界記録

φ9.01～10.0ｍ

φ10.01～11.0ｍ

φ11.01～13.0ｍ

φ13.0ｍ以上

φ3.01～4.0ｍ

φ4.01～5.0ｍ

φ5.01～6.0ｍ

φ6.01～7.0ｍ

φ7.01～8.0ｍ

φ8.01～9.0ｍ

表 2.1.2 ＴＢＭの径別の掘進世界記録（Robbins 資料） 
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④発破工法に比較して熟練作業者への依存度は低く、切羽での直接作業が少ない

ため、施工の安全性が高い。また、シールドや保護ルーフの装備、カッタヘッ

ド内でのカッタ交換可能な構造、密閉式運転室、高性能集塵機などの採用によ

り、安全性と作業環境の改善が図られている。 

2) ＴＢＭ工法の短所 

①機械の購入費や運搬、組立、解体費が高く、また、機械の設計、製作のリード

タイムが長い。そのため、施工延長の短いトンネルには適用しにくい。 

②カッタの摩耗や破損などで寿命が短いことや、その交換のために掘削がストッ

プするなど工期遅延にもなり費用も大きいものになる。 

③施工途中での掘削径の変更ができない。また、オープン型は約±10%程度まで改

造可能だが、シールド型はほぼ不可能である。 

④発破工法に比較して適用地質に制約がある。 

 

2.2 ＴＢＭの基本構造と種類 

 

2.2.1 ＴＢＭの基本構造 

 ＴＢＭの基本構造は、掘進機とそれに牽引される動力源、制御装置などの後続

設備から構成される（図 2.2.1）。 

主な基本構成要素と各構成機器の機能については、表 2.2.1 に示すとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘進機 
後続設備 

図 2.2.1 ＴＢＭの構成機器の配置概念図 
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2.2.2 ＴＢＭの種類 

 ＴＢＭの種類としては、図 2.2.2 に示すようにＴＢＭと言えば全断面型ＴＢＭ

を指すことになるが、他に数事例であるが発電所の水圧管路等の斜坑用に開発さ

れたリーミング型ＴＢＭがあり、中心部を小口径で先行して掘削し、その後方か

ら本坑を掘削する方式を取っている。 

ＴＢＭの種類には、オープン型ＴＢＭとシールド型ＴＢＭがあり、昭和 40 年代

に海外から最初に導入されたのがオープン型ＴＢＭである。しかし、我が国の複

雑な地質条件、特に軟弱部に合わず、一時使われなくなった。その後、改良が行

われ「ルーフサポート」の大型化や「ハーフシールド」付きにするなどの改良オ

ープン型ＴＢＭで行われるようになった（図 2.2.3）1)。 

 

 

 

 

 

表 2.2.1 ＴＢＭの構成要素と機能 

図 2.2.2  

ＴＢＭの種類 

　全断面型ＴＢＭ

　シールド型ＴＢＭ

　リーミング型ＴＢＭ

ＴＢＭ

　オープン型ＴＢＭ

構成要素 構成機器 機　　能

カッタ 岩を圧砕する刃物

カッタヘッド
カッタ，スクレーパを取り付け
る

カッタヘッド
支持ベアリング

カッタヘッドを支える

カッタヘッド
駆動装置

カッタヘッドを回転させる

スラストジャッキ 推進力を発生させる

メインビーム胴体部 反力支持に対し，伸縮させる

掘削反力
支持部

グリッパ
坑壁に押し付け掘削反力を確保
する

スクレーパ ズリをすくい込む

ベルトコンベヤ ズリを搬送する

動力源部
油圧ユニット
電気機器

動力を発生させ，制御する

駆動部

推進部

ズリ搬出部

掘削部
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出典:清水建設㈱提供 

 

 

シールド型ＴＢＭは、昭和 60 年代には我が国で改良された本体構造を完全にシ

ェルで覆った日本独自の「シールド型ＴＢＭ」が開発された。このタイプは、伸

縮が可能な複動構造とするとともに、主推進ジャッキ（スラストジャッキ）の他

に補助推進ジャッキ（シールドジャッキ）を装備している（図 2.2.4）。この機能

により、ＴＢＭ適用地質の拡大が図られた。一方、欧米では押して回すだけのシ

ンプル性を重んじ、また、地質の均一性もあり、オープン型ＴＢＭの単動構造が

多く採用されている。表 2.2.2 にＴＢＭ型式別構造比較表を示す。 

図 2.2.3 改良オープン型ＴＢＭ1) 

ルーフサポート 

ルーフサポート 

メイングリッパ カッタヘッド スラストジャッキ リヤサポート 
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図 2.2.4 シールド型ＴＢＭ1) 

カッタヘッド 

ディスクカッタ 

掘削部 駆動部 推進部 掘削反力支持部 
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2.2.3 ＴＢＭの岩盤破砕のメカニズム 

ディスクカッタ（以下、カッタと呼ぶ）はＴＢＭに装着された岩を圧砕する刃

物の総称で、その岩盤破砕のメカニズムは、図 2.2.5 に示すように各カッタが同

心円状に転動しながら推進力（押付力）と旋回力（トルク）を受けて溝が掘られ

ることにより、溝がある深さに達すると、カッタ間に亀裂が進展し隣接剥離破砕

が生じることである（以下、溝掘りと呼ぶ）。福井ら 2)は、「カッタ間隔の隣接剥

離破砕は、カッタの間隔と貫入量に関係するが、カッタの 1 回の回転で常に生じ

るのではなく、貫入量がある深さに達した時点で生じる」と述べている。 

これに対してカッタヘッドの中心部にあるセンターカッタは、谷本ら 3)による

とカッタの内外周軌跡差により溝の幅が広がるような掘削形状（以下、幅掘りと

ＴＢＭ型式

項目 オープン型ＴＢＭ 改良オープン型ＴＢＭ

存在しない

駆動部の保護カバーに存在
する。(ルーフサポート)

フラット型

ドーム型

外取付け方式

内取付け方式

シールドジャッキ シールドジャッキ

方向制御
(スラストジャッキ、方向
制御ジャッキ、フロント
ジャッキ)による制御

急曲線施工
胴体接合部の中折れ構造に
よりＴＢＭ本体が屈曲する
ため可能

本体排土方式
ベルトコンベヤ
スクリューコンベヤ
ジェットポンプ

支保作業位置
ライナ以外の支保がルーフ
サポート部で可能
(メイングリッパ前方)

ライナを含めた支保がテー
ルシェル部で可能
(メイングリッパ前方)

ライナを含めた支保がテー
ルシェル部で可能
(メイングリッパ後方)

掘削径の変更
カッタヘッド、グリッパ等
の改造により可能

カッタヘッド、グリッパ等
に加え、シェル部の改造が
必要でやや困難

シェル構造なので基本的に
は不可

真直ぐなメインビーム構造のためＴＢＭ本体が屈曲せ
ずやや困難

ベルトコンベヤ

グリッパ形式 シールド内蔵型開放型(シングルグリッパｏｒダブルグリッパ)

メインビーム制御

カッタ取付け 内取付け方式 内取付け方式

スラストジャッキ
＋

メイングリッパ

スラストジャッキ
＋

メイングリッパ

スラストジャッキ
＋

メイングリッパ
推進方式

シールド型ＴＢＭ
オープン型ＴＢＭ

本体(外殻)
ライナが組立られる長さで
存在する

機長全長に渡り存在する
ＴＢＭ本体構造物であり、
複数の胴体から構成されて
いる

ドーム型 ドーム型カッタヘッド

表 2.2.2 ＴＢＭ型式別構造比較表 1) 
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呼ぶ）になり、削り取られるような掘削となる。図 2.2.6 は、実機の同心円状に

掘削された状況を示すもので、カッタ間の溝掘りによる隣接剥離破砕が行われて

いるのが分かる。 

掘削ズリの性状は、地山の亀裂状態や岩種によって異なるが、岩盤が硬くなる

ほど剥離岩片が薄くなる。一方、地山に亀裂の多い場合は、角ブロック状の岩片

が多くなる。この場合の岩片の大きさは、地山の亀裂の状況によって異なり、10cm

から数 10cm の大きさになることもある。風化の進んだ地山では、細粒分が増加し

剥離岩片は減少する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5 カッタの溝掘り・隣接剥離破砕 

図 2.2.6  

実機によるカッタ間の

隣接剥離破砕状況 4) 

ディスク
岩 片

カッタ間隔

粉砕岩石粒亀裂溝 
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2.2.4 カッタの種類 

カッタの種類は、図2.2.7に示すように取り付ける位置により中心部から、セン

ターカッタ、フェースカッタおよび外周部の外ゲージカッタから構成されている。 

フェースカッタは、切羽面に垂直に配置され最も個数の多いカッタで、この配

置間隔が岩盤を破砕する設計の基準となる。これに対して、外ゲージカッタは最

外周側に配置され、掘進時にカッタヘッドが岩盤に当たらないように傾斜し突き

出して配置される。センターカッタは、図2.2.8に示すように狭い中心部に配置さ

れることから数個を連結した構造となる 

また、実機ではすべてのカッタでカッタヘッドが岩盤に接触しないように 50mm

程度突き出した形で配置される。そのため、カッタが 15mm 程度摩耗するとカッタ

リングだけを交換し、ベアリングなど全体の交換は、取り付け位置でも異なるが、

カッタリング 3～4 回に対して 1 回の割合を目安に行われている。カッタの内部構

造を図 2.2.9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.7 カッタの種類 

Groove excavation and 

cracking,splitting, 

and crushing by disk 

cutters 

フェースカッタ 

外ゲージカッタ

センターカッタ

フェースカッタ

図 2.2.8 センターカッタ

の連結配置 

センターカッタ 

Connection 

arrangement of 

Center cutter 
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図 2.2.9  カッタの内部構造 1) 

Internal structure of disc cutter 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カッタの刃先形状は、一般的に多く採用されている平型カッタ、先端を鋭角に

したくさび型である(表 2.2.3)。カッタリングの材質には、ＳＮＣＭ(ニッケル、

クロム、モリブデン鋼)のほか、耐摩耗用特殊カッタ(工具鋼系)などが使用されて

いる。なお、カッタリング表面の硬度は、ＳＮＣＭでＨＲＣ54～58、工具鋼系で

56～62 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カッタ種類 形　状 特　徴

平型カッタ

カッタ新品時から摩耗
交換時まで一定した刃
先幅(貫入幅)を保つこ
とができる．多くの岩種
で使用される．

くさび型
カッタA

亀裂の少ない硬岩や玉
石混在岩などで使用さ
れることがある．初期の
切込性は良いが摩耗
が早い．

くさび型
カッタB

石灰岩や泥岩など摩耗
の非常に少ない堆積岩
が続く場合などに使用
されることがある．

カッタリング 

カッタボディ 

表 2.2.3 カッタリング形状の比較 1) 
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図 2.2.10 カッタ間隔と岩盤の破砕形態 1) 

Connection arrangement of Center cutter 

2.2.5 カッタの作用負荷 

カッタへの作用負荷は、フェースカッタでは垂直荷重だけの負荷になるが、カ

ッタヘッドの外周に近づくにつれて転動距離が長くなるため、摩耗量が増大する。

センターカッタは、他のカッタより転動距離では短くなるが、中心付近で回転す

るため、カッタの刃に大きなねじりモーメントが作用することが指摘されている

5), 6)。最外周部に取り付けられる外ゲージカッタは、龔ら 7), 8)によると他のカッ

タと作用外力の方向が異なること、二次破砕を受ける部位であること、および取

付け半径が大きいため転動距離が長いことなど摩耗量が増大することが指摘され

ている。 

カッタピッチの設定は、ＴＢＭの性能と施工コストの上で重要となり、狭すぎ

るとカッタ装着数が増加し、イニシャルコストとカッタ消費量が増加し施工コス

トの増大や稼働率の低下を招くことになる。また、逆に広過ぎると、隣接剥離破

砕が起きにくくなり掘削効率の極端な低下や過大荷重によるカッタベアリングの

破損に繋がる。図 2.2.10 にカッタ間隔と岩盤の破砕形態を示す。 

カッタヘッド回転速度は、ＴＢＭの

掘進性能を決定する重要なファクタの

一つで、カッタヘッド回転速度は最外

周カッタの許容回転速度、カッタヘッ

ド駆動部シールの許容周速、カッタヘ

ッドバケットのズリ取り込み排出能力、

カッタヘッドの振動などを考慮して設

定する。このうち、カッタの許容周速

は内部ベアリング寿命や発熱の影響な

どを考慮して決められる。カッタサイ

ズごとの標準仕様は、表 2.2.4 に示す

ようにカッタ内部のベアリングやシー

ルの耐久度などから許容荷重、許容周

速などが設定されている 1)。 
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2.2.6 ＴＢＭの純掘進速度、カッタ寿命 

 1) 純掘進速度 

純掘進速度は、カッタ貫入量を用いて式（2.1）で表わされる。 

 Vh=Pe×N×(60/100)--------(2.1) 

  Vh:純掘進速度 (m/h) 

    Pe:カッタ貫入量 (cm/回) 

    N :カッタヘッド回転数  (回/min) 

この式により純掘進速度は、カッタ貫入量とカッタヘッド回転速度に比例する

ことと、カッタ仕様はＴＢＭの掘進速度に直接影響する重要な要素であることが

分かる。施工実績をまとめた例として、図 2.2.12 に圧縮強度と純掘進速度の関係、

図 2.2.13 に岩盤等級別の純掘削速度をそれぞれ示す 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カッタサイズ
(カッタリング外径)

12インチ
(305mm)

15.5インチ
(394mm)

17インチ
(432mm)

19インチ
(483mm)

カッタ荷重 (kN) 125 176 216 314

許容周速 (m/min) 75 130 150 180

カッタピッチ (mm)
(フェースカッタ)

65～75 75～85 80～90 90～100

表 2.2.4 カッタサイズ毎の標準仕様 1) 

図 2.2.13 純掘進速度実績と岩盤等級の関係 図 2.2.12 純掘進速度実績と圧縮強度の関係 
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 2) カッタ寿命 

 ＴＢＭは、摩耗や破損により消耗したカッタ（カッタリング、カッタボディ）

を適宜交換しながら掘進する機構であり、カッタ寿命（カッタを交換するまでの

寿命）がＴＢＭ施工費の中で大きなウエイトを占める。それは、カッタ寿命が短

いとカッタ交換回数が増え、稼働率の低下に繋がり、掘進速度にも影響を及ぼす

ことになる。 

 カッタ消費量の求め方は、等級別純掘進速度の推定方法から 1 回転当たりのカ

ッタ貫入量を求め、純掘進速度（m/h）、カッタリングの摩耗限界転送距離（カッ

タ寿命）（km）よりカッタ消費量（m3/個）を求める。カッタ貫入量、カッタ寿命

の推定方法は、国内外の研究機関、メーカで異なっており統一されたものはなく、

その一例を表 2.2.5 に示す 1)。 

カッタの交換は、一つのカッタが機能しなくなると周辺カッタに負担がかかる

ため、カッタリングなどの摩耗量を定期的に測定し管理する必要がある。交換す

る摩耗量の目安として、概ね 10～15mm の摩耗で交換するのが一般的である。15

～17 インチのカッタで使用するカッタリングの交換基準摩耗量の参考値を表

2.2.6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

表 2.2.5 カッタ消費量の設定例 

配置位置 基準値(mm) 許容値(mm)

センターカッタ 15 ±3

フェースカッタ 15 ±3

ゲージカッタ 10 -3

表 2.2.6 カッタリング交換基準の摩耗量 

等級
カッタ寿命
（km）

貫入量
(㎜/rev）

純掘進速度
（m/h）

カッタ消費量

（m
3
/個）

Ｂ 400 4 2.2 120

Ｃ 400 6 3.2 180

Ｄ 700 10 5.4 500
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2.3 ＴＢＭの機能および掘削実験における既往研究 

 

 ＴＢＭにおける岩石掘削に関する研究は、最近ではＴＢＭの施工が減少してい

ることもあり少なくなっている。多くは、官民によって 1970 年頃から 2000 年頃

に多くの成果が発表されている。本研究と関係する機能や掘削実験における既往

研究について、掘削実験機、貫入量、ゲージカッタ、センターカッタ、比エネル

ギおよびカッタ摩耗量など分けて概説する。 

 

2.3.1 掘削実験機の研究 

(1) 高岡ら「ロータリーカッタによる岩石破砕に関する研究」9) 

  この研究の実験装置は、実現場とは逆にディスクカッタが移動せず岩石の方が

移動する。ディスクカッタへの押付力は、圧縮空気により供試岩石面上に押し付

けられる。台上に固定された供試岩石は、減速電動機により送りネジを回転する

ことで所定の速度で移動する。この動作で、岩石表面にディスクカッタによる破

砕溝が作成される。図 2.3.1 に実験装置、ディスクカッタの略図を示す。 

 実験目的は、ディスクカッタによる岩石破砕の基礎実験として、単一のディス

クカッタにより岩石面上に直線状の破砕部を作成する実験を行い、岩石の破砕抵

抗、カッタとの摩擦力および岩石破砕部の形状等を計測するために実験された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.3.1 実験装置、ディスクカッタの略図 
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(2) 西松ら「ローラカッタによる岩石掘削に関する研究」10) 

 岩石掘削実験は、従来からディスクカッタ（ローラカッタ）を直線的に移動さ

せる装置が用いられていた。この装置は、図 2.3.2 にその主要部分を示すように

カッタを固定して、試料岩石を回転させる形式のものを用いた。使用したディス

クカッタは、図 2.3.3 にその形状・寸法を示すとおりである。 

目的は、実際のトンネル掘進機の場合と同様にリング状の掘削溝を掘削する（回

転掘削）場合について、単一のディスクカッタを用いて、その掘削抵抗や比エネ

ルギに推力や回転半径がどのような影響を及ぼすかを明らかにするために実験が

行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 西岳 茂「岩盤中におけるディスクカッタへ

の作用負荷の研究」5) 

 この掘削装置は、図 2.3.4 に示すようにディス

クカッタを回転させ、モルタル供試体を固定する

方式を取っている。実験の目的は、実際のセンタ

ーカッタでは 2 個、3 個と連結して使用されてい

るので、それらの特質も比較分析し、岩盤との力

の相互作用を明確にするために行われた。 

図 2.3.5 に実験状況を示す。 

図 2.3.2 実験装置と模式図 図 2.3.3 ディスクカッタφ100mm 形状 

図 2.3.4 実験装置 
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(4) 室ら「ＴＢＭセンターカッタの定常掘削特性に及ぼすビット斜角の影響」11) 

 本装置は、疑似軟岩供試体としてセメントモルタルを製作し、その上を一定の

掘削深さでセンターカッタビットが回転して移動できるような回転式定常掘削試

験機を製作した（図 2.3.6）。この試験機は、高さ 1,550mm、幅 700mm、奥行 700mm

で中央部分に供試体を固定したターンテーブルを回転させる電動モータ付き減速

機が下部に設置されている。押付力は、上部に設置した 300mm のハンドルを回転

させて、ディスクカッタビットをモルタル供試体に所定の深さまで貫入させる。

なお、カッタ形状はφ100mm で製作している。 

 この実験は、ディスクカッタの岩盤への貫入量の関係、水平荷重であるせん断

力と水平荷重および貫入量との関係を明らかにするために行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5 2 枚刃、3 枚刃の実験状況 

図 2.3.6 回転式 

定常掘削試験機 
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2.3.2 貫入量の研究 

(1) 西松ら「ローラカッタによる岩石掘削に関する研究」10) 

 リング状の掘削溝を掘削する（回転掘削）実験によって、同一の掘削溝を何回

も繰り返して掘削する場合の貫入量Δdと掘削抵抗Pxの変化を測定した。図2.3.7

に示すとおり、1 回転ごとの貫入量の増分は回転数の増加とともに増加し続ける

ことが分かる。これに対して、掘削抵抗は 2 回目以後急激に減少し、4 回目以後

はほぼ一定値を取ることが分かる。このことにより、掘進機の設計に際しては、

カッタ間隔を適当に選んで、毎回あるいは 2～3 回の圧入によって、隣り合った掘

削溝が連結して、新しい自由面が形成されるようにすることが重要であることを

実験で明らかにした。 

(2) 福井ら「ＴＢＭの仕様と掘削抵抗の関連について」2) 

 カッタ間隔と貫入量の関係について、カッタ間隔を大きく取りすぎると何度か

同じ場所を通過した後、やっと隣接溝と連結するので、能率が悪く掘進速度が減

少してしまう。逆に、カッタ間隔が小さい場合には、隣接溝との連結は、一度カ

ッタが通過すると直ちに生じるが、隣接溝との間隔が短いので能率が悪い。その

ため、カッタ間隔には適当な範囲が存在すると指摘されている。また、一度のカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.3.7 繰り返し掘削の効果（回転半径 8cm） 
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ッタ（カッタヘッド 1 回転）の通過では隣接溝との連結が生じることはまれであ

る。そのことは、カッタ数を減らしてカッタ間隔を大きくした方が、ＴＢＭの推

力を小さくできることになる。また、岩盤強度 100MPa の切羽に各カッタ許容最大

荷重で貫入したとき、カッタ径の小さい方が大きい貫入量になることが分かる（図

2.3.8）。 

 

2.3.3 ゲージカッタの研究 

(1) 龔ら「ＴＢＭゲージカッタに作用する切削抵抗の抑制方法について」7), 8) 

カッタヘッド周縁部に取り付けられるゲージカッタは、掘進面に立てた垂直面

に対し、刃先円周を含む面が角度 α だけ傾斜して圧入される（図 2.3.9）。 

 ゲージカッタや外周部の傾斜

カッタは、推力、回転力、横方

向力がセンターカッタやフェー

スカッタに比べて大きくなり、

さらに推力軸まわりに力のモー

メント作用を受けることになる。 

 ゲージカッタの寿命は、ディ

スクの摩耗、破損か、あるいは

軸受の破損のいずれかによる。 図 2.3.9 フェースカッタ(a)、ゲージカッタ(b) 

図 2.3.8 カッタ径と貫入量の関係 
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構造上からは、中央部のスラスト軸受が破損する可能性が高い。寿命を延伸する

ためには、軸受のボールベアリングの負担を軽減することが有効であることを実

験で明らかにした。 

(2) Francisco J,M.「Hard Rock Tunnel Boring Performance Predictions and Cutter Life 

Assessments」12) 

 実現場のデータから、センターカッタとゲージカッタおよびフェースカッタの

寿命を調査した。図 2.3.10 は、横軸に相対カッタ位置、縦軸に相対カッタ寿命を

表わしている。その結果から、作用負荷の大きいセンターカッタとゲージカッタ

は、フェースカッタよりも寿命が短いことを現場実績から明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.4 センターカッタの研究 

(1) 谷本ら「ＴＢＭ施工におけるディスクカッタの摩耗と岩石の物性に関する研

究」3) 

 実現場のカッタの摩耗量の調査から、センターカッタにおいて一部が破損して、

偏摩耗が生じたために平均摩耗量の 4 倍以上になり、交換基準値に達せずに交換

図 2.3.10 実現場の TBM 別のカッタ交換曲線(カッタの寿命実績) 

 

フェースカッタ 

ゲージカッタ 

センターカッタ 
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が強いられていた。その理由として、図 2.3.11 にカッタの回転半径と軌跡幅の関

係を示すように、回転半径が小さいカッタほど軌跡幅が大きくなり、貫入量が大

きいほど顕著になることを明らかにした。実現場のＴＢＭ施工においては、回転

半径が小さいほど軌跡幅が大きくなり、中心部ほどカッタに大きな半径方向の負

荷がかかると考えられ、硬質な地山を掘進する際にはカッタの欠けが多く生じる

と推察される。 

 なお、軌跡幅とはカッタの軌道による内外周の軌跡差による削り幅を言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 西岳 茂「岩盤中におけるディスクカッタへの作用負荷の研究」5) 

 ディスクカッタは、 取り付け半径により、寿命が大幅に異なることが知られて

いる。特にＴＢＭ中心部に装備されるディスクカッタは、異なった荷重が作用し、 

寿命低下の要因となっている。研究では、ディスクカッタの取り付け位置による

作用荷重の解明と、ディスクカッタの構造の最適化を目的として実験が行われた。 

実験では、 疑似岩盤により実験条件の統一性を計り、ディスクカッタへの作用力

図 2.3.11 カッタの回転半径と軌跡幅の関係 
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を解明した。また、独立回転ディスクカッタは、3枚刃一体回転構造に対して、掘

削効率面での優位性がある

ことを解明した。 

各切り込み（貫入量）条

件値に対応する, 各種計測

値の結果を以下に示す. 

＜切込とトルクの関係（図

2.3.12）＞ 

・岩盤の圧縮強度が高い方

がトルクも大きい 

・回転半径にトルクは依存

しない 

＜切り込みとねじりモーメ

ントの関係（図2.3.13）＞ 

・岩盤の圧縮強度が高い方

がねじりモーメントが大き

い 

・回転半径が小さい方がね

じりモーメントが大きい 

＜切り込みと押付力の関係（図2.3.14）＞ 

・岩盤の圧縮強度が高い方が押

付力が大きい 

・切り込みが大きくなっても押

付力は一定以上増大しない.  

・回転半径に押付力は依存し

ない 

 

 

 

図 2.3.12 3 枚刃における切り込みとトルクの関係 

図 2.3.13 3 枚刃における切り込みとねじり 

モーメントの関係 

図 2.3.14 3 枚刃における切り込みと押付力の関係 
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(4) 西松ら「ローラカッタによる岩石掘削に関する研究」10) 

 実現場のトンネル掘進機の場合と

同様に,リング状の掘削溝を掘削する

(回転掘削)場合について,単一のロー

ラカッタ（ディスクカッタ）を用いて,

その掘削抵抗や比エネルギに推力や

回転半径がどのような影響をおよぼ

すかを明らかにするために実験を行

った。 

図 2.3.14 は、掘削溝断面積に及ぼ

す回転半径の影響を示したものであ

る。これから、回転半径の増加とと

もに、掘削溝断面積が減少する

ことが分かる。軌跡幅は、回転

半径が大きくなると狭くなることを明らかにした。 

 

2.3.5 比エネルギの研究 

(1)  城間ら「ＴＢＭ機械データを用いた支保パターン選定に関する一考察」13) 

 計 5 つのＴＢＭトンネル（清水第三・富士川・栗東・城端・袴腰）のデータを

用いて、機械データすなわち比エネルギと支保パターンの相関性を調べ、比エネ

ルギを用いた支保パターン選定方法の技術的可能性と標準化のための課題を検討

した。 

 比エネルギとは式（2.2）に示すように、掘削に要する総エネルギを掘削体積で

除したもので定義される。総エネルギは、カッターフェイスを岩盤に押さえつけ

るスラスト系エネルギとカッターフェイスを回転させる回転系エネルギを加算し

たものである。 

掘削体積比エネルギ（Et）= 総エネルギ（スラスト系＋回転系）/掘削体積 

                       =（F･V･S＋T･N･S）/（A･V･S）  -----------------(2.2) 

（F:スラスト推進力、V:掘進速度、S:掘削時間、T:トルク、N:回転速度、A:掘削

断面積） 

図 2.3.14 掘削溝断面積に及ぼす回転半径の影響 
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図 2.3.15 は、5 現場の地山分類と比エネルギの関係を現わしたもので、トンネ

ルを横断的に見ると、地山等級が同等でも比エネルギおよび支保パターンが各ト

ンネルでかなり異なっている。たとえば、同じ CⅠ分類でも、比エネルギは 16～

43MJ/㎥までの範囲を示している。この結果より、現時点では比エネルギによる標

準地山分類、標準支保パターンを決めるのは困難なことが分かる。 

(2) 水上ら「掘削エネルギ解析システムを用いたＴＢＭ掘削」14) 

ＴＢＭでは切羽面が目視できないことなどから、低強度地山に遭遇すると判断

が遅れるなどで長期間の掘進停止による最大の利点である高速施工ができなくな

る問題が生じている。そのため、掘削後速やかに支保することで地山を安定させ

るために、早期に、より適切な支保パターンの選定手法を確立することを目的に、

比エネルギと地山評価との相関性について検討した。 

 比エネルギの値は、以下の式より算出する。 

  E={(F-F0)×L＋2π×(T-T0)×N}/V 

   E:掘削体積比エネルギ(MJ/㎥) 

   F:スラスト推力(N) 

      F0:スラスト推力の初期値(N) 

      T:カッタトルク(N･m) 

      T0:カッタトルクの初期値(N･m) 

   N:カッタヘッドの回転数 

   N:1 分当たりの回転数(rpm) 

図 2.3.15 地山分類と比エネルギ 
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V:掘削体積(㎥) 

   L:1 ストローク当たりの掘進長(m) 

表 2.3.1 は、比エネルギと支保パターンの関係を示し、地山評価の判別率は度

数が 100%に近いほど信頼度が高くなり、度数が 50%以下となった場合には信頼性

が無いことになる。今後は、判別の一つの指標とするには、他のデータとの組み

合わせることにより十分有効と考えられる。また、どの程度の判別率であれば正

確な判定ができるか、十分な検討が必要であると思われる。 

 

2.3.6 カッタ摩耗量の研究 

(1) 小泉ら「ＴＢＭ施工におけるディスクカッタの摩耗と二次破砕」15) 

 ディスクカッタの過剰摩耗は、新規カッタの購入および交換を必要とするため、

施工全体の工費および工程に重大な影響を及ぼすことから、掘削対象となる地山

の岩石物性を室内で試験し、地質調査段階において、ＴＢＭ施工におけるディス

クカッタの摩耗量を適切に予測することを目的とした研究が数多くなされてきた。 

 我が国では、三沢ら 16)により岩石の石英含有率、土木学会岩盤力学委員会によ

り岩石の引張強度、石英含有率、岩盤に内在する亀裂、岩種の差異がディスクカ

ッタの摩耗に影響を及ぼすことを示した。 

 海外では、主だったものとして、Cerchar 摩耗能指数（CAI）、摩耗能指数（F value）、

トータルハードネス（Total Hardness）、カッターライフ指数（CLI）、修正摩耗能

指数（Modified F value）が挙げられる。各指標の概要を表 2.3.2 に示す。 

 

 

 

 

表 2.3.1 比エネルギと支保パターンの関係 
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 本研究は、ＴＢＭ施工におけるディスクカッタの総摩耗量を、一次破砕摩耗と

切羽とカッタヘッドの間にたまった掘削ズリの再破砕を意味する二次破砕摩耗と

の総和として考え、一次破砕摩耗量および二次破砕摩耗率（二次破砕に起因する

摩耗量が総摩耗量に占める割合）なる指標を新たに提案した。 

表 2.3.3 に示すように、4 つの施工事例で提案した 2 つ指標を適用した結果、

二次破砕がディスクカッタの摩耗に大きく影響を及ぼすことを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.2 ディスクカッタの消費量の予測のために提案された指標 

 

表 2.3.3 分析対象とした 13 区間の岩種、主な実施支保区分、二次破砕摩耗率 
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(2) 西澤ら「ディスクカッタの摩耗特性と寿命向上法」6) 

 ＴＢＭに用いられるディスクカッタの寿命向上を目的として、実機における摩

耗特性の解明、摩耗モデルの構築ならびに寿命向上策の提案を行った。実機のデ

ィスクカッタ摩耗調査より、カッタヘッド上の軌道半径によってディスクカッタ

の寿命は大きく異なり、内周部のカッタは極端に寿命が短くなることが明らかと

なった。またカッタは必ずしも左右対称には摩耗せず、その摩耗形態は軌道半径

によって異なることも判明した。 

図2.3.16は、その実機でのカッタ軌道半径と単位摩耗量当たりの転送距離の関

係を求めた結果を示したものである。Ａ、Ｂ両現場とも、カッタヘッド中ほどよ

り内側（最大掘削半径の約60%以下）のカッタについては、滑りに基づく計算値と

実測データとはよく一致しており、カッタの摩耗がカッタと岩石との間の相対的

な滑りを主要因として生じているという考えを支持している。 

 一方外周側のカッタでは、計算値は外周へいくほど大きくなっているのに対し

て、実際の寿命は逆に減少しており、計算値と実測値とが逆の傾向を示している。

その要因として、外周部へいくほどカッタ摩耗の主要因が滑りからズリの二次破

砕に移行しているものと考えられる。 

 また、内周部のディスクカッタの摩耗は、すべりに起因している可能性が高い

ため、図2.3.17に示すように、カッタヘッド上でのディスクカッタ中心軸取付位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.16 軌道半径と単位摩耗量当たりの転動距離の測定値と計算値の比較 

 



50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置を、そのカッタ刃先を含む平面内で進行方向後方に平行にずらす(オフセットす

る)寿命向上策を試算した。Ａ、Ｂ現場において,オフセットした場合の単位摩耗

量当たりの転走距離、すなわち寿命は,オフセットしない場合より大きくなってお

り,オフセットが寿命向上に有効であることを明らかにした。 

(3) 福井ら「飛騨トンネル本坑におけるＴＢＭのディスクカッタの摩耗に関する

研究」17) 

 ディスクカッタの摩耗は、カッタ外縁が掘削に伴い徐々に摩耗していく通常摩

耗の他に、部分的に摩耗して使用不能となる偏摩耗、割れや欠けによる破損およ

びハブの損傷などがある。 

 研究では、ＴＢＭのカッタヘッド回転数などの運転操作状況や岩盤強度と、カ

ッタ摩耗量との関係について検討し、同一岩種における摩耗量は、岩盤強度やカ

ッタヘッド回転数（掘削長 1m 当たり）にほぼ比例することを示した。さらに、岩

石の摩耗能を測定するために旋削試験を実施し、岩盤強度やカッタヘッド回転数

に、旋削試験におけるチップ摩耗長を乗じることでカッタ摩耗量を推定できるこ

とを示した。 

飛騨トンネル本坑の実績データから、岩盤強度およびカッタ摩耗量と距離程の

関係について図 2.3.17 に示す。図では、最初 3mm から 5mm 程度であった摩耗量が

徐々に増加し、距離程 1,800m 付近では 20mm であった。濃飛流紋岩から花崗岩に

なると、2,000m 付近で摩耗量は急激に低下し、2,000m を過ぎると再度、摩耗量の

増加がみられた。2,800m 付近では摩耗量は 15mm であり、飛騨片麻岩に入っても

ほぼ同様であった。また、岩盤強度とカッタ摩耗量を比較すると、1,200m から 

図 2.3.17 カッタのオフセット位置 
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1,800m（濃飛流紋岩）および 2,000m から 2,700m（花崗斑岩）で岩盤強度が大き

くなると、カッタ摩耗量も増加している傾向がみられた。 

図 2.3.18 には、掘削長 100m ごとの平均カッタ摩耗量と岩盤強度の関係を示し

た。岩盤強度の増加に従い、カッタ摩耗量が増加している傾向がみられた。また、

花崗岩と飛騨片麻岩はほぼ同じような傾向がみられるが、濃飛流紋岩では岩盤強

度の割にカッタ摩耗量が多いことがわかる。 

図 2.3.19 は、岩盤強度の代わりに掘削長 1m 当たりのカッタヘッド回転数を示

した。岩盤強度と同様にカッタヘッド回転数の増加に伴い、カッタ摩耗量も増加

している傾向がみられた。式（2.3）から分かるように岩盤強度σc とカッタヘッ

ド回転数 R は比例に近い関係があるためである。 

   σc = αFR  (2.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図 2.3.17 岩盤強度およびカッ

タ摩耗量の距離程による変化 

図 2.3.18 岩盤強度およびカッタ摩耗量の関係 
図 2.3.19 カッタヘッド回転数と 

カッタ摩耗量の関係 
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表 2.3.4 は、3 資料の力学試験および旋削試験結果を示す。濃飛流紋岩では、

試料番号 1<3<2 の順にチップ摩耗長が大きくなった。薄片による観察では、試料

番号 4 に比べ 5 のチップ摩耗長が大きかった。石英は 17.9%と 20.5%の違いである

が、斜長石が多く見られることも関係している可能性が考えられる。飛騨片麻岩

では試料番号 8 の黒色に比べて、試料番号 6 の白色および 7 の灰色の方がチップ

摩耗長は大きくなった。チップ摩耗長の平均値は、濃飛流紋岩は 0.73mm、花崗岩

は 0.46mm、飛騨片麻岩では 0.59mm となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.7 ＴＢＭの施工管理の研究 

(1) 秦野ら「ＴＢＭ工法によるトンネル掘削の施工実績と岩盤分類指標との関係

掘削実績とＲＭＲを用いた数量化Ⅰ類の適用の試み」18) 

 岩盤性状を現す岩盤分類の指標とＴＢＭ掘削の関係を明らかにするため、トン

ネル掘削時に記録されたデータからＲＭＲ（Rock Mass Rating）の分類パラメー

ターの評点（Rating）を算出し、それらを用いて運転・施工実績との関係につい

て分析を行った。ＴＢＭ工法の運転・施工実績には、スラスト推力、ヘッドトル

ク、掘進速度の三種で代表されると考えられる量的データが得られることから、

ＲＭＲ による分類パラメーター毎の質的データとの関係を数量化Ⅰ類の手法に

より分析した。 

表 2.3.4 力学試験および旋削試験結果 
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 分析では、ＴＢＭ掘削での量的データであるスラスト推力（kN）、ヘッドトル

ク（kN･m ）、日進（m/day）をそれぞれ目的変数として、質的データであるＲＭ

Ｒの各分類パラメーター区分および支保区分を説明変数とした。 

なお、支保区分は地山の安定性を示す指標としての位置づけで説明変数の一つ

とした。説明変数のアイテムは、ＲＭＲの分類パラメーターである①岩石強度、

②割れ目間隔、③割れ目状態、④地下水、⑤方向性、⑥ＲＭＲ評点合計による岩

盤区分および ⑦支保タイプの7 つとした。ただし、ＲＭＲの分類パラメーターの

ＲＱＤ（ボ－リング１ｍ区間毎の

10cm以上のコア長の総和）につい

ては、割れ目間隔と強い相関があ

るため、説明変数のアイテムとし

ては、割れ目間隔を代表とした。

これらアイテムとそのカテゴリ

ー区分けを表2.3.5に示した． 

その結果を、図2.3.20にＴＢＭ

掘削実績および岩盤分類を示す

とおり、付加体の地山にTBM 工法

を導入する場合、割れ目間隔、割

れ目状態、割れ目の方向性は、運

転・施工に強く影響する重要な指標であることが判明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.5 アイテムとカテゴリーの区分表 

図 2.3.20 ＴＢＭ掘削実績および岩盤分類（電発式、電研式、ＲＭＲ）の 

掘進方向における変化 
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(2) 谷本ら「ＴＢＭ掘削指数（ＴＥＩ）に基づくＴＢＭ施工管理基準の提案」19) 

ＴＢＭの総仕事量を、地山掘削に費やされた一次破砕仕事量とそれ以外の二次

破砕仕事量に区別することに基づいて、その掘削効率や施工管理の基準となる新

たな指標として、ＴＢＭ掘削指数（TBM Excavation Index、略してＴＥＩ ）を提

案した。ＴＥＩは、実際のＴＢＭ機械データに現れるトルクと推力の比をＧｐと

し、理論式より導かれるそれらの比ＧTで除して求める。 

    ＴＥＩ＝ ＧＰ／ＧＴ 

ＴＢＭの総仕事量がすべて一次破砕に費やされている場合、ＴＥＩは 1 に近い

値となり、逆に 1 から遠ざかるほど、切羽の崩落や周辺地山の変形により、二次

破砕仕事量が大きいことを示す。 

このＴＥＩを 2 つの施工事例に適用し、掘削効率や地山性状の評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.21 A トンネルにおける実施支保工、地山弾性波速度、純掘削量、摩耗量、ＴＥＩ、 

ＴＥＩの標準偏差、二次破砕率の推移 



55 

 

その結果、ディスクカッタの過剰摩耗が生じた事例や切羽の崩落が生じＴＢＭの

掘進が停止した事例において、ＴＥＩの標準偏差に着目することにより、地山状

況を把握することができ、その基準となる変動は 0.2 未満であれば過剰な摩耗の

発生が無いことを明らかにした。 

(3) 福井ら「ＴＢＭの掘削抵抗を利用した岩盤強度の推定」20) 

 福井らは、ＴＢＭの推力やトルクなどの掘削特性から切羽の岩盤強度を予測す

る方法について提案している。施工中のＴＢＭの推力、トルク、掘進速度などの

機械データと岩盤分類の関係についてはいくつかの報告がある。これらに示され

た結果では、定性的な傾向は一致しており、岩盤分類の評価が高いほど掘進速度

は減少し、一方推力は上昇している。これは,岩盤強度が大きいほどＴＢＭの掘削

抵抗が大きくなることを現わしている。このように、ＴＢＭの掘削抵抗は岩盤強

度と関連するものと考えられている。 

 岩盤強度は、ＴＢＭの推力とトルク、シュミットロックハンマ打撃値からそれ

ぞれ推定している。 

1) 推力と岩盤強度の関係 

σC = 2.5×10-2FN/V  σC :岩盤強度   FN:推力  V:掘進速度 

2) トルクと岩盤強度の関係 

 σC = 6.0×10-3TR/V
1.5    σC :岩盤強度   TR:トルク V:掘進速度 

3) シュミットロックハンマ打撃値と岩盤強度の関係 

シュミットロックハンマ打撃値Sと岩盤強度σC (MPa) との関係は必ずしも確立

されておらず、岩種や施工現場ごとに若干異なるが、ここでは次式を仮定して岩

盤強度を求める。 

Log (σC) = 1.65×10-2S+ 1.13   

σC : 岩盤強度   S : シュミットロックハンマ打撃値 

シュミットロックハンマ打撃値から換算した岩盤強度を、黒丸で図2.3.23に示

しており、岩盤強度は、825～875mの間で最大値（110MPa）、925mおよび950m付近

で最小値（25MPa）となる。なお900～925mでは岩盤が軟弱であったため、シュミ

ットロックハンマ打撃値は求められていない。図から分かるように掘削抵抗から

推定した岩盤強度とシュミットロックハンマから求めた岩盤強度は比較的よく一

致している。 
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表 2.4.1 地山現象によるトラブル対策事例 1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 ＴＢＭのトラブル対策事例 

 

実現場でのトラブル対策事例について、表 2.4.1 は、地山現象に対してその地

質要因を整理し、そのことで起きるＴＢＭに生じるトラブル現象とそのトラブル

対策事例について示す。表 2.4.2 は、地質的要因を詳細に分けて、具体的なトラ

ブル対策事例を示す。表 2.4.3 は、ＴＢＭの部位のトラブル要因を具体的に対策

事例で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.23 推力・トルクから求めた岩盤強度 

地山現象 地質要因 トラブル現象 トラブル対策工

肌落ち
崩落

・断層・破砕帯
・土砂化、砂礫粘土
・多亀裂地山

・掘削作業不可
・カッタヘッド回転不能
・グリッパ反力不足

・薬液注入
・フォアポーリング
・グリッパ反力壁の補強
・推進反力体の構築
・ｼｰﾙﾄﾞｼﾞｬｯｷ推進
・拡幅掘削
・迂回路(調査、水抜き、地山改良、迎堀)

地山の押出し
・粘土化
・膨張性地山

・カッタヘッド回転不能
・機体締付け
・グリッパ反力不足
・排土不能

・グリッパ反力壁の補強
・推進反力体の構築
・ｼｰﾙﾄﾞｼﾞｬｯｷ推進
・滑材注入
・拡幅掘削
・オーバーカット
・迂回路(調査、水抜き、地山改良、迎堀)

湧水
・高透水性・
高地下水位地山

・掘削作業不可
・排土不能
・電気系統故障

・薬液注入
・湧水処理
・水抜きﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ
・迂回路(調査、水抜き、地山改良、迎堀)

軟弱地盤層
・断層・破砕帯
・粘土化
・膨張性地山

・機体沈下
・グリッパ反力不足
・カッタヘッド回転不能

・薬液注入
・置換えｺﾝｸﾘｰﾄ
・グリッパ反力壁の補強
・推進反力体の構築
・ｼｰﾙﾄﾞｼﾞｬｯｷ推進
・カッタフェイススリット制限
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表 2.4.2 地質的要因によるトラブル対策事例 1) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 TBM形式 地質・湧水状況 発生箇所
トラブル

原因
トラブル
発生現象

対応策 処理日数

1
シールド
φ2.35m

花崗岩/中硬岩、軟岩
中硬岩より軟岩に変化した
箇所

後胴部 多亀裂
地山坑壁が強度不足で、グリッパ
反力が取れなくなり、推進不能に
陥る。

セグメントを組み、ロックボルト
により地山に固定し、反力を確保
した。

--

2
オープン
φ2.7m

堆積岩/砂岩・粘板岩
粘板岩、破砕帯、湧水伴う

後胴部
崩落
湧水

グリッパシューの接地面の坑壁が
崩壊し、グリッパによる反力がと
れない。

崩落部に吹付けを行い、コンク
リート反力壁を打設した。

6日

3
シールド
φ2.35m

花崗岩/中硬岩、軟岩
破砕質の地山

切羽 多亀裂
破砕質の地山に遭遇し、岩塊が
カッタヘッドの回転に合わせて動
くため掘進不能に陥る。

注入により破砕質地山を改良し
た。

13日/16
日/13日

4
オープン
φ2.7m

堆積岩/砂岩・粘板岩
崩落性の不良地山

切羽/前
胴部/後
胴部/マ
シン頂部
/マシン
側方

多亀裂

大きな空洞と、その中にあった大
小の礫(大きいものは直径が数
メートル)のため、カッタヘッド
が締めつけられたり、カッタヘッ
ドの前面に礫がはさまり、掘削不
能に陥る。

・マシン本体直上を注入により改
良し、吹付け、ロックボルトで切
羽を安定させた。
・バルクヘッドを構築し、セメン
トミルクの注入、充填を行った、
・後続台車を切り離して引出し、
ボーリングを行って注入を行っ
た。

3ヶ月

5
シールド
φ3.5m

緑灰色砂質凝灰岩
/半固結状態/湧水なし

切羽/後
胴部/マ
シン頂部

砂礫
粘土
崩落

・ズリ取り込み量非常に多くな
り、後胴部が締めつけられ、前後
進不能になった。

・カッタ上部の崩落個所に発泡ウ
レタンを充填した。
・後胴部が締めつけられたことか
ら、中胴から後胴にかけてTBMの
頂部、側方部を掘削し、フリック
ションカットを実施した。

15日

6
シールド
φ3.5m

流紋岩質凝灰岩で軟弱、水
を含むと粘土化/湧水は
湿っぽい程度/ズリ付着に
よるカッタ開口部の閉塞、
ディスクカッタの偏摩耗

前胴部/
後胴部/
マシン頂
部/マシ
ン側方/
マシン下

部

砂礫
粘土
膨圧

・軟岩中に硬岩の転石があるため
破砕されず、カッタが回転停止す
る。
・掘削完了後フロントグリップ反
力が不足し、後胴が引き込めなく
なった。

・滑材注入と反力受けを組み立
て、シールドジャッキによる後胴
盛替えを試みたが、反力受けが軽
微なため動かなかった。
・反力受けの補強したが、前後胴
部も動かなく、切拡げ掘削となっ
た。

8日

7
オープン
φ5.0m

黒雲母花崗岩/10条の断層
/3t/min程度の湧水
マサ化した風化花崗岩部

切羽 崩落
・切羽が自立せず崩落、進行とと
もに崩落が拡大、掘進不能となっ
た。

・空洞部にエアモルタル、前方に
薬液注入する。

52日

8
シールド
φ3.8m

灰色の泥岩、砂岩/凝灰岩
層への変わり目で、300～
400㍑/min集中湧水

切羽/マ
シン頂部

崩落
湧水

・前方天端部から崩落を伴い出水
(800㍑/min)
・崩落土砂を取込むと、次々に崩
落し、空洞を広げた。

・取込み量が多く、約40m3の土砂
を取込んだが、数cmの前進しかで
きなくなった。
・湧水に伴い土砂がTBM機内に流
入し、土砂の撤去作業が必要と
なった。

・テール部後方から水抜きボーリ
ング実施。
・滑材によるマシン保護。
・崩落空洞部にエアミルク注入。

15日

9
シールド
φ5.0m

20～80MPa程度の砂岩、泥
岩および互層/湧水は全体
では非常に少ない。
破砕が進んだ泥岩、切羽面
は自立しているが、TBMが
通過するまでに天端部が崩
落する。

前胴部/
後胴部/
マシン頂
部/マシ
ン側方/
マシン下

部

崩落

・オーバーカットした部分に、崩
落した土砂が堆積し、カーブ線形
がとれない。
・崩落した岩塊の処理が困難にな
る。
・フロントグリッパを延ばすこと
が、地山の崩壊を招き、後胴の引
き寄せが不可能となる。

・空洞部に吹付けコンクリート、
ファイバーモルタル。
・反力受けにスラブコンクリート
を実施。

5日

10
オープン
φ7.1m

黒色片岩と緑色片岩
岩級Dの黒色片岩が分布、
小断層によるクサビ型ブ
ロックがトンネルを横断。
掘削により湧水状態が変化
し、すべり面の粘着力を低
下させた。

前胴部/
後胴部/
マシン頂

部

小断層の
スベリ

・切羽より後方10m区間において
高さ10m程度の崩落が発生。
・TBM本体が完全に崩落ズリで埋
没。

・空洞部に発泡ミルク、LW注入。
・フォアパイリング実施。

31日

11
シールド
φ8.3m

堆積岩
新第三紀泥岩、200～300㍑
/minの湧水

切羽/
前胴部

粘土化/
土砂化/
多亀裂/
崩落/
湧水

・取込みズリ量が多くなりTBMの
前進が不可能になった。
・切羽は、3～4m程度洗掘されて
おり、若干の湧水がみられ、局所
的に脆弱層を確認した。
・切羽前方天端でも所々に空洞が
確認されたため、TBM内から上半
120°にフォアポーリングによる
ウレタン注入を実施し再度掘進を
試みた。
・前面の堆積土の抵抗と周辺地山
の摩擦抵抗により前進できず、さ
らにカッタの回転により天端から
の崩落が多くなる状況でマシンを
停止した。

・TBM直上の地表部から約65mの深
さから、TBM直上および切羽前方
の上部にLW、CBを注入した。
・TBM内側から追加のウレタン注
入を行い、切羽前方上部とTBM前
胴部上部の地山を強化した。

22日

全断面ＴＢＭのトラブル対策事例
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番
号

トラブル発生個所 トラブル現象 トラブル原因 トラブル対策 処理日数

1 カッタ偏摩耗
センタカッタ部に破砕された
ズリが堆積し、カッタリング
が回転しなくなった

カッタ外側に放水するノズル
を追加設置し、掘進時に常時
センタカッタ部に堆積するズ
リを洗い流した

10日

2 カッタ偏摩耗
粘性土がディスクカッタベア
リング部に侵入し破損、カッ
タリングが回転しなくなった

特に対策せず
(カッタ交換)

不明

3 カッタ損傷・割れ ------ カッタ・ボディの交換 不明

4
面板扉部にクラック

破損
強度不足 補強溶接の実施 3日

5 カッタヘッド停止
スタレーバが脱落し、カッタ
ヘッドのメインベアリング
シール部に噛みこんだ

ベアリング部、シール部の修
理

15日

6 減速機破損 強度不足
3台のうち1台が破損したため
残りの2台で掘進し、代替現
場到着後交換

7日

7 ベアリング破損 クラッチ側シールの耐熱不足
NO.1カッタモータを取り外
し、分解修理後に再組立

13日

8
メインベアリング

故障
メインベアリング内周土砂
シール部から土砂侵入

マシンを後退させ、作業ス
ペース確保の上、オイルシー
ル交線、ベアリングギア修理

20日

9 電動機破損
湧水によりカッタ駆動モータ
絶縁不良が発生し、NO.1およ
びNO.3モータ焼損

リード線グランド部強化、
モータ本体にエアプリーザ設
置

26日

10 減速機破損 軸受ケース破損

メインギア交換カッタ駆動用
減速機改造(ケーシング)強度
増、モータ取付板と減速機取
付板を一体化、回り止めキー
追加)

不明

11 排土装置
液体輸送での閉塞
および管路破損

許容範囲外の大きさ岩塊の取
り込み

排泥管、スラリポンプインペ
ラ、クラッシャの歯など修
理・部品交換

不明

12 スラストジャッキ
後胴引き寄せ時に、
スラストジャッキ

固定部破損

機内のテレスコピット部下部
にベルコンからこぼれたズリ
が溜り、スラストジャッキの
動きを拘束した

スラストジャッキを工場へ運
搬し修理後、再取付

8日

13 グリッパ部
グリッパシュー

破損

崩壊岩がシューと坑壁の間で
挟まり、シュー部に異常荷重
が作用した

グリッパ両側の坑壁を人力で
拡幅して作業スペースを確保
し、修理

19日

14 その他
スキンプレート

変形

テレスコピックシールドと地
山の間に崩落した岩片が噛み
込み、前進につれてスキンプ
レートが変形した

変形断面を溶断し、噛み込ん
だ岩を小割にして撤去。別途
用意したスキンプレートを溶
接し補修

不明

カッタヘッド
駆動部

カッタヘッド
駆動部

カッタ

カッタヘッド

全断面ＴＢＭのトラブル対策事例
表 2.4.3 機械的要因によるトラブル対策事例 1) 
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2.5 ＴＢＭの課題 

 

 ＴＢＭは、ＮＡＴＭより早くから導入されてきたが欧米に比べて普及が進まな

い理由として、日本は地質が複雑で断続的に低強度地山が出現することが多く、

掘進がたびたび困難になることもあり、ＴＢＭ本来の高速施工の利点を活かし切

れないことが要因の一つとされている。一方、通常岩盤においても堅岩になるほ

どカッタの摩耗や破損によりカッタ寿命が短くなる。そのため、交換にかかる材

料費から工事が止まる経費などを含めて、工期の遅延や施工費に多大な影響を及

ぼしている。このような現状から、ＴＢＭには以下のような課題が挙げられる。 

① 低強度地山に対する課題 

ＴＢＭは、切羽の状況を直接観察することが難しく、地山等級などの判断が遅

れる。また、切羽で直接補助工法などの対応策ができない。このため、低強度地

山に遭遇すると切羽崩壊、機体の締め付けなどのトラブルが発生し掘進の停止や、

その復旧対策に長時間を要することになる。 

② カッタ寿命に対する課題 

カッタ寿命は、最も個数の多いフェースカッタと最外周に配置されるゲージカ

ッタは摩耗の影響が大きく、中心部に配置されるセンターカッタはねじれなどの

破損による影響が大きい。そのことにより、カッタ交換回数の増加に伴う施工の

遅延、およびカッタ交換などの施工費の増加が挙げられる。 

 

2.6 第 2 章のまとめ 

 

 現状のＴＢＭについて、歴史と施工実績、基本構造および岩盤破砕のメカニズ

ム、さらに、本研究テーマに関係するカッタの機能に関する既往研究から、以下

のようなことをまとめとした。 

① 硬岩用ＴＢＭは、施工実績からも早くに導入されたが、小口径断面トンネルを

対象に施工され数も少ない。その理由の最もなるものは、我が国の地質の複雑性

に伴う低強度地山を克服できないことにある。 

② ＴＢＭの岩盤破砕のメカニズムは、カッタによる溝掘りで亀裂を伸展させ隣接

剥離破砕を起こさせる合理的な掘削方法と言える。この役目を担うカッタは、火
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薬による岩盤破砕の代わりにカッタで溝を掘ることから負担荷重も大きいものが

あり、特にゲージカッタとセンターカッタへの負担が増大することになる。 

③ 既往のカッタの研究では、カッタの岩破砕に関して掘削実験機の製作、貫入量、

センターカッタおよび摩耗量などについて、カッタの設計などの基準となる実験

が行われてきた。これらの実験からも、フェースカッタより負担荷重の大きいゲ

ージカッタとセンターカッタの変形や摩耗により寿命の短命が明らかにされた。 

④ ＴＢＭが普及するには、低強度地山を克服するとともに、工期の延伸やコスト

増に繋がるカッタ寿命の延伸を図る必要がある。そのための課題として、低強度

地山に遭遇しても掘進を止めない対応策が欠かせなく、また、施工費の縮減に繋

がるカッタ寿命の延伸策が求められている。 

⑤ 我が国の実現場でのトラブル対策事例について、地山現象、地質的要因および

機械的要因ごとに一覧表でまとめた。 
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第 3 章 ドーナツ型の技術概要 
 

ドーナツ型の研究開発 1)は、（一財）先端建設技術センターの「ドーナツＴＢＭ

施工検討会」と筆者らの共同研究により行われ、中心部の開口径やカッタの配置

をはじめ、掘削工、支保工等の施工方法から、機器構成に至るまでの検討を進め

てきた。また、平成 27、28 年度には国土交通省建設技術研究開発助成を受けて、

掘削実験により中心部を開口にする優位性について検証を行った 2)。 

本章では、ドーナツ型の技術概要と低強度地山への対応策などの施工性につい

て評価する。 

 

3.1 ドーナツ型の技術概要 

 

ドーナツ型の大きな特長は、全断面ではなくドーナツ状に外殻だけをＴＢＭで

掘削し、残りの中心部分を横型二軸式岩破砕機（以下、破砕機と呼ぶ）で機械掘

削する二分割方式にある。その特長の一つは、中心部を開放して地山を直接見え

るようにし、また開口部からカッタヘッドの前に出ることを可能にしたことにあ

る。それにより、ＴＢＭの課題である低強度地山などへのリスク要因に対して、

従来から培われてきた山岳トンネル技術をそのまま使えるという優位性がある。

もう一つは、中心部をカッタで掘らないドーナツ型は、ＴＢＭより掘削速度が早

く、カッタ負担が少なくなるなどカッタ寿命の延伸が考えられる。 

ドーナツ型は、ＴＢＭと機構的に変わりがなく、カッタヘッドの中心部を開口

しているところに大きな違いがあり、掘削順序では、リーミング型は小口径で中

心部を先行して掘削し、その後方から本坑を掘削する方式であるが、ドーナツ型

は逆に中心部を残して本坑の外殻側が先行する掘削方式になる。 

図 3.1.1 と図 3.1.2 に示す掘進機外径 5.75m の機械図は、内空幅 5m とした場合

のドーナツ型（シールド型）で機械設計したものである。カッタヘッド内径は、

1.2m として内ゲージカッタを配置している。スラストの反力は、メイングリッパ

で地山に取っている。中心部岩盤は、破砕機で破砕され、底部ベルトコンベヤか

ら坑外に搬出される。覆工方式は、支保工、覆工を合わせたワンパス方式の山岳

ライナを採用している 3)。 



63 

 

図 3.1.2 掘進機外径φ5.75m のカッタヘッド、機械内部の断面図 

表 3.1.1 ドーナツ型の機械仕様 

図 3.1.1 ドーナツ型 (シールド型) 掘進機外径φ5.75m の機械図 

表 3.1.1 は、カッタヘッド形状とそれに取り付けるカッタ仕様、およびカッタ

モータ、スラストジャッキ、メイングリッパなどの機械仕様を示している。 

ドーナツ型の掘進機外径φ5.75m の決定では、山岳ライナ（鉄筋プレキャスト

コンクリート：セグメント）形状を決める必要があり、フレーム解析により掘削

外径の 4%程度の厚さ 250mm を確認する。コンクリート強度では、「トンネル標準

示方書（シールド編）」の基準から 42N/mm2で主鉄筋 D16 の 250mm ピッチのシング

ル配筋とする。この山岳ライナの決定から、支保工と覆工と合わせたシングルシ

ェル（ワンパス）方式の標準断面図を、図 3.1.3 に示す。 
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山岳ライナ (ｔ＝２５０)

エンドプレート ｔ＝5０

裏込注入厚 ｔ＝１5０
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施工余裕 ｔ＝25
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φ
５
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５
０

ｒ＝
２
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2
5

余掘 ｔ＝５０

掘削蛇行・変形余裕 ｔ＝5０

山岳ライナ ｔ＝２５０

ドーナツ型ＴＢＭの断面決定要件
所要半径2.5m＋施工余裕0.025m 2.525m

0.250m
0.050m
0.050m
0.050m

掘削半径　計 2.925m
マシン半径　計 2.875m

　①　所要内空
　②　山岳ライナの厚さ
　③　掘削蛇行量、変形余裕量
　④　エンドプレート厚さ
　⑤　掘削余掘

φ

カッタヘッド外径 φ5.750m

カッタヘッド内径 φ1.200m

掘削外径 φ5.850m

掘削内径 φ1.100m

形式 ワイヤブラシ

段数 2段

カッタ径 17インチ(φ432mm),15.5インチ(φ394mm)

取付構造 バックローディング，90度回転式抜き式

装備ピッチ 65～80mm

インナーカッタ 17":25個，15.5":5個

ゲージカッタ 外ゲージカッタ:5個，内ゲージカッタ:3個

カッタトルク 定トルク : 35.1 kN・m

カッタ回転速度 1.0～7ｍｉｎ-1

カッタモータ 200kW×8台

総推力 22,200kN

シリンダ本数 1,500kN×1,650st×12本

伸長速度 50mm/min

総推力 14,400ｋN

シリンダ本数 1,200ｋN×200st×12本

総推力 1,874ｋN

シリンダ本数 600kN×100st×4本

総推力 10,500ｋN

シリンダ本数 1,500kN×300st×7本

総推力 36,000ｋN

装備数 (1,500ｋN×150st×4本)×6台

総推力 8,000ｋN

装備数 2,000ｋN×150st×4本

カッタ仕様

部　　位 仕　　様

ディスクカッタ

ドーナツ型ＴＢＭ

テールシール

スラストジャッキ

方向修正ジャッキ

ローリング
修正ジャッキ

メイングリッパ

フロントグリッパ

ライナ
補助ジャッキ
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図 3.1.3 ドーナツ型の標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.1 ドーナツ型の掘削 

ドーナツ型の掘削は，掘進機による外殻部と破砕機による中心部岩盤破砕に分

けて行われる．掘進機のカッタヘッドに取り付けられるカッタは、中心部を開口

にしていることから、ＴＢＭに有るセンターカッタが無く、その代わりに中心部

を残して掘削するために内ゲージカッタが配置される。フェースカッタと外ゲー

ジカッタについては、ＴＢＭと同様である。図 3.1.4 は、カッタの配置寸法を示

したもので基準となるフェースカッタは 80mm 間隔、外ゲージカッタと内ゲージカ

ッタは 45～60mm 程度の間隔に細かく傾斜して配置している 4)。 

 

 

 

 

余掘 ｔ＝５０

エンドプレート ｔ＝5０

ドレーン

山岳ライナ t=250



66 

 

図 3.1.4 カッタの配置寸法 
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内ゲージカッタ 

フェースカッタ 

¢ 
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3.1.2 ドーナツ型の掘削フロー 

掘進機による掘削のフローは、図 3.1.5 の掘削概念図に示すように掘削された

切削ズリは、カッタヘッド開口部（180 度）より、振動式グリズリから底部ベル

トコンベヤに直接搬出される。 

中心部の開口部から出てくる岩盤は、破砕機の開口幅以内（図 3.1.6）とされ、

かつ内ゲージカッタの押付力で節理等により大半は大きく破砕されるものと想定

されている。出てきた岩盤は、掘進機の掘進に合わせて破砕機の中に押し出され

200mm 程度以下に細粉され底部ベルトコンベヤに搬出される。また、破砕歯の形

状はスクリュウ状になっていることで粘質系土砂でも閉塞せず排出可能で、硬軟

地質に対応できる特長を有している。ミニバックホウは、振動式グリズリなどの

閉塞に対する掘削補助として配置してある 5),6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.1.5 ドーナツ型の掘削フロー、掘削概念図 

カッタヘッド 

中心部岩盤(180 度) 

振動式グリズリ 

破砕機 

    底部ベルトコンベヤ 

ミニバックホウ 

ＢＣ．２ ＢＣ．３
伸縮ベルトコンベヤ ロングベルトコンベヤ

W600 W600

L=200m L=1000m×8本

掘削・ズリ排出フロー(φ5.75mの場合)

外殻部岩盤
掘削土量

27m
3
/m

ＢＣ．１
底部ベルトコンベヤ

W600
運搬能力
275t/h

坑口

中心部岩盤
掘削土量

0.8m3/m

振動式グリズリ
(20cmアンダー)

破砕機
「横型500型」

300t/h
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3.2 ドーナツ型の低強度地山への対応策 

 

ＴＢＭの最大の課題になっている低

強度地山区間の施工は、ドーナツ型に

おいても簡単ではなく、このような地

山に遭遇したときも掘進を止めない施

工法が必要とされている。低強度地山

は、脆弱な破砕帯および粘土化した変

質帯で構成され、掘削で応力が解放さ

れると大きな変位が発生し、ＴＢＭ函

体が締め付けられたりして掘進が不能

に陥る。また、支保構造においてもこ

の応力を受けることから、地山条件を

把握し地山安定を図る必要がある。 

低強度地山区間の施工判定は、図

3.2.1 に示すように最初に地山条件

になる岩石の持つ弾性係数などの力

図 3.1.6 破砕機の開口幅・破砕仕組み 

1 段階目        2 段階目         3 段階目 

二軸式
岩破砕機

型式

破砕能力

(m3/hr)

破砕機
開口横幅

(m)

ドーナツ径の範囲
横幅１/２(最小)～
横幅(最大)　(m)

500型 350 1.20 ≒0.60～1.20

625型 420 1.50 ≒0.75～1.50

850型 600 2.00 ≒1.00～2.00

1000型 700 2.50 ≒1.30～2.50

1300型 900 3.00 ≒1.50～3.00

1500型 1000 3.50 ≒1.80～3.50

電動モータ 160 kW 

二軸式歯(スクリュウ形状) 

図 3.2.1 低強度地山区間の施工判定フロー 

低強度地山区間の施工判定フロー

　　　　　　　　　　　　　　地　山　調　査

　①切羽前方探査コアボーリング
　②切羽観察、地山一軸圧縮強度計測(シュミットロックハンマ)
　③施工データのフィードバック

地山強度比　1　以下
掘進不能

　　　　　　　　補助工法

　　　①セメント系注入工
　　　②素掘り中央導坑掘削
　　　　　(地山解放率の促進)
　　　③上載荷重受け在来工法
　　　④前方ＮＡＴＭ施工
       ⑤長尺鋼管先受け工法

地山強度比 1 以上

掘進可能
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学性質を把握することから始まり、トンネル内からより正確な地山調査により低

強度地山区間の位置を特定する。低強度地山を判定する指標は、標準設計で用い

られている地山強度比を主要項目とした。 

次に、その区間の掘進時の拘束を防止するための補助工法が必要で、掘削する

ことで解放される応力を支える方法として、セメント系地盤改良などがあるが確

実性から長尺鋼管先受け工法が最適であり、それにはドーナツ型の内側からの施

工方法などに工夫が必要になる。 

 

3.2.1 地山調査 

事前の地山調査では、切羽状態を直接に目視観察し岩盤情報を得るとともに、

中心部岩盤そのものが大きいコア採取になることから、シュミットロックハンマ

などの簡易反発硬度試験から岩盤強度を推定し、地山強度比を算出する。また、

地山状態では切羽前方 100m 程度の探査ボーリングにより、補助工法の必要性の有

無、あるいは工法選択などの判断材料にする。以下に、調査内容を示す。 

・コアを採取し、コア観察、地質の分布や節理などの不連続面の分布 

・コア岩石圧縮強度とドーナツ型の中心部岩盤のシュミットロックハンマによ

る圧縮強度との整合性、およびＴＢＭのトルク電流値などの施工データのフ

ィードバックとの整合性の確認 

・ボーリング孔を利用した湧水量、湧水圧の測定 

地山強度比の算定は、中心部岩盤をシュミットロックハンマによって岩盤強度

を測定し、その地点の土被り高さ分の重量から、式（3.1）により求める。 

 

地山強度比=qu/γh    --------(3.1) 

        ｑu：地山の一軸圧縮強度（kN/㎡） 

 γ：地山の単位体積重量（kN/ｍ3）  

ｈ：土被り高さ（ｍ） 

 

地山強度比の考え方は、等方地圧における素掘り円形トンネル周辺では、地山

が弾性体の場合、トンネル壁面では地山の一軸圧縮応力 2P（P は初期応力）の状

態になっている。そのため、地山の一軸圧縮強度（qu）が作用荷重 2P よりも大き 
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表 3.2.1 地山強度比による地山等級の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

い場合（qu>2P）に安定となる。これが地山強度比（qu/γh>2）の考え方になって

いる 7)。表 3.2.1 は、地山等級と地山強度比との関係を示したもので、この分類

基準で岩盤判定が行われている。 

地山強度比と塑性領域の関係から、地山強度比が 2～1 程度では塑性領域はあま

り大きく生じない。また、地山強度比が 0.8 程度より小さくなると、塑性領域が

大きく生じるようになり、内部摩擦角が 20°以下の場合は特に顕著である。これ

に対し、内部摩擦角が 30°程度になると地山強度比が小さくなっても塑性領域の

発生は比較的限られる。 

このような設計の地山強度比の考え方から、地山強度比 1 以上であれば、ＴＢ

Ｍによる掘進が可能と判定し、地山強度比 1 以下の場合は、補助工法の検討が必

要といえる。 

 

3.2.2 補助工法 

 ＴＢＭ工法の最大の課題は、低強度地山に遭遇した際に高速性も経済性も殺が

れてしまうことにある。ドーナツ型は、その改善を図るためにカッタヘッドの中

心部に開口を設けることで、ＴＢＭではできない低強度地山に対する施工リスク

対策を容易にした。以下に、具体的な補助工法について示す。 

(1) セメント系地盤改良 

開口部から切羽前方地山をボーリング機で削孔し、地山に適したセメント系地

盤改良材を注入する。最近の注入材は、良好な改良ができないため極超微粒子セ

メントが使用されるようになった。また、ボーリング孔を利用して湧水圧や水抜

高
強
度
↓
低
強
度 ＥⅠ級 1　以上

ＥⅡ級 1　以下

参照：国土交通省・地山分類表

地山等級 地山強度比 地山単位体積重量

ＣⅡ級 4　以上

ＤⅠ級 4～2

ＤⅡ級 2～1

ＣⅠ級 4　以上

22 kN/m
3

20 kN/m3
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表 3.2.2 セメント系地盤改良 

きもでき、必要な追加孔の設置もできる（表 3.2.2、図 3.2.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2 セメント系地盤改良 

発生箇所 　切羽前方

発生原因 　多亀裂・断層・破砕帯・切羽崩壊・泥流化

具体的な現象

・破砕質の地山に遭遇し、岩塊がカッタヘッドの回転に
合わせて動くため掘進不能となる。
・カッタヘッドの回転に伴い、岩塊がスリットにかかり回
転不能となる。
・切羽が崩壊・泥流化して押し出されてくる。

補助工法の目的
･トンネル上部の荷重支持、地山の強度改良
　空洞部の充填。

具体的な対策

・切羽前方地山をボーリング機により削孔し、地山に適し
たセメント系地盤改良材を注入する。
・注入材は、普通セメントを中心に改良具合で超微粒子、
極超微粒子セメントを使用する。湧水量・周辺環境への影
響を考慮して、ゲルタイムで調整する。
・改良範囲:1.5～2D
・湧水圧が大きい場合は、水抜きボーリングで湧水圧を低
下させる。

施工日数
地盤改良区間20m当たり施工日数　: 4日、　5m/日
削孔長:25m、注入区間:20m、カバーロック長:5m
施工本数:23本
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表 3.2.3 素掘り中央導坑掘削（地山解放率の促進） 

(2) 素掘り中央導坑掘削(地山解放率の促進) 

開口部から掘進機前方を先掘りすることで地山解放を促進させ、掘進機に掛か

る荷重を低減させる。施工方法は、掘進機前方 2～3m 程度をφ2m 程度の空間をつ

くるため、バックホウ等により素掘り掘削する（表 3.2.3、図 3.2.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生箇所 　切羽前方

発生原因 　多亀裂・断層・破砕帯

具体的な現象
・掘進機に掛かる地山荷重により、掘進機が拘束
され掘進ができない恐れがある。

補助工法の目的
･掘進機前方を先掘りすることで地山解放を促進
させ、掘進機に掛かる荷重を低減させる。

具体的な対策
・掘進機前方2～3m程度をφ2m程度の空間をつく
るため、バックホウ等により素掘り掘削する。

施工日数
　前方2～3m当たり施工日数　: 1日
　1日当たり施工量 : 2.0m/日(2方)

 

2～3m 

φ≒2m 

図 3.2.3 素掘り中央導坑掘削（地山解放率の促進） 
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(3) 上載荷重受け在来工法 

ドーナツ型が拘束されたとき、開口部から前方に出て掘進機上部の負荷を除去

し、トンネル上部荷重を在来工法で支持し、掘進機通過を補助する（図 3.2.4、

表 3.2.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4 上載荷重受け

在来工法 

発生箇所 　切羽前方

発生原因 　多亀裂・断層・破砕帯・切羽崩壊

具体的な現象
・掘進機に掛かる地山荷重により、掘進機が拘束され掘
進ができない恐れがある。

補助工法の目的
･トンネル上部荷重を在来工法で支持し、掘進機通過を
補助する。

具体的な対策

①荷重受けをするための小断面作業坑を10m程度天端付
近まで在来工法で施工する。
②掘進機前方を0.75mスパン毎に鋼製支保工と木矢板に
よる在来工法で上部120度を掘削･支保工をする。
③上載荷重受けが完了後、掘進機を掘進し、山岳ライナ
で覆工する。
④在来工法と山岳ライナの間、裏込め注入する。

施工日数

①小断面トンネル在来工法
　　9m当たり施工日数:6日
②120°切拡げ在来工法
　　10.5m当たり施工日数　: 7日
　1日当たり施工量 : 1.5m/日(2方)

表 3.2.4 上載荷重受け在来工法 
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(4) ドーナツ型を利用した前方ＮＡＴＭ施工 

脆弱帯が長い区間では、開口部から前方に出てＮＡＴＭ工法に切替える（図

3.2.5、表 3.2.5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上半施工・ ＮＡＴ Ｍ @ 0.75m 

図 3.2.5 ドーナツ型を利用したＮＡＴＭ施工 

表 3.2.5 ドーナツ型を利用したＮＡＴＭ施工 

発生箇所 　切羽前方

発生原因 　多亀裂・断層・破砕帯・切羽崩壊

具体的な現象 ・山岳ライナでは支持できない荷重負担が想定される。

補助工法の目的
・低強度地山区間において、山岳ライナ方式では地山支持が
できない場合、掘進機前方に出てＮＡＴＭ工法に切り替えて
施工し、山岳ライナと一体化して支持するため。

具体的な対策

①前方30m程度をセメント系等による地山注入改良する。
②掘進機を後方に2,3mバックさせ、その部分を鋼リング支保
式で支持し、進入路･ヤード等を確保する。
③注入区間30m程度を上半施工する。
④戻りながら下半施工する。
⑤掘進機を前進させるため、鋼材架台を設置し、山岳ライナ
据付後にＮＡＴＭとの隙間に裏込め注入をし一体化する。

施工日数

①セメント系注入改良：6日　(5m/日)
②掘進機前方2,3m施工：4日　(0.75×4スパン)
③ＮＡＴＭ上半施工：10日　(30m/3m/日)
④ＮＡＴＭ下半施工：10日　(30m/3m/日)
⑤掘進機前進・一体化：架台設置2日、前進･ライナ･注入2日
　　合計：34日　≒1m/日
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(5) 長尺鋼管先受け工法 

 長尺鋼管先受け工法は、ドーナツ型の天井部の崩落を防止するため行うもので、

標準的には外径φ114.3mm、肉厚さ t=6mm の鋼管をトンネル頂部から 120 度の範囲

に、掘進に先行して打ち込み岩盤を補強するものである。1 ロット当たりの打ち

込み長さを 12.5m として、低強度地山区間の必要長さに応じて延長も可能なボー

リング機械を使用する。表 3.2.6 に長尺鋼管先受け工法の施工仕様、表 3.2.7 に

パーカッション式ボーリング機械仕様をそれぞれ示す。 

この補助工法は、ＮＡＴＭ工法では地山荷重を確実に支えられることから多く

採用されている。ＴＢＭ工法においては、鋼管が掘進機に当たることから不可能

になっている。そのため、ドーナツ型では施工場所をマシンのテール側から既設

の山岳ライナを上部 120°、長さ 6m 程度を撤去し、作業は支保工ヤードから行う

ことで可能にした（図 3.2.6、図 3.2.7）。 

既設山岳ライナの撤去工は、人力施工により 1 スパン（1.5m）ごとに H-100 鋼

製支保工に鋼製掛矢板による在来工法で施工する（図 3.2.8）。図 3.2.9 に長尺鋼

管先受け工法の施工サイクルタイムを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2.6 長尺鋼管先受け工法の 

施工仕様 

表 3.2.7 パーカッション式 

ボーリング機械仕様 

1ロット数量  14本@500

鋼管径 φ114.3mm

打設長 12.5m

材料 シリカレジン

施工機械
パーカッション式
ボーリング機
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図 3.2.7 長尺鋼管先受け工法の断面図 

13＠500＝6500

120°
φ114×14孔

支保工 H-100

軽量鋼矢板 LSP1型

削孔φ114

ボーリングマシン

図 3.2.6 長尺鋼管先受け工法の施工位置 
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3.3 第 3 章のまとめ 

 

 研究開発したドーナツ型は、中心部に開口を設けることで切羽を二分割して掘

削する機構であることと、その特長を活かした低強度地山に対する対応の容易さ

にある。主な施工性は、以下に示すとおりである。 

① ドーナツ型の特長 

ドーナツ型の最大の特長は、中心部を開口して地山を直接見えるようにし、ま

たカッタヘッドの前に出ることを可能にしたことにある。そのことを可能にする

ため、全断面ではなくドーナツ状に外殻だけをＴＢＭで掘削し、残りの中心部分

を破砕機で機械掘削する機構としたことにある。 

② 低強度地山の対応策 

中心部を開口したことにより、その開口部を利用して低強度地山の対応策を容

易にしたことがある。また、中心部岩盤そのものが大きいコア採取になることか

在来工法

H-100,軽量鋼矢板設置（LSP-1型)

1.5m×4スパン=6m

図 3.2.8 撤去工・在来工法 

図 3.2.9 長尺鋼管先受け工法の施工サイクルタイム 
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ら、シュミットロックハンマなどの簡易反発硬度試験から岩盤強度を推定し、地

山強度比を算出することでリアルタイムに補助工法の必要性の判断材料にする効

果がある。 

③ 補助工法 

 ＴＢＭの機内からの補助工法は、切羽が見えないことや狭いスペースから作業

になり、工期の遅延など施工費の増大に繋がっている。ドーナツ型では、カッタ

ヘッドの中心部が開口していることで、従来からＮＡＴＭ工法で培われてきた補

助工法の大部分が開口部から施工できる優位性がある。 

特に、長尺鋼管先受け工法は、従来のＴＢＭでは施工できなかったが、一部の

既設ライナを撤去して掘進機のテール側から施工することで可能にした。 

 

 

【第 3 章参考文献】 

 

1) 武田光雄、株木雅浩:トンネル掘削装置、及びトンネル掘削方法、特許公報、特許第 5138821

号、2012 

2) （一財）先端建設技術センター:ドーナツ型 TBM を活用した新たな山岳トンネル工法の開発、

ドーナツ TBM 施工検討会、2017.3 

3) 日本トンネル技術協会:TBM ハンドブック、2000 

4) 武田光雄、株木雅浩:トンネル掘削装置、及び、トンネル掘削方法、特許公報、特許第 6467754

号、2019 

5) 株木康吉、武田光雄、株木雅浩:トンネル掘削装置、及びトンネル掘削方法、特許公報、特許

第 6153173 号、2017 

6) 武田光雄、株木雅浩:トンネル掘削装置、特許公報、特許第 5242862 号、2013 

7) 今田 徹:山岳トンネル設計の考え方、土木工学社、2010 

 

 

 

 

 



79 

 

第 4 章 ドーナツ型の掘削特性 

 

ドーナツ型は、中心部を掘削しないことによりセンターカッタを無くすことが

できることや、掘削面積の減少によりカッタ配置数を少なくできるなど従来のＴ

ＢＭとは異なる掘削特性がある。この掘削特性を評価するため、カッタヘッドが

接するすべての範囲を掘削する実験装置を新たに製作した。この装置を用いた高

強度モルタル供試体による掘削実験により、ＴＢＭの岩盤破砕のメカニズムを再

現できることや、中心部を開口にすることによる掘削特性、およびＴＢＭの課題

であるカッタ寿命に対する優位性を明らかにする 1),2)。 

 

4.1 実験装置の製作 

 

従来のＴＢＭに関する掘削実験は、西松ら 3)によるカッタの貫入量、室ら 4)に

よるビット斜角の影響など岩盤破砕のメカニズムの解明に多くの成果が挙げられ

ている。しかしながら、ドーナツ型とＴＢＭを比較する場合、カッタ 1 個ごとで

はなく全体を掘削して比較する必要があるため、新たな実験装置を製作すること

とした。 

この装置は、トンネル形状をＴＢＭ外径 6m 程度、岩盤強度で 100MPa 程度の通

常地山を想定し、実験条件を決めるために予備実験を繰り返した 5)。特に、実験

では回転しない固定式カッタを繰返し用いるため、図 4.1.1 に示すように摩耗量

が大きく測定値に影響した。掘削実験は、ＴＢＭとドーナツ型を同一条件で比較

しなければ正確なデータが得られないことから、ローラ式カッタなど新たに実験

装置を製作した 6),7)。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 回転しない 

固定式カッタの摩耗量 

すり減り 
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4.1.1 実験装置 

新たな実験装置の設定条件として、以下のことが要求される。 

・既存の鉛直押付式ビット掘削機 8)を改良する 

・詳細なデータがとれる駆動装置にする 

・摩耗・破損が起きないディスクカッタにする 

・モルタル供試体は高強度にする 

要求条件を受けて、新たな実験装置の仕様は、以下のとおり決定した。  

・カッタヘッド外径φ1,000mm:実験装置に収まる最大寸法とした。 

・カッタ径φ100mm:ローラ式カッタとして設計・製造可能な最小寸法とした。 

・カッタ間隔 48mm: カッタは、カッタヘッドの同心円上にそれぞれ１個ずつ配置

される。カッタ間隔とは、この同心円の間隔のことで、実機ＴＢＭと同様に隣接

剥離破砕が生じるように 48 ㎜とした。 

また、動力については、押付力には油圧式ジャッキを使用し、旋回モータは電

流値を計測できる電動インバータ方式とした。モルタル供試体を掘削するカッタ

を取り付けたカッタヘッドは、2 台の油圧ジャッキにより押圧力が付与され、ト

ルクは電動モータによりピニオンギヤとメインギヤを介して伝達される構造とし

た。 

表 4.1.1 に油圧押付装置の仕様、表 4.1.2 に電動旋回装置の仕様、図 4.1.2、

図 4.1.3 に実験装置および駆動部の構造の模式図をそれぞれ示す。 

以下、型式別の実験名称をＴＢＭφ1,000mm は F1000、ドーナツ型の開口径φ

232mm（開口面積率 5%）、φ328mm（開口面積率 11%）、φ424mm（開口面積率 18%）

をそれぞれ D200、D300、D400 と呼ぶこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.1 油圧押付装置の仕様 

　押付速度 　12.9cm/min

　油圧ジャッキ   42.2ton×200st×2

　油圧ポンプ 　5.2L/min×210kg/cm
2

　電源 　2.2kw×4P×200V×50Hz×1

押付装置

油圧モータ仕様

表 4.1.2 電動旋回装置の仕様 

　旋回トルク 　60.0kN・m

　旋回速度   0.5～2.0m/min

　メーンギヤー径   2,160mm

　ピニオンギヤー径  300mm

　モータ容量   15kw×4P　インバータ

　電源 　200V×50Hz  3φ

旋回装置

電動モータ仕様
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図 4.1.3 実験装置の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メインギヤ

ディスクカッタ

モルタル供試体

押付用油圧ポンプ

旋回電動モータ

図 4.1.2 実験装置（鉛直押付式) 

ロータリージョイント(固定)

ブラケット(回転)油圧ジャッキ2台

回転（ブラケットに固定）

円盤

回転（ジャッキに固定）

カッタヘッド

回転（円盤に固定）

電動モータ

電動モータ側ギヤ

回転（モーターに固定）

カッタヘッド側ギヤ

回転（ブラケットに固定）

※電動モーターについたギヤを介して，ロータリージョイント以外は回転する．

※ロータリージョイントは，固定して回転している油圧ジャッキ2台に油圧を送る．

モルタル供試体

油圧ポンプから
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4.1.2 カッタヘッドとカッタの配置 

掘削実験用に製作した実験装置のカッタヘッドは、油圧ジャッキの押付力が実

験結果に影響を及ぼすようなひずみの発生を防止するため、鋼板の形状をφ

1,000mm、厚さを 50mm とした。 

カッタヘッド上のカッタの配置は、図 4.1.4 に示すとおり F1000 の配置を基準

に決めている。図中の番号は、中心から順に①～③は連結したセンターカッタ、

④～⑩はフェースカッタ、そして⑪～⑬は同一円周上に配置した外ゲージカッタ

を表している。カッタは、外ゲージカッタを除き図 4.1.4 に示す各同心円に１個

ずつ配置され、カッタヘッドが一回転するごとにすべてのカッタが同心円上の軌

跡に沿って岩盤を掘削することになる。この同心円の間隔が前述したカッタ間隔

で、本実験装置では 48

㎜とした。 

また、ドーナツ型では

図 4.1.5 に示すように、

D400 の場合にはカッタ

番号⑤の位置に内ゲー

ジカッタを配置するこ

とになる。同様に D200

と D300 では、カッタ番

号③と④（図 4.1.4 参照）の位置に内

ゲージカッタが配置される。 

カッタの仕様は、今回の実験の頻度

でも摩耗の影響がでないように実機Ｔ

ＢＭと同一の材質（SKD11）で製作した。

各型式のカッタヘッドには、F1000 で

は図 4.1.6 のとおり連結したセンター

カッタ 3 個、外ゲージカッタは同一最

外周に 3 個およびフェースカッタ 7 個

を 48mm 間隔で配置した。 

 図 4.1.4 F1000 のカッタの配置図 

 

20mm

カッタヘッド(面板)

外ゲージカッタ3個

フェースカッタ7個
センターカッタ3個

¢

F1000中心距離500mm

カッタ間隔48mm

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

⑫

⑬
カッタ番号

③② ①

①②③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫⑬

センターカッタ

①,②,③ 3個連結

内ゲージカッタ

③ D200

④ D300

⑤ D400

外ゲージカッタ

⑪,⑫,⑬ 3個
フェースカッタ

F1000 7個

D200  7個

D300  6個

D400  5個

カッタの間隔 48 mm

20 mm
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一方、D200 では図 4.1.7 のとおり、最内周に 1 個の内ゲージカッタ、最外周に

外ゲージカッタ 3個およびフェースカッタ 7個を 48mm間隔で配置した。また、D300

と D400 も同様に内ゲージカッタをそれぞれずらして配置した。また、図 4.1.8

には F1000 の 3 個連結したセンターカッタ、図 4.1.9 にはフェースカッタと外ゲ

ージカッタが掘削している状況をそれぞれ示す。 

なお、ドーナツ型の D200 は、センターカッタの有無による掘削特性を比較する

ため、センターカッタ 3 個の掘削面積と同一になるように開口部の面積を設定し

た。また、掘削ズリの排出方法は鉛直下向きの掘削となるため、エアーコンプレ

ッサ 2 台を配置し、風圧により排除する方式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5 D400 のカッタの配置図 

 

カッタヘッド(面板)

¢

フェースカッタ5個

外ゲージカッタ3個 内ゲージカッタ1個

D400

中心距離212mm

カッタ間隔48mm

⑨⑪

⑫

⑬

⑩ ⑧ ⑦ ⑥ ⑤

カッタ番号

図 4.1.6 F1000 におけるカッタの配置状況 図 4.1.7 D200 におけるカッタの配置状況 

センターカッタ 
外ゲージカッタ 

フェースカッタ 7 個 

外ゲージカッタ 

フェースカッタ 7 個 

内ゲージカッタ 
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図 4.1.8 センターカッタの作動状況 図 4.1.9 フェースカッタおよび 

外ゲージカッタの作動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3  高強度モルタル供試体 

掘削対象の硬質岩盤モデルとなる供試体には、高強度モルタルを使用した。供

試体寸法は、掘削径φ1,000mm、掘削深さ 200mm を確保するため、縦 1,320mm×横

1,320mm×高さ 300mm とし、割れ防止のため鋼製（t=9mm）の箱枠で補強した。補

強枠は、実際にＴＢＭが掘削中に受ける地山の拘束の役割を果たすもので、掘削

実験中にひび割れが発生した場合でも地山である試験体を拘束する役目も担って

いる。 

供試体のモルタルの配合は、表 4.1.3に示すとおりで目標強度（28日）を 70N/mm2

程度とした。混和剤は高性能 AE 減水剤を使用し、水セメント比を小さくすること

で高強度化を図った。なお、使用したモルタルは JIS 認定の生コン工場で製造し、

各試験はそれぞれの JIS 規定に準じて実施した。 

結果、供試体強度（95 日）は、圧縮強度で 94.8N/mm2、引張強度（割裂引張強

度）で 4.77N/mm2 程度となった。実験では、強度のバラツキを少なくするため、

28 日圧縮強度から算定したゴーラル曲線から圧縮強度の伸びがほぼ止まる材齢

91 日以上気中で養生を行った供試体を用いることとした。表 4.1.4 に材齢ごとの

圧縮強度と引張強度の試験結果を示す。 

 

 

 

 

 

センターカッタ 

外ゲージカッタ フェースカッタ 

表 4.1.3 高強度モルタルの配合 

      

      

 

目標
28日強度

（N/mm2）

水セメン
ト比
（%）

水

（kg/m3）

普通
セメント

（kg/m3）

細骨材

（kg/m3）

混和剤*

高性能AE
減水剤

（kg/m3）

70 29.9 285 952 1076 9.52
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4.2 掘削実験 

 

4.2.1 測定条件 

測定条件は、実験装置の仕様の制限などから押圧力として 115kN/m2、130kN/m2、

145kN/m2および 160kN/m2の 4 ケースとして、同一条件で比較するため、油圧ジャ

ッキの押付力(kN)は掘削面積当たりに換算した。回転数は、1 分間当たり 3 回に

固定した。実験は、型式ごとに押圧力の 4 ケースに対して、掘削深さは予備実験

から十分な安定したデータが得られることから、それぞれ深さ 3cm を 1 回の実験

とした。しかしながら、押圧力で 115kN/m2、130kN/m2、145kN/ m2、および D300

ではデータが安定しなかったため、実験回数を増やして全体で 25 個の測定値で評

価することにした。表 4.2.1 に、掘削実験の測定条件を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.4 モルタル圧縮・引張強度試験の結果 

材齢（日） 7 28 70 84 95

圧縮強度（N/mm2） 64.5 82.2 94.5 94.1 94.8

引張強度（N/mm
2
）

(割裂引張強度)
 4.77 （材齢 99 日）

表 4.2.1 掘削実験の測定条件 

型　式 ＴＢＭ

径　別
外径φ1,000mm

(F1000)
開口径φ232mm

（D200）
開口径φ328mm

（D300）
開口径φ424mm

(D400)

掘削面積(開口面積率) 0.785m2 0.743m2（5%） 0.700m2（11%） 0.644m2（18%）

カッタ個数

13個
センターカッタ　3個
フェースカッタ　7個
外ゲージカッタ　3個

11個
内ゲージカッタ　1個
フェースカッタ　7個
外ゲージカッタ　3個

10個
内ゲージカッタ　1個
フェースカッタ　6個
外ゲージカッタ　3個

9個
内ゲージカッタ　1個
フェースカッタ　5個
外ゲージカッタ　3個

押圧力

（kN/m2）

ケース1  115 90 85 81 74

ケース2  130 102 97 91 84

ケース3  145 114 108 102 93

ケース4  160 126 119 112 103

ドーナツ型

油圧ジャッキ押付力（押圧力×掘削面積）(kN)
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4.2.2 押付力、トルクの実験値の変換 

油圧ジャッキの押付力は、ロードセルで校正した。図 4.2.1 に、押付力のロー

ドセルによるキャリブレーションの結果を示す。 

押付力は、式（4.1）に示すように油圧ジャッキの出力と掘削装置の自重の和に

キャリブレーションの結果を補正した。トルクは、式（4.2）に示すように電動モ

ータの電流値に減速機のトルク係数とギヤ比と機械効率を乗じ 1,000 で除して

kN･m 単位に変換して求めた。 

 押付力（kN）=（2 本の油圧ジャッキ押付力（kN） 

＋掘削装置の自重（kN））×0.91    （4.1） 

     0.91 : キャリブレーション補正値 

 トルク（kN･m）=（電流値（A）×1,120）/1,000    （4.2） 

       1,120 : 181（減速機のトルク係数） 

×116/15（ギヤ比）×0.8（機械効率） 

 

4.2.3 データの測定方法 

各測定値は、5 秒毎に自動記録し、始動時と停止時の不安定な出力を除き、そ

れ以外の掘削深さ 3cm 区間のすべての測定値を平均した値とした。掘削深さ管理

は、押付用油圧ジャッキのストロークを自動計測することで行った。 

図 4.2.2 は、押圧力 145kN/m2時の型式別の押付力の測定結果を示したものであ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4.2.1 押付力のキャリブレーション結果 
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る。掘削実験中は、常に押付力を一定に保つため、人力によって油圧の微調整を

行っている。掘削の進行につれて、押付力が急激に降下する現象が生じており、

この降下量の大きさと押付力の変動は開口径が大きくなるほど大きくなる傾向に

あった。この瞬間的な押付力の降下現象は、溝掘りによる隣接剥離破砕が生じた

瞬間に発生している。 

 図 4.2.3 は、掘削実験中のトルクの出力を記録したものである。トルクは、電

動モータをインバータ制御しているため、押圧力のように急激にトルクが降下す

る現象は現れていない。なお、トルクは F1000＜D200＜D400＜D300 の順に大きく

なっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.2  押付力と掘削時間の関係（ケース 3:145kN/m2） 
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Fig. 21 押付力の測定記録（145kN/m2） 

Measurement records of pressing force （145kN/m2） 

D200，107kN 

D300，101kN 

F1000，114kN 

D400，94kN 

図 4.2.3  トルクと掘削時間の関係（ケース 3:145kN/m2） 
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図 4.2.4 は、掘削時間と掘削深さの関係を示したものであり、図中の数字は 3cm

の掘削深さに到達するまでの時間を表している。いずれの条件とも、掘削時間と

掘削深さは直線的な関係にあり、一定の速度で掘削が行われていたことが分かる。 

 

4.3 掘削実験の結果と考察 

 

表 4.3.1は、4ケースの押圧力でカッタヘッドを押付けた場合の掘削深さ 3cm に

到達するまでの掘削時間、押付力およびトルクの測定結果を示したものである。

掘削特性を評価するにあたり、最初に新たに製作した実験装置が岩盤破砕のメカ

ニズムを再現していることを確認する。次にＴＢＭのセンターカッタの切削抵抗

について、ＴＢＭとドーナツ型の掘削形状と掘削時間から比較する。最後に掘削

特性の評価として、4 ケースの押圧力に対して掘削時間、トルクおよび比エネル

ギそれぞれについて実験条件ごとに比較することとする。 

 

4.3.1 実験装置の評価 

図 4.3.1 は、D400 の隣接剥離破砕によるバナナ形状のズリなどや、内ゲージカ

ッタの押圧による中心部の崩れた部分の岩片を示したもので、実験では予想どお

りの掘削が行われている。 

図 4.3.2 は、F1000 において押圧力 4 ケースで各深さ 3cm を掘削した終了時の仕 
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図 4.2.4  掘削深さと掘削時間の関係（ケース 3:145kN/m2）

（145kN/m2） 
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表 4.3.1 高強度モルタル掘削実験の掘削深さ 3cm 当たりの測定結果 

上がり状態を示したもので、48mm 間隔の同心円状に隣接剥離破砕が現れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心部の崩れた部分 

隣接剥離破砕されたドーナツ状岩片 

隣接剥離破砕された細粒岩片 

図 4.3.1 カッタ間の隣接剥離破砕ズリ片の形状 

型式

径　別

押圧力

（kN/m2）

掘削時間
（min）

押付力
（kN）

トルク
（kN･m）

掘削時間
（min）

押付力
（kN）

トルク
（kN･m）

掘削時間
（min）

押付力
（kN）

トルク
（kN･m）

掘削時間
（min）

押付力
（kN）

トルク
（kN･m）

19.2 90 15.8 16.7 86 16.2 18.2 81 16.6 12.4 74 17.4

21.4 89 15.6 16.7 84 16.1 13.4 81 18.5 - - -

14.6 102 16.5 13.0 96 16.8 12.0 92 17.4 9.8 84 18.0

16.4 101 15.9 12.2 97 17.3 9.8 91 19.6 - - -

11.5 113 17.2 10.7 108 17.3 9.4 101 19.2 6.2 94 20.4

12.3 114 16.6 9.7 107 18.0 6.5 101 22.4 - - -

ケース4   160 9.7 126 17.4 8.9 118 18.7 5.7 114 23.5 5.8 103 21.5

ＴＢＭ（外径φ1,000mm） ドーナツ型（外径φ1,000mm）

外径φ1,000mm
（F1000）

開口径φ232mm
（D200）

開口径φ328mm
（D300）

開口径φ424mm
（D400）

ケース3   145

ケース1   115

ケース2   130
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図 4.3.3 に示す D200 においても、隣接剥離破砕が生じている。また、内ゲージ

カッタにより大部分は崩れているものの中心部を残した破砕パターンが生じてい

る。図 4.3.4、図 4.3.5 も同様で、ドーナツ型では開口径が小さいほど中心部の

残存岩盤が少なくなっており、内ゲージカッタの効果が現れていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削深さ 3cm × 押圧力 4 ケース 

    =約 15 cm 

ＴＢＭ F1000 

 

 

 
 

 

 

ドーナツ型 D200

崩れた部分

φ232mm

図 4.3.2 F1000 仕上がり状況 

Finished excavation of full face 

type F1000 

図 4.3.3 D200 仕上がり状況 

Finished excavation of full face 

type F1000 
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以上より、掘削した仕上がりの形状と、掘削ズリの状態から、カッタ間で隣接

剥離破砕のメカニズムを確認できた。さらに、ドーナツ型では内ゲージカッタを

配置したことで中心部を残して掘進していることから、本実験装置は、実機の岩

盤破砕の状況を再現していることが確認された。 

ドーナツ型 D300

崩れた部分

φ328mm

ドーナツ型 D400

崩れた部分

φ424mm

図 4.3.4 D300 仕上がり状況 

Finished excavation of full face 

type F1000 

図 4.3.5 D400 仕上がり状況 

Finished excavation of full face 

type F1000 
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4.3.2 センターカッタの切削抵抗の評価 

ＴＢＭの中心部に配置されるセンターカッタでは、回転半径が小さいためカッタ

が回転するに伴って、カッタの内周と外周の軌跡差に起因する幅掘りが行われる

9)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.6は、カッタがある溝の深さに達したときに、軌跡差で溝が広く削られる

ことの模式図を示したものである。 

図 4.3.7は、今回の実験で得られたＴＢＭのセンターカッタ①、②および③の軌

跡による幅掘りの状況を示したものである。明らかに、センターカッタの内周と外

周の軌跡差で生じる幅掘りが行われていることが分かる。この実測軌跡幅は場所に

よってバラツキが生じているものの、最内側のセンターカッタ①で平均軌跡幅

9mm、②で 7mmおよび③で 4mmと回転半径が大きくなるに伴って狭くなっている（図

4.3.8）。 

さらに、センターカッタの有無の影響について、センターカッタの掘削面積と同

一の開口面積になるドーナツ型 D200 の掘削時間を比較すると、表 4.3.2 に示すよ

うに 15%程度短縮する結果が得られた。このことは、全体の掘削時間にセンターカ

ッタの幅掘りによる切削抵抗が影響していることを示唆しているものと考えられ

る。 

図 4.3.6 カッタの軌跡幅の模式図 

影響幅 カッタ厚さ 3.5mm 

 
カ
ッ
タ
径
φ
1
0
0
m
m

 

 カ
ッ
タ
深
さ

 

軌跡幅 
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表 4.3.2 センターカッタ有無の掘削時間差 

Difference for excavation time with and 

without center cutter 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軌跡幅 ① 

①  
② 

③ 

カッタ番号 

②  
図 4.3.7 センターカッタの軌跡幅の状況 

Width-excavation by center cutters 

図 4.3.8 センターカッタの実測軌跡幅 

Center cutters measured track widths 

 

カッタ番号 実測平均軌跡幅

カッタ1 9 mm

カッタ2 7 mm

カッタ3 4 mm

実測値箇所・番号

1
2

3

4

5
6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

1 カッタ

2 カッタ

3 カッタ

型　式 掘削深さ3cmの掘削時間
*
(分)

F1000 14.2

D200 12.0

掘削時間差
（F1000との減少率）

2.2（15 %）

* 押圧力135kN/m2，モルタル強度95N/mm2
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4.3.3 掘削特性の評価 

掘削実験の結果から、4ケースの押圧力に対して、掘削深さ 3cm に到達するまで

の掘削時間、トルクおよび比エネルギの項目に対して、ＴＢＭと比較することでド

ーナツ型の掘削特性を評価する。なお、図 4.3.9～図 4.3.11 の曲線は指数近似曲

線であり、所要の押圧力に対する型式ごとの値を求めるために使用する。 

 

(1) 掘削時間の評価 

図 4.3.9は、4ケースの押圧力でカッタヘッドを押したときの掘削深さ 3cmに要

する時間を開口径別に整理し比較したものである。掘削時間は、各型式とも押圧力

が大きくなるほど短縮する。加えてドーナツ型では、開口径が大きいほど短縮する

傾向にある。 

表 4.3.3は、測定レンジ内の 120kN/m2、135kN/m2、150kN/m2の 3 ケースを選定し

て、開口径別にＴＢＭとの掘削時間の減少率を比較したものである。中央の押圧力

135kN/m2で比較すると、ＴＢＭに対して D200 で 15%、D300 で 28%、D400 で 36%そ

れぞれ掘削時間が短縮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.3.9 押圧力と掘削時間の関係 
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表 4.3.4 カッタ個数の減少率 

表 4.3.5 カッタ 1 個当たり押付力の増加率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この掘削時間の短縮の要因は、一つにはセンターカッタが無いことによる切削抵

抗の低減があり、二つには掘削面積が減少することでカッタ個数が少なくなり、カ

ッタ 1 個当たりの押付力が増加することが影響しているものと考えられる。表

4.3.4にカッタ個数の減少率、表 4.3.5にカッタ 1個当たりの押付力の増加率をそ

れぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.3.3 F1000 に対する開口径別の掘削時間の短縮率 

　　 型式
掘削時間

F1000
（分）

D200
（分）

D300
（分）

D400
（分）

120 kN/m
2 18.1 15.0 14.1 11.9

17 22 33

135 kN/m
2 14.2 12.0 10.2 9.1

15 28 36

150 kN/m2 11.1 9.7 7.3 6.9

13 34 38

F1000に対する短縮率（%）

F1000に対する短縮率（%）

F1000に対する短縮率（%）

型式 F1000 D200 D300 D400

カッタ数（個） 13 11 10 9

カッタ1個当たり
押付力（kN/個）

8.2 9.1 9.4 9.7

11 15 18F1000に対する増加率（%）

型式
掘削面積

（m2）

カッタ数
（個）

F1000に対する
減少率（%）

F1000 0.785（100%） 13 --

D200 0.743（95%） 11 15

D300 0.700（89%） 10 23

D400 0.644（82%） 9 31
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(2) トルクの評価 

トルクの結果は、図 4.3.10 に示すとおりとなった。トルクは、押圧力が大きい

ほど、ドーナツ型の開口径が大きくなるほど増大する傾向を示しているが、D300

と D400でわずかながら逆転する現象が生じている。 

この現象については、現時点では定かでないが、D300 の結果のバラツキが若干

大きいこと、およびドーナツ型では、岩盤の種類や掘削の条件等の影響を受けるも

のの、掘削機の外周と開口径の間には適切な比率が存在する可能性がある。すなわ

ち、開口径はいくらでも大きくすれば良いものではなく、トルクや比エネルギなど

掘削に最適、あるいは最小となる開口率が存在することを示唆しているものと考え

られる。これについては、より詳細な実験を行って検証していく必要がある。 

なお、表 4.3.6に示す押圧力の 3ケースに関しては、開口径別にＴＢＭと比較す

ると押圧力 135kN/m2では D200で 4%、D300 で 17%、D400で 14%程度トルクが増大し

た。この結果は前述のごとく、カッタ数が減少し 1個当たりの押付力が増大し、そ

れに伴いトルクが増大するドーナツ型の掘削特性が現れているものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.10 押圧力とトルクの関係 
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y = 9.53e0.005x
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(3) 比エネルギの評価 

ドーナツ型の比エネルギの算出は、掘進機の他に中心部岩盤を破砕する破砕機の

比エネルギを加えてＴＢＭと比較する必要がある。掘進機の比エネルギについては、

4ケースの押圧力で深さ 3cmを掘削するのに要した総エネルギの関係から評価した。 

算出には水上ら 10)の式（4.3）を参照し、動力エネルギの総和を深さ 3cm当たり

掘削体積で除して求めた。 

 

（4.3） 

E：掘削体積比エネルギ（kJ/m3） 

F：押付力（kN） 

L：掘削深さ 3cm（0.03m） 

T：トルク（kN･m） 

N：カッタヘッド総回転数（3cm掘削当たり） 

=1分間当たりの回転数（3rpm）×3cm掘削時間（分） 

V：各掘削体積 3cm 当たり（m3） 

比エネルギは、式（4.3）のとおりトルクが大きく影響し、掘削時間が長くなる

と総回転数が多くなり、転動距離が長くなることで増大する。 

実験結果は図 4.3.11、表 4.3.7に示すとおりとなった。なお、図 4.3.11の縦軸

の比エネルギの単位は、kJ/m3から MJ/m3に変換して表記している。 

各実験ケースとも押圧力が大きくなるに伴って、比エネルギが小さくなっている。 

 

表 4.3.6 開口径別のトルクの増加率 

Increase ratio of torque for each opening 

diameter 

　　  型式
         トルク

F1000
（kN･m）

D200
（kN･m）

D300
（kN･m）

D400
（kN･m）

120 kN/m
2 16.0 16.5 17.7 17.6

3 11 10

135 kN/m
2 16.6 17.3 19.5 19.0

4 17 14

150 kN/m2 17.1 18.1 21.4 20.5

6 25 20

F1000に対する増加率（%）

F1000に対する増加率（%）

F1000に対する増加率（%）
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これは、トルクの増大よりもその結果生じる掘削時間の減少の影響が大きくなっ

たものと考えられる。 

また、開口径でみると押圧力が小さな範囲で D300と D200が逆転している現象が

みられるが、D300 のデータのバラツキが影響しているものと思われる。これにつ

いては、前述に示したように最適な開口径の存在も含めて今後の検証が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.11 押圧力と比エネルギの関係 

Relationship between thrust force and 

specific energy 
表 4.3.7 開口径別の比エネルギの減少率 

Decrease ratio of specific energy for each opening 

diameter 

 

　 型式
比エネルギ

F1000

（MJ/m3）

D200

（MJ/m3）

D300

（MJ/m3）

D400

（MJ/m3）

120kN/m
2 234 197 224 195

16 4 17

135kN/m
2 190 165 176 160

13 7 16

150kN/m2 154 137 138 132

11 10 14

F1000に対する減少率（%）

F1000に対する減少率（%）

F1000に対する減少率（%）

y = 1,256.70e-0.014x

y = 831.73e-0.012x

y = 1,524.80e-0.016x

y = 926.81e-0.013x
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一方、中心部岩盤の破砕に必要な比エネルギは、破砕機（出力 160 kW ）の機械

メーカ実績 11)から評価する。花崗岩を対象とした場合、破砕機の破砕消費電力は

0.3kWh/t になり比エネルギに換算すると 3MJ/m3になる。また、別の機種のジョー

クラッシャ（出力 110kW ）の場合、安山岩では破砕消費電力 0.4kWh/t、比エネル

ギに換算すると 4MJ/m3 になる。花崗岩と同程度の破砕エネルギとした場合、モル

タル 3cmの掘削量に相当する破砕エネルギを計算すると、ドーナツ型の残掘削量が

大きい開口径 D400 においても 0.013MJ/m3と比エネルギはかなり小さくなる。  

したがって、中心部岩盤の破砕に必要な比エネルギは、掘進機の比エネルギに比

べると 1/100程度のオーダーになり無視できる。実機においても、ドーナツ型の掘

進機外径φ6m 級の旋回モータ出力で 200kW が 8 台に対して、破砕機では 160kW が

1台の配置になり、破砕するエネルギは小さいものとなる。 

しかし、中心部から排出される岩盤の形状寸法が、破砕機の大きさや破砕エネル

ギに影響を与えることから、ここで検討した比エネルギの大きさにも影響する。特

に、全く破砕されることなく排出される場合には別途破砕設備が必要となり、比エ

ネルギの増加も考慮する必要がある。 

(4) カッタ寿命の評価 

 ＴＢＭにとって掘削時間の短縮は、掘削効率の向上に繋がるとともに、カッタの

岩盤に接触している時間が短くなることから、カッタの摩耗や破損の低減や寿命の

延伸などにも影響する。 

 表 4.3.8 は、F1000 に対する D200 の掘削時間差を示したもので、カッタ全個数

の減少率だけ同様に掘削時間差も 15%と減少している。掘削時間の短縮は、カッタ

が岩盤に接触している時間が減少することになり、カッタの摩耗や破損の減少に繋

がることになる。その減少率については、センターカッタの切削抵抗を含めた掘削

時間差が三型式なかで最も小

さい D200（開口面積率 5%）で

比較すると、カッタ寿命は 15%

程度延伸することができる。 

 

 

比較項目
ＴＢＭ
(F1000)

ドーナツ型
(D200)

F1000に対する
増減率(%)

カッタ全個数 13 個 11 個 -15

1個当たり押付力 8.2 kN 9.1 kN 11

3cm掘削時間
(センターカッタ有無の

掘削時間差)
14.2 分 12.0 分 -15

表 4.3.8 F1000 と D200 の掘削時間差(135kN/m2の場合) 
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4.4 第 4章のまとめ 

 

 新たに掘削実験装置を製作して、その掘削実験の結果からドーナツ型の掘削特性

を評価した。その結果、次のことが言える。 

(1) 新たに製作した掘削実験装置は、溝掘りの隣接剥離破砕により掘進が行われて

いることや、ドーナツ型では内ゲージカッタを配置することで中心部を残して掘進

できていることから、従来からのＴＢＭの岩盤破砕のメカニズムを実証した。 

(2) ＴＢＭのセンターカッタの幅掘りは、カッタの内外周の軌跡差により発生する

ことを掘削実験で実証した。また、センターカッタが掘削する面積と同一になる開

口面積のドーナツ型 D200 の掘削時間を比較し、幅掘りが 15%程度切削抵抗を大き

くしていることを明らかにした。 

(3) ドーナツ型の掘削特性の優位性は、センターカッタを無くすことができること

と、掘削面積の減少によりカッタ配置数を少なくできることにある。その結果、カ

ッタ 1 個当たりの押付力が大きくなり、それに伴いトルクも大きくなることから、

掘削時間では各型式とも押圧力が大きくなるほど、ドーナツ型では開口径が大きい

ほど短縮する。また、掘削時間の短縮に伴い比エネルギも減少することを明らかに

した。 

(4) ＴＢＭの課題であるカッタ寿命に対して、中心部を開口することで破損が多い

センターカッタが無くなることや、掘削面積が少ない分だけカッタ数が少なくなる

こと、また、掘進速度が速くなることでカッタが岩盤に接触している時間が短くな

り摩耗や破損が低減されることから、カッタ寿命が延伸することを明らかにした。 
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表 5.1.1 水路トンネル施工概要 

 

第 5 章 ドーナツ型工法の実用性 

 

 我が国でＴＢＭが普及しない課題として，低強度地山区間でマシンが拘束され

掘進不能に陥ることと、ＮＡＴＭ工法より全体工事費が高いことが共通認識にな

っている。これら課題に対して、ドーナツ型の実用化に向けての研究開発、およ

び掘削実験による掘削特性の評価を行った。結果、カッタヘッドの中心部を開口

することの施工性の向上、センターカッタが無くなるなどの優位性が立証された。 

 本章では、実用化に向けてドーナツ型工法として経済性が成り立つか、モデル

トンネルを想定した施工計画を立案し、その全体工事費から実用性を評価するも

のとした。 

 

5.1 モデルトンネルの施工計画概要 

 

モデルトンネルの施工計画は、延長

8.2km、内径 5mおよび最大流量毎秒 38t

の水路トンネル工事を想定し、ドーナ

ツ型を活用した施工方法、全体工事期

間、および全体工事費を立案するもの

である（表 5.1.1）。 

トンネルサイトの地質は、付加体堆

積岩、火山岩とした標準地山区間に当

たるＣ級、Ｄ級、および 3%程度の低強

度地山区間に当たるＥ級を想定する（表 5.1.2）。ドーナツ型の掘削後の支保工方

式は、山岳トンネル用の鉄筋コンクリ

ートセグメント(以下、山岳ライナと呼

ぶ)による支保工、覆工を合わせたシン

グルシェル(ワンパス)方式で計画する。

施工計画の立案フローは、図 5.1.1 に

示すような手順で検討する。 

 

トンネル延長 　L=8,200m

トンネル地質 　付加体堆積岩，火山岩

トンネル径 　内径φ5 m　マシン外径φ5.750m

最大流量 　毎秒 38 t

掘削工法 　ＴＢＭ工法・ドーナツ型ＴＢＭ方式　

施工方向 　片押し施工

ズリ出し方式 　ロングベルトコンベヤ方式

支保工方式 　山岳ライナ方式(ワンパス)，現地製作

機材搬出入方式 　ケーブル式インクライン方式

表 5.1.2 地山等級別の区間距離 

 区間距離 (m)

C　級 5,000

DⅠ級 2,400

DⅡ級 600

低強度地山区間 E  級 200

8,200 mトンネル延長

標準地山区間

地山等級



 103 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 ドーナツ型の設計 

 

5.2.1 山岳ライナ形状の決定 

山岳ライナ形状は、掘削外径の 4%程度の厚さ 250mm として、標準地山区間、低

強度地山区間についてＮＡＴＭ支保設計の考え方に基づき、多ヒンジ系リング構

造によるフレーム解析でコンクリートセグメントに発生する断面力を算出し、鉄

筋コンクリート部材としてのセグメント厚を確認する。山岳ライナの仕様は「ト

ンネル標準示方書（シールド編）」の基準から、コンクリート強度 42N/mm2で厚さ

250mm、主鉄筋 D16 の 250mm ピッチのシングル配筋とする 1)。これ以上の負荷が掛

かる場合には、別途検討するものとする（表 5.2.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.1 ドーナツ型の施工計画立案フロー 

表 5.2.1 山岳ライナの設計仕様 (マシン外径 5.75m)  

 

　5.1　施工計画概要 　5.5　低強度地山区間の施工

　5.2　ドーナツ型ＴＢＭの設計
　　5.2.1  山岳ライナ形状の決定
　　5.2.2  ドーナツ型ＴＢＭのマシン外径の決定
　　5.2.3  ドーナツ型ＴＢＭの中心部内径の決定

　5.6　全体工事の工程計画
　　5.6.1  掘削・支保工サイクルタイム
　　5.6.2　労務編成人員
　　5.6.3　全体工事工程計画

　5.3　ドーナツ型ＴＢＭの機械設計 　5.7　概算工事金額

　5.4　ドーナツ型ＴＢＭ工法の施工計画
　　5.4.1  掘削工
　　5.4.2　山岳ライナ支保工
　　5.4.3  機材運搬工
　　5.4.4　山岳ライナの現地製作

　5.8　第5章のまとめ

ゆるみ
範囲

山岳ＲＣ
ライナ厚

コンクリート
強度

主鉄筋 継ぎ手

ＣⅠ

ＣⅡ

ＤⅠ

ＤⅡ

Ｅ級 Ｅ
10D
57.0m

軸力方向
縦断方向
ほぞ継ぎ手

Ｃ級

Ｄ級

地山等級

1D
5.7m

2D
11.4m

250 mm 42 N/mm
2 シングル　D16

@250 mm
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5.2.2 ドーナツ型の掘進機外径の決定 

断面決定に当たり、以下のような要件から掘進機外径 5.750m を決定する。 

① 設計内空幅 5.0m を確保する。 

② 覆工は、支保工と覆工と合わせたシングルシェル(ワンパス)方式とし、山岳

ライナ厚さ 25cm とする。 

図 5.2.1 にドーナツ型の標準断面を示す。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5.2.1 ドーナツ型の標準断面図 

ドーナツ型ＴＢＭの断面決定要件
所要半径2.5m＋施工余裕0.025m 2.525m

0.250m
0.050m
0.050m
0.050m

掘削半径　計 2.925m
掘進機半径　計 2.875m

　①　所要内空
　②　山岳ライナの厚さ
　③　掘削蛇行量、変形余裕量
　④　エンドプレート厚さ
　⑤　掘削余掘

φ

山岳ライナ (ｔ＝２５０)

エンドプレート ｔ＝5０

裏込注入厚 ｔ＝１5０

φ
５
,０

０
０

ｒ＝
２
,５

０
０

施工余裕 ｔ＝25

φ
５
,７

5０

ｒ＝
２
,8

75

φ
５
,０

５
０

ｒ＝
２
,5

25

余掘 ｔ＝５０

掘削蛇行・変形余裕 ｔ＝5０

山岳ライナ ｔ＝２５０

余掘 ｔ＝５０

エンドプレート ｔ＝5０

ドレーン

山岳ライナ t=250
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5.2.3 ドーナツ型の開口径の決定 

中心部の開口径の決定は、以下のような条件から 1.2m とする。 

・内ゲージカッタの切削抵抗を減少させるため、φ0.8m 程度以上を確保する。 

・低強度地山を処理するためにはマシン前方に汎用機械類等が出られる空間を確

保する。 

・二軸式岩破砕機（以下、破砕機と呼ぶ）の開口横幅以内の形状を基本とし、図

5.2.2 に示す 500 型を使用する。 

・中心部岩盤の掘削がクリティカル作業にならないように設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 ドーナツ型の機械設計 

 

ドーナツ型の機械仕様は、マシン外径φ5.750m、ディスクカッタ径 17 インチ（φ

432mm）、シェルは複動式シールド型、メイングリッパで地山に反力を取る方式を

採用する（図 5.3.1）2)。また、マシンの掘進に合わせて同時に移動する後続設備

架台を配置する。後続設備架台には、上部に動力機械設備の電気、油圧、中央制

御室や作業員休憩室・トイレ設備を配置する。下部には、ズリ運搬用ベルトコン

ベヤとレール式の機材搬入用の機材ストック場を確保する（図 5.3.2）。 

 

 

 

 

 

図 5.2.2 破砕機の型式別開口横幅 

二軸式
岩破砕機

型式

破砕能力

(m3/hr)

破砕機
開口横幅

(m)

ドーナツ径の範囲
横幅１/２(最小)～
横幅(最大)　(m)

500型 350 1.20 ≒0.60～1.20

625型 420 1.50 ≒0.75～1.50

850型 600 2.00 ≒1.00～2.00

1000型 700 2.50 ≒1.30～2.50

1300型 900 3.00 ≒1.50～3.00

1500型 1000 3.50 ≒1.80～3.50電動モータ 160 kW 

1,20

0mm 

1,350mm 

650m

m 

二軸式歯(スクリュウ形状) 
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図 5.3.1 ドーナツ型 (シールド型) 掘進機外径φ5.75m の機械図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

メイングリッパ 
カッタヘッド・ディスクカッタ 

カッタ駆動 

カッタ駆動モータ 

スラストジャッキ 

中心部岩盤 
破砕機 

底部ベルトコンベヤ 

山岳ＲＣライナ 

ドーナツ式エレクタ 

カッタ駆動モータ

二軸式岩破砕機

中心部岩盤

底部ベルトコンベヤ

 

外ゲージカッタ 

内ゲージカッタ 

フェースカッタ 
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図 5.3.2 ドーナツ型 (シールド型) 掘進機外径φ5.75m の施工システム 
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カッタヘッド・ディスクカッタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山岳ＲＣライナ支保工作業ヤード 

L=25 m 

後続設備架台 

L=45 m 

電動モータ 

スラストジャッキ 

メイングリッパ 
ドーナツ式エレクタ 山岳ＲＣライナ 

中心部岩盤 
破砕機 

底部ベルトコンベヤ 

ケーブル式インクライン 

4.9t 天井クレーン 

バキューム 

ハイウォッシャ 

裏込め注入設備 油圧ポンプ・グリスポンプ 
キュービクル 

クーリング設備 油タンク 

インバータ盤 

トイレ 

休憩室 

中央操作室 

水槽 

マシン掘削部 

L=15 m 

カッタヘッド外径 φ5.750ｍ

カッタヘッド内径 φ1.200ｍ

掘削外径 φ5.850ｍ

掘削内径 φ1.100ｍ

形式 ワイヤブラシ

段数 2段

カッタ径 17インチ（φ432），15.5インチ(φ394)

取付構造 バックローディング，90度回転式抜き式

装備ピッチ 65～80ｍｍ

インナーカッタ 17":25個，15.5":5個

ゲージカッタ 外ゲージカッタ:5個，内ゲージカッタ:3個

カッタトルク 定トルク : 35.1 kN・m

カッタ回転速度 1.0～7ｍｉｎ
-1

カッタモータ 200ｋＷ×8台

総推力 22,200ｋＮ

シリンダ本数 1,500ｋＮ×1,650ｓｔ×12本

伸長速度 50ｍｍ/min

総推力 14,400ｋN

シリンダ本数 1,200ｋN×200ｓｔ×12本

総推力 1,874ｋN

シリンダ本数 600ｋＮ×100ｓｔ×4本

総推力 10,500ｋN

シリンダ本数 1,500ｋＮ×300ｓｔ×7本

総推力 36,000ｋN

装備数 (1,500ｋN×150ｓｔ×4本)×6台

総推力 8,000ｋN

装備数 2,000ｋN×150ｓｔ×4本

スラストジャッキ

方向修正ジャッキ

ローリング
修正ジャッキ

メイングリッパ

フロントグリッパ

ライナ
補助ジャッキ

カッタ仕様

ドーナツ型ＴＢＭ機械仕様

部　　位 仕　　様

ディスクカッタ

ドーナツ型ＴＢＭ

テールシール

後続設備架台 

一般坑内設備 

送風管 

ダクト 

作業通路 鋼製枕木 

3,800mm 

ロングベルトコンベヤ 

後続設備架台 

機材排出入設備  

ケーブル式インクライン 3,800mm 

機　　種 規　　格 数量 単位

外郭部掘削 ドーナツ型TBM φ5,750　L15.00m 1 基

中心部岩盤 二軸式岩破砕機 横型500型 1 台

底部ベルトコンベヤW600 275ｔ/ｈ 50ｍ 1 台

伸縮コンベヤ W600 275ｔ/ｈ 200ｍ 1 台

ロングベルトコンベヤ W600 275ｔ/ｈ 1,000ｍ 1 式

後続架台 W5400　　45ｍ 1 基

クーリングユニット クーリングタワー3基 1 式

油圧ユニット 油圧タンク・ポンプ 1 式

制御盤 ドーナツ型用 1 台

インバータ盤 ドーナツ型用 4 台

受電設備 1,000ｋｗ 1 基

エレクタ設備 2.5t/枚 1 式

裏込注入設備 ２液混合型ＴＡＣ工法 1 式

ワイヤ式 ケーブルカ(牽引52t用) 1 台

運搬台車 機材用、人車用 10 台

水中ポンプ 11ｋW・2.2ｋW・7.5ｋW 11 台

送風機 RE60IW30　600㎥/ｈ 2 台

15ｋW・7.5ｋW 1 台

機械脱水 60㎥ 1 台

プラント　サイロ 1 式

移動式 25ｔラフタークレーン 1 台

1 式

1,000ｋW 1 式

ケーブル式インクライン

坑
外
機
械
設
備

換気設備

給水設備

濁水処理設備

裏込注入プラント設備

資材荷卸しクレーン

機械室

受電設備

機械設備一覧表

工　　　種

坑
内
機
械
設
備

ド
∣
ナ
ツ
型
掘
削
工

掘削ズリ出し

ドーナツ型
後続設備

支保
工

山岳RCライナ

機材運搬設備

排水設備
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図 5.4.1 施工工種と主な施工設備 

5.4 ドーナツ型ＴＢＭ工法の施工計画 

 

施工計画は、図 5.4.1に示すとおり掘削・支保工、山岳ライナの現地製作およ

び低強度地山（不良地山）区間について立案する。 

 

5.4.1 掘削工 

ドーナツ型による機械掘削は、マシンによる外殻部掘削（φ5.75m）と破砕機に

よる中心部掘削（φ1.2m）とに分けて掘削する。図 5.4.2に示すように、外殻部

はマシンにより掘削され切削ズリはカッタヘッド頂部開口（180°）よりグリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削作業 　・ドーナツ型ＴＢＭφ5.75m

　・ドーナツ型外殻部掘削 　・破砕機「サイザー500型」

　・中心部岩盤掘削 　・補助ミニバックホウ

　・掘削ズリ出し 　・ロングベルトコンベヤw600

支保工作業 　・マシン後続機械設備

　・山岳ライナ据付 　・ドーナツ式エレクタ設備

　・裏込め注入 　・2液型クレーサンド系注入設備

　・機資材運搬 　・ケーブル式インクライン設備

一次・二次覆工ワンパス方式 現地製作ヤード

　・現地山岳ライナ製作 　　門型クレーン、型枠、打設設備

　・山岳ライナ運搬(坑外) 　　10tトラック

　・山岳ライナ運搬(坑内) 　　ケーブル式インクライン設備

施工工種 主な施工設備

ドーナツ型
掘削

支保工

低強度
地山区間

　・切羽前方探査ボーリング
　・補助工法
　・滑材注入工

　・コア採取式ボーリング機
　・鋼管先受け工
　・セメント地盤改良工
　・2液型クレーサンド系可塑材

山岳ライナ
現地製作
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ズリを通して底部ベルトコンベヤに排出される 3)。中心部の岩盤は掘削進行につ

れて押し出されて、破砕機で破砕され同じく底部ベルトコンベヤから搬出される。 

破砕機 500型は、掘進速度（2.4ｍ/ｈ）、岩盤強度 270MPa程度に対応した破砕

運搬能力を有している。 

破砕ズリは、底部のベルトコンベヤ（w600）から伸縮ベルトコンベヤ（w600）、

坑内ロングベルトコンベヤ（w600）を経由して坑外に搬出する。ベルトコンベヤ

能力は、掘進速度 2～5ｍ/ｈとして 28 ㎥×5ｍ/ｈ＝140 ㎥/ｈ以上を確保するた

めにベルトコンベヤ W600運搬能力 172㎥/ｈを配置する。 

なお、掘削支保工の 1サイクルは標準地山区間になるＣ級、Ｄ級岩盤では 1掘

進長 1.5m、低強度地山区間Ｅ級では 1掘進長 1.0mを標準に施工する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.2 掘削フロー図 

ＢＣ．２ ＢＣ．３
伸縮ベルトコンベヤ ロングベルトコンベヤ

W600 W600

L=200m L=1000m×8本

掘削・ズリ排出フロー(φ5.75mの場合)

外殻部岩盤
掘削土量

27m
3
/m

ＢＣ．１
底部ベルトコンベヤ

W600
運搬能力
275t/h

坑口

中心部岩盤
掘削土量

0.8m3/m

振動式グリズリ
(20cmアンダー)

破砕機
「横型500型」

350t/h

カッタヘッド 

ゲージカッタ 

フェースカッタ 開口部 180° 

中心部岩盤 

グリズリ 
補助小型バックホウ 

底部ベルトコンベヤ 

破砕機 

振動フィーダ 
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(1) ドーナツ型の純掘進速度 

施工実績から標準地山を想定した場合、純掘削速度は 1.9m～2.8m/h程度となる

（図 5.4.3）4)。 

(2) 中心部岩盤掘削・二軸式岩破砕機 

マシンの進行に合わせて押し出されてくる中心部岩盤は、直接に破砕機に取り

込まれ破砕され底部からベルトコンベヤで排出される。破砕機「サイザー」機種

の選定では、200MPa程度の堅固な岩盤を考慮し、500型（破砕能力 300t/h）を設

置する。破砕サイズは、１次破砕、２次破砕で 200mm程度まで破砕する（図 5.4.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

出典:TBMハンドブック、日本トンネル技術協会、2000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1段階目の破砕     2段階目の破砕    3段階目の破砕 

 

図 5.4.3 実績純掘進速度と岩盤等級の関係 

図 5.4.4 破砕機「サイザー500型」5) 

二軸式岩破砕機「サイザー500型」 

部　位 仕　様

　投入岩石硬度 　275MPa程度以下

　投入サイズ 　1.2m以下

　破砕サイズ 　200mm

　電動モータ 　160kW

　機械重量 　12t
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(3) 掘削ズリ出し 

ズリ出しは、マシン底部ベルトコンベヤｗ600（BC.1）→伸縮ベルトコンベヤｗ

600（BC.2）→坑内ロングベルトコンベヤｗ600（BC.3）をとおして、坑外仮置場

まで搬出する(図 5.4.5)。 

ロングベルトコンベヤの仕組みは、後続設備架台上のベルトコンベヤと架台下

のベルトコンベヤの伸縮ラップ長を 100m程度確保して、掘削進行に合わせてベル

トコンベヤを継ぎ足しベルトのエンドレス作業を行い、１スパン 1,000mを 8スパ

ンセットする。 

1) ロングベルトコンベヤ搬送量 

 表 5.4.1にロングベルトコンベヤの仕様、表 5.4.2に搬送量をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.5 掘削ズリ出しフロー図 

表 5.4.2 W600mmのロングベルトコンベヤ搬送量 

表 5.4.1 W600mmの 

ロングベルトコンベヤ仕様 

ＢＣ．１ ＢＣ．2 ＢＣ．3

底部ベルトコンベヤ 伸縮ベルトコンベヤ ロングベルトコンベヤ

W600 W600 W600

L=50m L=100m L=1000m×8本

坑口

　ベルトコンベヤ名称 仕　　様

　運搬物　 岩ズリ

  見掛け比重(t/m3) 1.6

　能力　(t/h) 275

　ベルト幅　(mm) 600

　ベルト速度　(m/min) 80

　水平機長　(m) 1,029

　動力　(kW) 90

定数K ベルト幅 ベルト速度 搬送容量 搬送容量

トラフ30°側角20° B= (m)  V=(m/min) Q=(m
3
/h) Q=(t/h)

0.1493 0.60 80 172 275

0.1493 0.60 90 194 310

0.1493 0.60 100 215 344

0.1493 0.60 110 237 379

0.1493 0.60 120 258 413

0.1493 0.60 130 280 447

0.1493 0.60 140 301 482

　* Q=A*V       A=K*(0.9*0.6-0.05)
2
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2) ロングベルトコンベヤの機械図 

  図 5.4.6から図 5.4.8にそれぞれの機械図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.4.6 ロングベルトコンベヤ W600mm、 1,008m/スパン 

図 5.4.7 ロングベルトコンベヤのテール部 

図 5.4.8 ロングベルトコンベヤのヘッドテンション部 

電動モータによるテンション部 

電動モータ 90 kW 

テール部 
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5.4.2 山岳ライナ支保工 

ドーナツ型は、支保工、覆工を兼ねた山岳ライナを基本とするワンパス方式で

施工する。山岳ライナの製作は、坑外近郊で現場製作する。坑内機材の搬出入は、

レール式によるケーブル式インクラインで自動搬送する。山岳ライナの据付けは、

ドーナツ式エレクタ方式で施工する。 

(1) 山岳ライナ形状 

 標準地山・低強度地山区間におけるライナ分割は、それぞれ６分割ブロックと

キーブロックに分けて製作する（図 5.4.9、図 5.4.10）。山岳ライナの仕様は「ト

ンネル標準示方書（シールド編）」の基準から、コンクリート強度 42N/mm2で厚さ

25cm、主鉄筋 D16の 250mmピッチのシングル配筋とする。これ以上の負荷が掛か

る場合には、別途検討する。表 5.4.3、表 5.4.4 に山岳ライナの 6 分割数量表を

示す。 

 継ぎ手方法は、「ほぞ」による噛み合わせ式を採用し、止水には水膨張性ゴムを

使用する（図 5.4.11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.4.9 山岳ライナの製作図 
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項目 内周長 外周長 1リング枚数 コンクリート 鉄筋 ライナ重量
シール

(20mm×2mm)

ｍ ｍ ㎥ kg ｔ ｍ

②～⑤ 2.594 2.850 4 1.03 50.9 2.575 4.3

⑥ 2.570 2.867 1 1.02 50.9 2.550 4.3

① 2.570 2.867 1 1.02 50.9 2.550 2.8

⑦ 0.280 0.330 1 0.12 なし -- なし

1枚当たり

図 5.4.10 山岳ライナの配筋図(②～⑤) 

表 5.4.3 山岳ライナの 6分割数量表(1枚当たり) 

図 5.4.11 山岳ライナの「ほぞ」継ぎ手詳細図 

正面図

②～⑤鉄筋構造図

S1 D16 2540@225 

n=7

75

S1 D16 2540@225

n=7

W1 D16 1350@254

n=11

62

56

6 6

74 8888
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(2) 山岳ライナの据付工 

山岳ライナの据付は、ＴＢＭのエレクタ設備ではマシン内部への通路空間が狭

くなるため、据付機構を外周側に配置したドーナツ式エレクタを採用する（図

4.4.12）6)。中心部の空間が広くなるため、カッタヘッドへの機材の出入りが容

易になり地山リスクに対して素早く対応ができるメリットがある。 

ドーナツ式エレクタでの据付手順は、図 5.4.13に示している番号順に、6個あ

るエレクタがライナを 1個ごと掴み順に回転して、最後にキーブロックを上から

差し込み完了する。また、この装置は形状保持の役目も担うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旋回機モータ付減速機 

油圧シリンダ 

旋回ギヤ 

図 5.4.12 ドーナツ式エレクタの機械図 

図 5.4.13 ドーナツ式エレクタによる山岳ライナの据付順序 

項目 内周長 外周長 1リング枚数 ライナ重量 鉄筋
シール

(20mm×2mm)

ｍ ｍ ｔ kg ｍ

②～⑤ 2.594 2.850 4 10.300 204 17.2

⑥ 2.570 2.867 1 2.550 51 4.3

① 2.570 2.867 1 2.550 51 2.8

⑦ 0.280 0.330 1 0.300 なし なし

計 15.700 305 24.3

1.02

1.02

0.12

6.28

1リング当たり

コンクリート

㎥

4.12

表 5.4.4 山岳ライナの 6分割数量表(1リング当たり) 

1,530 
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5.2.3 山岳ライナの現地製作工 

 ＴＢＭおける支保工は、ＮＡＴＭか鋼リング支保工で施工されている。最良は、

支保工と覆工が一体にできるワンパス方式が取れることと、地山状態に左右され

ず掘進機内から支保工ができる山岳ライナ方式になる。採用されない理由は二次

製品を使用することによるコスト高にあり、特に、工場から現場までの運搬費が

割高になっている。改善策として、トンネル現場近郊で現地製造するための品質

性、施工性および経済性等を立案した。 

(1) 製作概要 

製作ヤードは、現場近郊 10km程度以内に 200m×100m程度の広さを設ける。作

業配置は、コンクリート打設、コンクリート養生(脱型まで 36時間)、型枠解体･

移動および型枠組立の 3班に分け、それぞれ毎日分かれて作業する。用意する型

枠は、鋼製型枠 20 リング×3 セット＝60 リングを用意する（表 5.4.5）。1 日の

製作数は、トンネル 30ｍ分（1.5ｍ×20セット）とし、搬出するまでの養生期間

は 21日以上を取り、その間は気中散水養生とする。また、それに必要な約 1月分

のストックヤードを確保する。 

山岳ライナに用いるコンクリートの許容応力度は、トンネル標準示方書「シー

ルド工法」を基準に準じる。表 5.4.6に山岳ライナの品質仕様、表 5.4.7にレデ

ィーミクストコンクリート配合表をそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.4.5 山岳ＲＣライナの製作概要 

名称 材料仕様 数量 備考

　地山等級C級

　地山等級D級

　低強度地山EⅠ

　低強度地山EⅡ

　キーブロック t=250,W=300 5,520枚 　8,000m/1.5m,200m/1.0m

コンクリート打設 20　ﾘﾝｸﾞ 　生コン車直取り

コンクリート養生 20　ﾘﾝｸﾞ 　脱型養生36時間以上

脱型・移動・組立 20　ﾘﾝｸﾞ 　3班体制

製作日数 20　ﾘﾝｸﾞ/日 276日(14月) 　5,520リング/20=276日

山岳ライナ製作概要(内径φ5.0m,8,200m分)，厚さ25cm,スパン長1.5m

鋼製型枠
(メタルホーム)

RC,42N/mm2

t=25cm,L=1,5m
5,320　ﾘﾝｸﾞ   8,000m/1.5m、6枚/リング

　200m/1.0m、6枚/リング200　ﾘﾝｸﾞRC,42N/mm
2

t=25cm,L=1,0m



 117 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 型枠計画 

 型枠は、厚さ 15mmの鋼板で製作し、1リング 6枚のライナ板を 1セットとして

20セットで回転する。底型枠は固定し、端部と妻型枠だけにして天端型枠は設置

しない。図 5.4.14に、山岳ライナの型枠製作図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.4.6 山岳ライナの品質仕様 

適合地山

呼び
強度

N/mm2

セメ
ント
種類

W/C
(%)

S/a
(%)

C

(kg/m3)

W

(kg/m3)

S

(kg/m3)

G

(kg/m3)

Ad

(kg/m3)

低強度
地山区間

42 N 45.0 47.0 373 168 807 966 2.61

山岳ライナ現地製作配合表　(kg/m3)  42-15-20N

表 5.4.7 山岳ライナのレディーミクストコンクリート配合例 

100

22° 41°
17°

80
0

247

16
00

2750

2660

①

②

③

④

⑤

⑥

底枠鉄板 ｔ＝15ｍｍ

支持鉄板 ｔ＝15ｍｍ

H-200 L=11.0ｍ

敷鉄板 ｔ＝22ｍ

図 5.4.14 山岳ライナの型枠製作図 

CⅠ

CⅡ

DⅠ

DⅡ

EⅠ 42 N/mm
2

EⅡ 42 N/mm
2

D16mm
@250mm

シングル配筋

3% (200m)

地山等級
適用

全長(8,200m)

60% (5,000m)

37% (3,000m)D 42 N/mm2

鉄筋コンクリート造

C 42 N/mm2

レディーミクスト
コンクリート
呼び強度

山岳ライナ厚さ

250 mm

E
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5.4.4 機材運搬工 

山岳ライナ、機械類、材料および人員運搬などの坑内機材搬出入設備は、トン

ネル延長が長くなると切羽作業のサイクルタイムに資材などの供給が間に合わな

くなる。そのため 6m程度以下の小断面トンネルでは、バッテリロコがトンネル内

で交差できるように 500～700m程度に仮設の拡幅部を設置している。また、サイ

クルタイムに間に合わせるために運転台数も 2 台、3 台必要となり、自動運転も

安全性などから煩雑になり施工費も高くなる。 

ケーブル式インクラインは、１回当たりの牽引量を大きく取れることで 2、3

サイクル分の資材を 1回で運搬できることで拡幅部がいらなく、ワイヤが台車の

前後に繋がれていることから安全性などに利点があり、また、レール式にするこ

とでさらに自動搬送が容易になる 7)。図 5.4.15にケーブル式インクラインの機械

図、表 5.4.7にその設備仕様を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.4.7 ケーブル式インクラインの仕様 

図 5.4.15 ケーブル式インクラインの機械図 

項　　目 仕　　様 摘　　要

　トンネル延長 　8,200m

　トンネル最大勾配  ±3%

　レール間 　762mm

　レール重量 　22kg/m

　台車総重量 　26t×2台 　52t 総重量＝26t×2台＝52t

　ライナ六分割＋キープロック 　22t

　台車 2台*2セット、人力車　 　6t*2

　ワイヤーロープ 　6×Fi(29)B Φ24 引張力T＝52×0.05＋52t×sin1.72°＝2.6＋1.56　≒4.2tf/m

　ワイヤーロープ切断荷重 　28.9tf/m 安全率 6より、ロープ切断荷重4.2×6＝25.2 ＜28.9tf/m

　ドラム径 　D＝1,200mm ワイヤロープ径24mm×50倍

　ドラム幅 　B＝2,000mm

　モータ 　150kW×2 移動速度 V＝10km/h≒170m/min

　先端シーブ径 　D＝1,200mm ワイヤロープ径24mm×50倍

先端シーブ(マシン固定) 

山岳ライナ台車(機材運搬用) ワイヤガイドローラ 

φ24mmワイヤ 

ウインチモータ(150kW×2台) 
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5.5 仮設備配置計画 

 

坑外仮設備では受変電設備・給水設備・濁水処理設備・裏込め注入プラント・

ズリ仮置場・資材置場・修理工場・倉庫・休憩所・詰所を設置する。また、ドー

ナツ型の組立・発進ヤードとして坑口に確保する(図 5.5.1)。 
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⑰

⑱

⑲

③

⑤

⑩

図 5.5.1 坑口仮設備配置図 

番号 名称 詳細

① 受電設備 200ｋW

② 給水ポンプ室 2K×2K

③ 給水用貯水槽 10㎥

④ 濁水処理水槽 10㎥

⑤ 濁水処理装置 60㎥/ｈ

⑥ フィルタープレス 11kW

⑦ ケーキ受け水槽 5㎥

⑧ 裏込め材プラント 二液混合

⑨ 修理工場・資材置き場 3K×8K

⑩ 門型クレーン 4.8ｔ吊　Ｂ15ｍ

⑪ 坑内換気設備 1000㎥/min

⑫ 坑外ずり運搬ベルトコンベア Ｂ650

⑬ ワイヤー巻き取り部防護室 3K×4K

⑭ 事務所・監督官詰所・休憩所 4K×8K×2階

⑮ トイレ 大・小

⑯ 掘削土仮置き場 20ｍ×30ｍ（1,500㎥/2日分）

⑰ バックホウ　(掘削土搬出用) 0.7㎥級

⑱ ダンプトラック(掘削土搬出用) 10ｔ

⑲ ラフタークレーン 25ｔ
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5.6 全体工程計画 

 

5.6.1 掘削・支保工のサイクルタイム 

(1) 稼働時間の算出 

 表 5.6.1の 1日当たりの稼働時間と表 5.6.2の 1月当たりの稼働日数から、以

下のように機械の実稼働時間を算出する。 

1日当たり作業時間 

  ・1日当たり機械稼働損失時間  5時間/日（表 5.6.1） 

  ・1月当たり機械稼働損失日数  13日/月（表 5.6.2） 

   ゆえに、1日当たり機械稼働時間 15時間/日 

1月当たり機械稼働日数 17日/月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.6.1 1日当たり稼働時間 

表 5.6.2 1月当たり稼働日数 

不稼働作業内容 単位 数値 時間(分)

　日常点検 分/方 30 60

　入出坑 5分/回 8 40

　ミーティング 分/方 15 30

　片付け 分/方 15 30

　雑時間 式 1 20

　作業ロス時間 分/方 60 120

300

15 時間/日1日当たり機械稼働時間　20h-5h

機械不稼働時間　計

1日(2方)当たり機械稼働時間

不稼働作業内容 単位 数値 日数(日)

作業全休日 式 1 4

測量 式 4h 0.5

ディスクカッタ装着数 38 15h 1

定期点検 式 15h 1

電気ケーブル盛替え他 式 15h 1

立会検査 h/月 4

見学者 h/月 2

安全大会・安全教育 h/月 3 1

雑日 式 4h 0.5

作業ロス日数 式 15h 3

13

17 日/月

1月当たり機械稼働日数

1

1月当たり機械稼働日数　30日-13日

機械不稼働日数　計
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(2) 低強度地山区間のサイクルタイム 

 図 5.6.1に、長尺鋼管先受け工法のサイクルタイムの算定内容を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 掘削・支保工のサイクルタイム 

 表 5.6.3に、ドーナツ型による掘削・支保工のサイクルタイムを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.1 長尺鋼管先受け工法のサイクルタイム 

表 5.6.3 掘削・支保工のサイクルタイム 

B,CⅠ,ＣⅡ 2.40 38 43 31.4 534

ＤⅠ 2.00 45 50 27.0 459

ＤⅡ 1.80 50 55 24.5 417

Ｅ 1.00 4.0 68

地山等級
掘削面積

(m2/m)

1サイクル
掘進長
(m)

純掘進速度

(m/h)

1サイクル
掘削時間

(分)

　　φ5.750m山岳ライナ方式（地山反力支持）の場合　掘削･支保工のサイクルタイム

φ5.750 m

27m2/m

1.50 5 20

12.5m当たり:長尺鋼管先受け工法日進 :　4.0m

グリッパ・
引込み
時間
(分)

山岳ライナ
据付

t=25cm
(分)

1サイクル
クリティカ

ル
作業時間

(分)

日当たり
掘進長
(15h/日)
(m/日)

月当たり
掘進長

(17日/月)
(m/月)

長尺鋼管先受け工法
撤去工

　既設ライナの撤去(1.5m×4スパン=6m)→掘削支保工(4.2m3・鋼製支保工・鋼製掛矢板・1スパン1.5m)

　　1方当たり2スパン×2方　=　1日

Ｅ
φ5.750 m

27m
2
/m

1.00 30 20 50 18 0.7

崩落対策
区間

削孔径φ114
削孔長

シリカレジ
ン

注入区間

施工本数
120°@500mm

日当たり
施工本数

1セット・２
方

施工日数

Ｅ 25m 12.5m 14本 10本 1.4日

低強度地山区間　長尺鋼管先受け工法サイクルタイム
12.5m当たり

低強度地山区間長尺鋼管先受け工法サイクルタイム
　12.5m当たり　：　撤去工 1日 ＋ 長尺鋼管先受け工法施工日数　1.4日 ＋ 掘削･支保工施工日数　0.7日
　　　　　　　　　=  3.1日
　1 日当たり　：　12.5m÷3.1日=4.0m/日
　1 月当たり　：　4.0m/日×17日/月=68m/月

低強度地山区間　掘削･支保工サイクルタイム
12.5m当たり

支保パターン
掘削面積

(m2/m)

1サイクル
掘進長
(m)

ドーナツ型
掘削時間

(分)

山岳ライナ
t=25cm
(分)

1サイクル
クリティカ

ル
作業時間
(分)

日当たり
掘進長
(15h/日)
(m/日)

12.5m当たり
作業日数
(日)
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 地山等級の分類は、切羽が自立する B、CⅠ、CⅡと DⅠ、DⅡ、および低強度地

山 E に分けた。掘進機の 1 サイクル掘進長は、1.5m とし E 区間は 1.0m とした。

純掘進速度は、施工実績から B、CⅠ、CⅡ区間は 2.40（m/h）、DⅠ区間は 2.00（m/h）、

DⅡに区間は 1.80（m/h）とし、E区間については長尺鋼管先受け工法のサイクル

タイムとの合算で算出した。 

 その結果、機械稼働時間を 1 日当たり 15 時間、1 月当たり 17 日の場合の掘進

長は、B、CⅠ、CⅡ区間で 31.4（m/日）、534（m/月）、DⅠ区間で 27.0（m/日）、459

（m/月）、DⅡ区間で 24.5（m/日）、417（m/月）、および低強度地山 E 区間で 4.0

（m/日）、68（m/月）になる。 

 

5.6.2 労務編成人員 

 図 5.6.2 は、1 方当たりの労務編成人員体制を示したもので、特殊作業員がＮ

ＡＴＭより少なくできる利点がある。表 5.6.4に、ＮＡＴＭとの編成人員の比較

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.2 労務編成人員 

表 5.6.4 ＮＡＴＭとの編成人員の比較 

世話役 1方当たり 職種

　トンネル世話役 1人 世話役

　ドーナツ型の運転管理 2人 トンネル特殊工

　機械保守点検 2人 トンネル特殊工

  RCライナ据付作業 3人 トンネル作業員

　ズリ出し・裏込め運転

　機材搬出入作業

　整備鍛冶工 1人 トンネル特殊工

合計 　１方当たり作業員数

3人

12 人

ドーナツ型ＴＢＭ工法　１方当たり編成人数

全般

坑内
作業

坑外
作業

トンネル作業員

掘削工 覆工

トンネル世話役 1 1

トンネル特殊工 7 6

トンネル作業員 1 2

計 8　(人) 9 (人)

1

5

6

12 (人)

1方当たり編成人員数の比較

職種
ＮＡＴＭ ドーナツ型

掘削・山岳ライナ
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5.6.3 モデルトンネルの全体工事工程計画 

 

 表 5.6,5に、モデルトンネルの全体工事工程計画を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.6.5 全体工事工程計画 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48

準備 片付け

3 5

マシン・ベルコン・岩破砕機・ケーブルカー

12

仮設備・電力

6

ＮＡＴＭ施工

4

組立 解体

3 1

ヤード造成、型枠製作、準備工 20ﾘﾝｸﾞ/日*20日*4月=1,600リング20ﾘﾝｸﾞ/日*20日*10月=3,920リング

10 4 10

100m

3 DⅡ級500m/432m=1.2月

C級5,000m/553m=9.0月 DⅠ級2,500m/475m=5.3月

9 5.3 1.2

200m/68m=3月

3

始終点

2

モデルトンネル(φ5.75m,L=8200m)　全体工事工程計画

　
年　　月
　　工　　種

１　年 ２　年 ３　年 ４　年

　マシン発進準備・初期掘進

　標準地山区間　C5,000m
  DⅠ2,500m,DⅡ500m

　呑吐口

　準備工

　ドーナツ型マシン製作
　他機械製作

　トンネル仮設備･坑口始点側

　始点側(40m)･終点側(30m)
          ＮＡＴＭ施工

　ドーナツ型組立・解体

　山岳ライナ製作　5,520ﾘﾝｸﾞ

　
　備　考

工
事
開
始
1
月

山
岳
ラ
イ
ナ
製
作
開
始

ド
│
ナ
ツ
型
掘
削
開
始

工
事
完
了

　低強度地山区間　E200m

ド
│
ナ
ツ
型
掘
削
完
了

ドーナツ型掘削期間 21.5月 平均月進 381m
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 全体工事工程計画では、ドーナツ型やベルトコンベヤなどの機械製作に約 12

月かかることから、この間に、仮設備工事、坑口処理、および山岳ライナ製作

など、ドーナツ型が稼働する前に準備工事が行われる。 

 ドーナツ型のトンネル工事期間は、山岳ライナにより支保工と覆工が一体と

なって進めることから、掘削・支保工の完了は工事完了となり 21.5 月になる。

平均月進では、381mになり、国内実績平均月進 222mよりは早くなるが、実現場

に当てはめると計画の 500mには届いていない。 

一方、ＮＡＴＭ工法は、掘削・支保工では平均月進で 100m程度となり、トン

ネル工事期間は 82月を要することになり、掘削支保工の施工後に覆工作業があ

り、現場打設になる期間は、コンクリート養生期間もあり 1 スパン 12m を 2 日

間で施工するため、覆工工期は約 62 月かかることになる。この場合、ＮＡＴＭ

工法ではトンネル延長 8.2km になると 2 工区以上に分けて施工するのが標準と

なる。 

 表 5.6.6 は、導水路トンネル延長 8.2km を施工した場合の作業員数をドーナ

ツ型とＮＡＴＭ工法で比較したものである。ドーナツ型は掘削が早いことと、

支保工と覆工を一体で施工することで全体工期では大きな優位性があり、総作

業員数においても大幅な縮減ができる。なお、ＮＡＴＭは、掘削・支保工と覆

工の 2 編成になり、ドーナツ型は掘削・支保工・覆工の 1 編成と坑外作業にな

る山岳ライナ製作に 1 編成になる。 

 

 

 

 

 

 

 

5.7 概算工事金額 

 

 モデルトンネルに対して、立案された施工方法での概算工事費を積算する。

以下に、工事金額内訳書を示す。 

表 5.6.6 導水路トンネル延長 8,2km に対する作業員数の比較 
水路トンネル延長8.2ｋｍに対する作業員数比較

ドーナツ型
ＴＢＭ工法

　掘削・覆工　12人/方×2方×22日×28月 = 14,784人
　山岳ライナ製作　16人×1方×276日　　 =  4,416人
　　　　　　　　　　　　　　　　　計   = 19,200人

覆工(ワンパス方式)
掘削覆工2方編成   24人/日
ライナ製作1方編成 16人/日

ＮＡＴＭ工法
　掘削　      8人/方×2方×22日×82月  = 28,864人
　覆工　      9人/方×1方×22日×62月  = 12,276人
　　　　　　　　　　　　　         計　= 41,140人

掘削支保工2方編成 16人/日
覆工1方編成　　　  9人/日
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　＜積算条件＞

工　種 種　別 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

　直接工事費 式 1 7,294,900,000 内訳書-1

　間接工事費 直工×40% 式 1 2,917,960,000

　工事価格 式 1 10,212,860,000

1m当たり工事費 1,245,471

　消費税 10% 式 1 1,021,286,000

　工事費　計 式 1 11,234,146,000

工　種 種　別 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

　1.機械費 式 1 3,089,000,000 内訳書-2

　2.労務費 人 21,120 50,000 1,056,000,000 40月×22日×24人

  3.山岳ライナ製作費 式 1 2,320,600,000 内訳書-3

  4.裏込注入費 m
3 18,300 12,000 219,600,000

　5.補助工法 長尺鋼管先受け工法(AGF) 本 224 400,000 89,600,000 12.5m/1本

　6.呑口・吐口工 基 2 5,000,000 10,000,000

　7.トンネル仮設備工 式 1 510,100,000 内訳書-4

計 7,294,900,000

モデルトンネル(8,200m,φ5.75m)におけるドーナツ型ＴＢＭ工法の概算工事費

　内訳書-1　直接工事費1式当たり

　・堀削は、ドーナツ型ＴＢＭで8,200mを1工区で下流側から片押し施工する。
　・覆工は、全区間8,200mを支保工、覆工を合わせたシングルシェル方式の山岳ライナで行う。
　・ズリ出しは、坑口ストック場までとする。
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工　種 種　別 単位 数　量 単　価 金　額 摘　要

　マシン本体 φ5.75m 基 1 1,220,000,000

　ディスクカッタ 17"-25個,15.5"-5個 個 560 200,000 112,000,000 (25*16)+(5*32)

　ディスクカッタ台座 17ｲﾝﾁ用　38台 台 140 1,000,000 140,000,000 4回に1台

　マシン本体  組立解体 t 800 100,000 80,000,000

　マシン本体　運搬費 t 800 40,000,000

　岩破砕機サイザー 500型 基 1 100,000,000

　ベルトコンベヤ W600 m 8,200 70,000 574,000,000

　ヘッドベルトコンベヤ L=100m 基 8 5,000,000 40,000,000

　ベルトコンベヤ 組立解体 m 8,200 15,000 123,000,000

　門型クレーン 5tホイスト 基 2 1,000,000 2,000,000

　ラフタークレーン 25t 式 1 10,000,000

  170kgブレーカ 台 1 3,000,000

　0.1m3バックホウ 台 1 2,000,000

　ケーブル式インクライン 機材搬出入 150kW 台 2 40,000,000 80,000,000

　資材運搬台車 RCライナ 月 8 700,000 5,600,000

　人車 6人乗り 台 2 700,000 1,400,000

　22ｋgレール 8500ｍ×2本　5ｍ/本 ｍ 17,000 2,500 42,500,000

　鋼製枕木 8200m/1.2m×L4m H-150 t 860 80,000 68,800,000 31.5kg/m

  注入プラント 式 1 84,000,000

　パーカッションボーリング機 式 1 42,000,000

　消耗材・雑材 10% 式 1 318,700,000

計 3,089,000,000

　内訳書-2　　機械費１式当たり



 127 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工　　種 規　　格 単位 数量 単　価 金　　額 備　　考

材料

生コン  C,D級,t=25cm 　42-15-20 L=8,000m ㎥ 33,120 28,000 927,360,000   6.21 m3/m

生コン  低強度区間　t=25cm 　42-15-20 L=200m ㎥ 1,240 28,000 34,720,000

鉄筋 D級 　D16mm シングル　ctc 250 t 1,631 150,000 244,650,000 306kg/リング

鉄筋 E級 　D16mm シングル　ctc 250 t 62 150,000 9,300,000

固定金具   注入孔 箇所 34,200 1,000 34,200,000 鋼管材

吊フック 　Ｄ13　0.4ｍ ｔ 18 100,000 1,800,000

シール材  止水材ボンドロープ20*5mm m 180,000 120 21,600,000  5,676ﾘﾝｸﾞ*30m/ﾘﾝｸﾞ

剥離剤 ノックスＣ　１８ℓ 缶 550 8,000 4,400,000 30㎡/ℓ　　18ℓ/缶

小計 1,278,030,000

労務費

世話役 １日当り 人

型枠 １日当り 人

普通作業員 １日当り 人

作業期間労務費　小計 5,520リング÷20リング/日 日 276 800,000 220,800,000

仮設費

ヤード造成 200ｍ×100ｍ  2箇所 箇所 2 10,000,000 20,000,000

基盤整備 砕石　　ｔ＝200 ㎡ 40,000 650 26,000,000

コンクリート ㎥ 120 30,000 3,600,000

借地代 20,000㎡　 ㎡ 40,000 600 24,000,000 3年間

小計 73,600,000

門型クレーン

門型クレーン 4.9ｔ　　4基 ヶ月 120 300,000 36,000,000

電気設備・電気代 式 1 5,000,000 5,000,000

レール 30ｋｇレール　400ｍ×4基 ｍ 1,600 4,800 7,680,000

　内訳書-3　山岳ライナ製作費 (ワンパス方式8,200m当たり)（1）

16 50,000 800,000

型枠バラシ2・ライナ移動
4・清掃ケレン2・組立3→
11人,打設4人,世話役1人
計　16人
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工　　種 規　　格 単位 数量 単　価 金　　額 備　　考

基礎コンクリート 1.0ｍ×0.3ｍ　1600ｍ　 ㎥ 480 25,000 12,000,000

小計 60,680,000

山岳ライナ型枠

鋼製スチールホーム型枠 リング 90 2,500,000 225,000,000 60リング×1.5

型枠架台 Ｈ鋼-200 ｍ 600 5,000 3,000,000

敷き鉄板　ｔ＝22 ｔ 200 36,000 7,200,000

その他仮設材 式 1 10,000,000

仮設材運搬 100ｋｍ　1ｔ当り ｔ 200 15,000 3,000,000

小計 248,200,000

運搬費

セルフ車 20ｔセルフ　10ｋｍ　 ヶ月 20 1,000,000 20,000,000

置場移動運転労務費 540日*2人 人 1,080 50,000 54,000,000

80tクローラクレーン 1台，置場 月 20 4,000,000 80,000,000

小計 154,000,000

その他設備

打設箇所屋根 移動式、テント m2 3,000 20,000 60,000,000

簡易濁水処理設備 式 1 5,000,000 5,000,000

事務所･休憩室 ユニットプレハブ 式 1 5,000,000 5,000,000

小計 70,000,000

計 2,105,310,000

雑材・経費 10% 式 1 210,531,000

雑費 式 1 4,759,000

合計 2,320,600,000

1ｍ当り 283,000

　内訳書-3　山岳ライナ製作費 (ワンパス方式8,200m当たり)（2）



129 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概算工事費は、同規模のトンネル工事実績からＮＡＴＭ工法では 1m 当たり 70

～120万円程度に対して、ドーナツ型は約 125万円となり同程度である。図 5.7.1

に示す直接工事費の構成割合から、機械費と山岳ライナ製作費を合わせると約

75%となり、工事費の大部分を占めることからこの工種の経済性が全体工事費に大

きく影響する。 

図 5.7.2の機械費の内訳をみると、マシン本体やベルトコンベヤなどトンネル

専用機械が多いため、リースできる機械が少なく新規製作になるため高い要因に

なっている。また、機械費は全体工事費の 40%強を占めることから、工期縮減な

ど生産性向上をさらに高める必要があり、また、機械の転用を考慮した損料扱い

などの検討の余地がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工　　種 規　　格 単位 数量 単　価 金　　額

　坑口発進ヤード 式 1 30,000,000 30,000,000

　電力設備 式 1 150,000,000 150,000,000

　照明設備 式 1 27,000,000 27,000,000

　給水設備 式 1 12,000,000 12,000,000

　排水設備 式 1 12,000,000 12,000,000

　換気設備 式 1 50,000,000 50,000,000

　濁水処理設備 120m3/h 式 1 90,000,000 90,000,000

　電気料金 3000kwh*0.6*9h*22日/月*30月 kWh 10,700,000 13 139,100,000

計 510,100,000

　内訳書-4　　トンネル仮設備工1式当たり

図 5.7.1 直接工事費の構成割合 

43%

32%

14%

7%

3%
1% 1%

直接工事費の構成割合

機械費

山岳ライナ製作費

労務費

トンネル仮設備費

裏込注入費

補助工法

呑口・吐口工
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山岳ライナの製作費では、ＮＡＴＭ工法と比較すると、地山等級 C級の実績か

ら吹付けコンクリート、ロックボルト、鋼製支保工、および吹付けプラント等材

料費約 10万円と、場所打ちコンクリートの覆工費約 20万円を含めると 1m当たり

30 万円程度になり、対して山岳ライナはワンパス方式になることから 1m 当たり

28万円と同程度になり、コスト縮減に大きく寄与している。 

表 5.7.1にＮＡＴＭ工法とドーナツ型工法の評価をまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.7.1 導水トンネル延長 8.2kmに対するＮＡＴＭ工法との比較 

図 5.7.2 機械費の内訳 

　ＮＡＴＭ工法 ドーナツ型工法

施工性

全地質に対応ができる。
発破作業のため熟練作業者のトンネ
ル技術が必要。切羽と接する作業の
ため安全性に劣る。

低強度地山に対して、開口部から補
助工法が容易に対応できる。
機械施工になるためトンネル作業が
容易である。

工　期
掘削支保工82月、覆工62月となり、
144月を要する。
2工区に分けて、72月を要する。

支保工がワンパス方式になること
で、機械製作期間を足しても31月で
完了する。

経済性 全体工事費70～120万円/m。 全体工事費125万円/m、同程度。

経済性に優れているが、他はドーナ
ツ型に劣る。

工期は半分で完了する。
経済性では均衡してきた。

評
価

総合評価

評価項目
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5.8 第 5章のまとめ 

 ドーナツ型の実用性に対して、施工シミュレーションにより各工種の施工方法

を検証するとともに、その経済性について評価した。 

(1) 山岳ライナの経済性 

 支保工と覆工を一体とした山岳ライナのワンパス方式は、事前に製作しておけ

るメリットと、掘削と同時に覆工まで完了することで大幅な工期縮減となる。ま

た、現地製作することで山岳トンネルにおいても経済的にセグメント方式が可能

になる。 

(2) ケーブル式インクライン方式の経済性 

 トンネル工事のクリティカル設備になる機材搬出入設備は、ケーブル式インク

ラインにより 1回の牽引量を大きく取ることで、入れ替えする拡幅部を必要とし

ない。また、ワイヤが台車の前後に繋がれることで、安全性や自動運転に利点が

あることなどから、工期短縮や経済性に効果がある。 

(3) 全体工事費の経済性 

ドーナツ型工法は、坑内作業体制を掘削・支保工・覆工を一体化できることで、

ＮＡＴＭ工法と比較すると作業員総数で大幅な縮減と熟練作業員の配置を少なく

できる効果がある。全体工事費においても、大幅な工期縮減や山岳ライナの採用

などにより、ＮＡＴＭ工法と同程度の経済性になる。 
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                 第 6章 結 論 

 

6.1 結論 

 

各章で得られた研究成果を取りまとめて、以下のことからドーナツ型の実用性

を明らかにした。 

(1) 施工性からの評価 

ドーナツ型の最大の特長は、中心部を開口して地山を直接見えるようにし、ま

たカッタヘッドの前に出ることを可能にしたことにある。その開口部から低強度

地山に対して、従来からＮＡＴＭ工法で行われてきた補助工法の大部分が施工で

きる優位性がある。 

(2) 掘削特性からの評価 

 ドーナツ型の掘削特性は、センターカッタを無くすことができることと、掘削

面積の減少によりカッタ配置数を少なくできることから、カッタ 1個当たりの押

付力が大きくなり、それに伴いトルクも大きくなる。これにより同一の押圧力で

は掘進速度が増大し、かつ比エネルギも減少する優位性がある。 

また、その掘削特性はカッタ寿命に対しても大きな効果が発揮されるとともに、

掘進速度が早くなることでカッタが岩盤に接触している時間が短くなり、カッタ

摩耗や破損が低減されることからカッタ寿命が延伸することを明らかにした。 

(3) 経済性からの評価 

ドーナツ型工法は、坑内作業体制を掘削・支保工・覆工を一体化できることで、

ＮＡＴＭ工法と比較すると作業員総数で大幅な縮減と熟練作業員の配置を少なく

できる効果がある。全体工事費においても、大幅な工期縮減や山岳ライナの採用

などにより、ＮＡＴＭ工法と同程度の経済性になることを明らかにした。 

 

6.2 将来への展望 

 

 ドーナツ型ＴＢＭは、世界的に技術開発されていない新技術であり、中心部が

開口していることでＴＢＭよりも機械的に優位性があり、かつ、その最大の弱点
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である低強度地山への対応も迅速・的確に実施できるという施工上の優位性も兼

ね備えている。 

今後は、実現場での稼動を目指す必要があり、特に、山岳トンネルの需要が多

い道路トンネル、再生可能エネルギとしての導水トンネル、農業用の用排水トン

ネルおよび穀物倉庫用トンネル、あるいは山岳地下を利用した防災都市空間など

に対して実用化を図るべきである。 

また、ＴＢＭが普及しない我が国において、ＮＡＴＭ工法より工期が早いだけで

なく、経済性においてもドーナツ型ＴＢＭを活用した新たな山岳トンネル工法の

構築を進める必要がある。ドーナツ型ＴＢＭが実用化されれば、国内のみならず

海外にも幅広く活用することができるなど、大きな変革をもたらすものと期待さ

れる。
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 以下に、ドーナツＴＢＭに関係する特許出願について、日本および海外の出願
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武田光雄
株木雅浩

武田光雄
株木雅浩

武田光雄
株木雅浩

3 トンネル掘削システム
武田光雄
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